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３－１ 通  則 
 

３－１－１ 設計の定義 

設計は、次の構想設計、基本設計、実施設計、補足設計の４種類に区分するほか特記仕

様書に定めるほかは調査職員の指示によるものとする。 

１．構想設計とは、地形図、地質資料、現地調査結果、設計事例、経験等に基づき概略設

計によるタイプの検討、標準図の作成、概略数量計算、概算工事費の算定などを行うも

ので、あわせて後の調査設計の指針を確立するために行う設計をいう。 

２．基本設計とは、調査試験等基礎資料が概略整備された段階において、標準断面による

構造計算、平面図、縦横断面図、構造物等の一般図、数量計算、概算工事費の算定など、

予備的な設計を行うもので、あわせて実施設計の設計方針を確立するための設計をいう。 

３．実施設計とは、調査、試験等基礎資料が整備された段階において、詳細な構造計算・

水理計算に基づく、平面図、縦横断面図、構造物等の詳細図、数量計算、施工計画、概

算工事費の算定など詳細な設計を行うもので、工事実施に必要な設計をいう。 

４．補足設計とは、ダムの設計において、工事実施のための附帯工、その他の細部設計を

行うもので、実施設計の内容を補足するために行う設計をいう。 

 

３－１－２ 標準設計 

 各種構造物の設計において、特に支障がない限り特記仕様書に定める各種標準設計を活

用することとする。 

 適用範囲については、十分留意するものとする。 

 

３－１－３ 細部設計 

構造物の細部設計の方針等については調査職員と協議の上決定するものとし、その決定

理由を報告書に明示するものとする。 

 

 

３－２ ダム設計 
 

３－２－１ 要  旨 

 この設計は、ダムの設計から施工計画、事業費の算定まで一連の事項を各設計段階に応

じて行うものである。 

 

３－２－２ 現地調査 

 受注者は、設計作業着手前に、ダムサイト予定地及びその周辺の地形地質その他設計作

業に必要な事項について、入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－２－３ 設計項目と内容 

 ダム設計作業の作業項目及び各設計段階における設計内容は、別表－１の設計作業項目

内訳表によるものとする。 
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別表－１ 

コンクリートダム設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（１日）

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（１日）

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（１日）、

中間１回（２日） 

１－２ 資料の検討 既施工の調査資料

（測量、地質、材料、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、材料、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、材料、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

２ 設計計画 

２－１ ダムタイプ及

び諸施設の配

置検討 

 

 

構想の立案及びダム

軸、ダムタイプ、諸

施設をレイアウトす

る。 

 

 

 

 

 

 

調査結果を考慮し

て、構想の立案及び

ダム軸、ダムタイプ、

諸施設をレイアウト

する。〔有効貯水量、

取水量、放流量等は

指示事項とする。フ

ィルダム、コンクリ

ートダムの堤体積に

よる概略工事費の比

較を含む。（新工法は

含まない。）〕 

ダム軸、ダムタイプ

を検討し、諸施設の

結果に基づきレイア

ウトを行う。更に、

追加資料をもとにレ

イアウトのチェック

を行い精度を向上す

る。〔有効貯水量、取

水量、放流量等は指

示事項とする。フィ

ルダム、コンクリー

トダムの堤体積によ

る概略工事費の比較

を含む。（新工法は含

まない。）〕 

２－２ 設計洪水量等

の検討 

ダム設計洪水流量、

減勢工及び仮排水路

設計洪水流量を、既

往設計ダムにおける

洪水流量等を参考に

決定する。 

ダム設計洪水流量、

減勢工及び仮排水路

設計洪水流量を河川

管理施設等構造令及

び設計基準に従い解

析し決定する。〔水文

資料は貸与する。〕 

ダム設計洪水流量、

減勢工及び仮排水路

設計洪水流量を河川

管理施設等構造令及

び設計基準に従い解

析し決定する。〔水文

資料は貸与する。〕 

２－３ 堆砂量の検討 事例及び設計基準の

比堆砂量表により決

定する。 

近傍ダムの設計堆砂

量、堆砂実績、各種

公式等も加味して決

定する。〔堆砂資料は

貸与する。〕 

近傍ダムの設計堆砂

量、堆砂実績、各種

公式等も加味して決

定する。〔堆砂資料は

貸与する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

２－４ 堆砂形状及び

背水の検討 

  堆砂形状を決定し、

設計洪水流量による

堆砂前後の背水計算

を行う。〔河川縦横断

図は貸与とする。無

害放流のチェックは

含まない。〕 

３ 貯水池及び堤体規

模の検討 

貸与地形図の５～10

ｍコンターをもとに

Ｈ～Ａ、Ｈ～Ｖ曲線

を作成し、堤体規模

を決定する。〔貯水量

増減（掘削、捨土等）

の検討は含まない。〕

貸与地形図の２～５

ｍコンターをもとに

Ｈ～Ａ、Ｈ～Ｖ曲線

を作成し、堤体規模

を決定する。〔貯水量

増減（掘削、捨土等）

の検討は含まない。〕

貸与地形図の２～５

ｍコンターをもとに

Ｈ～Ａ、Ｈ～Ｖ曲線

を作成し、堤体規模

を決定する。〔掘削、

捨土等、付替道路の

条件が加味される場

合は含まない。〕 

４ 堤体の設計 

４－１ 基本的事項の

検討 

計画、地形、ダム設

計の諸条件を検討

し、地形、地質、洪

水吐位置を考慮して

基礎掘削線を定めた

うえ、ダム平面位置

を地形条件を主体に

して決定する。 

ダム平面位置につい

て調査結果及び附帯

工を考慮してダムの

座取りを決定する。

〔複合ダムは含まな

い。〕 

計画、地形、ダム設

計の諸条件を検討

し、地形、地質、洪

水吐位置を考慮して

基礎掘削線を定めた

上、調査結果及び附

帯工を考慮してダム

の座取りを決め、詳

細地質調査結果に基

づき、詳細な位置を

決定する。〔複合ダム

は含まない。〕 

４－２ 設計数値の検

討 

 堤体設計に必要な諸

数値（基礎岩盤のセ

ン断強度等）につい

て、調査結果及び既

往の設計例を参考に

決定する。 

堤体設計に必要な諸

数値（基礎岩盤のセ

ン断強度等）を調査、

試験結果をもとに決

定する。 

４－３ 基礎断面の決

定及び安定計

算 

 非越流部、越流部の

基本断面を決定し安

定計算を行う。（非越

流部最大１断面のみ

の安定計算を行う。）

〔計算は電算機を使

用する。〕 

非越流部、越流部の

基本断面を決定し、

越流部、非越流部２

断面について水平４

断面程度の安定計算

を行う。〔電算機の使

用を前提とする。〕  
４－４ 内部応力の検 

討 

  非越流部最大断面に

おける堤体内部応力

計算を行う。〔電算機

の使用を前提とす

る。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－５ 堤体附帯工の

検討 

 縦横断面、監査廊、

天端道路、天端橋梁、

照明設備等につい

て、基本断面形状を

概定する。〔エレベー

ターシャフトの設計

は含まない。〕 

縦横断面、監査廊、

天端道路、天端橋梁、

照明設備等の構造の

詳細設計をする。〔エ

レベーターシャフト

の検討は含まない。〕

４－６ 計測設備の検 

討 

  埋設計器類の選定及

び配置計画の検討を

行い、計測項目、計

測器配置を決定す

る。〔管理設備の設計

は含まない。〕 

４－７ コンクリート

配合の検討 

  施工実績等を参考に

コンクリート配合を

決定する。 

４－８ コンクリート

の温度規制の

検討 

  温度規制の必要性の

検討及び規模を検討

する。 

４－９ 設計図作成 平面図、上流断面図、

標準断面図を作成す

る。 

平面図、上下流面図、

標準断面図、横断面

図、主要構造図を作

成する。 

主要断面配筋図、各

種詳細図を作成す

る。[鉄筋加工図、鉄

筋集計図は含まな

い] 

４－10 数量計算 概略のコンクリート

量を計算する。〔堤

長、堤高、法勾配を

基に概算式で算出す

る。〕 

土工、コンクリート

等主要工種の数量を

計算する。 

設計工種について詳

細な数量を計算す

る。 

５ 基礎処理の設計 

５－１ 基本的事項の

検討 

ダム規模、貯水池規

模に対しての基礎処

理規模を概定する。

調査結果を基に、ダ

ムサイトの地質条件

の把握と基礎処理規

模を決定する。 

調査結果を基に、ダ

ムサイトの地質条件

の把握と基礎処理規

模を決定する。 

５－２ 床掘及び断層

処理の検討 

 床掘、断層処理の基

本処理方法を決定す

る。〔特殊な断層処理

は含まない。〕 

床掘、断層処理の基

本処理方法を決定し

た上で、処理工法（調

査横坑の処理含む）

を比較検討し、断層

処理の概略の設計を

行う。〔特殊な断層処

理は含まない。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５－３ グラウト工法

の検討 

 事例等によりグラウ

ト注入工法、グラウ

ト規模を決定する。

（注入材料はセメン

トミルクを対象とし

ている。）〔浸透流解

析は含まない。〕 

地質調査結果に基づ

きグラウト注入工法

及びグラウト規模を

決定する。注入材料

はセメントミルクを

対象としている。〔浸

透流解析は含まな

い。〕 

５－４ 設計図作成  基礎処理縦断図及び

標準断面図を作成す

る。 

グラウト断層処理、

排水工、横坑処理の

範囲、配置断面図を

作成する。 

５－５ 数量計算  グラウト延長、セメ

ント量等主要な工種

の概略数量計算を行

う。 

設計工種について、

数量を計算する。 

６ 洪水吐の設計 

６－１ 基本的事項の

検討 

越流幅、減勢工幅、

路線、減勢方式等に

ついて、地形条件に

より、タイプ路線を

決定する。〔ゲートの

設計は含まない。〕 

越流幅、減勢工幅、

路線、減勢方式等を

調査結果ブロック割

により決定する。〔ゲ

ートの設計は含まな

い。〕 

越流幅、減勢工幅、

路線、減勢方式等に

ついて、全体の配置

計画、調査結果、下

流河川状況により決

定する。〔ゲートの設

計は含まない。〕 

６－２ 水理計算 越流水深、越流堰の

概要及び洪水規模を

把握するために、概

略の水理計算を行

う。 

図表等により概略の

水理計算を行う。 

詳細な水理計算を行

う。 

６－３ 構造計算  構造・タイプ決定の

ため概略の構造計算

を行う。 

地質調査をもとに構

造タイプの検討及び

主要断面の構造計算

を行う。 

６－４ 設計図作成 越流部、減勢工の概

略の縦断図を作成す

る。 

主要構造図、土工図

を作成する。 

構造図、主要断面配

筋図及び土工図を作

成する。〔鉄筋加工

図、鉄筋集計図は含

まない。〕 

６－５ 数量計算  土工、コンクリート

等主要工種の数量計

算を行う。 

設計工種について、

数量計算を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

７ 取水設備の設計 

７－１ 基本的事項の

検討 

地形条件により路線

及びタイプを概定す

る。 

〔緊急放流設備、操

作室、上屋、ゲート、

バルブ、ポンプ場の

設計は含まない。〕 

位置、形式、送水方

式、調節方式を勘案

して路線及びタイプ

を決定する。〔緊急放

流設備、操作室、上

屋、ゲート、バルブ、

ポンプ場の設計は含

まない。〕 

位置、形式、送水方

式、調節方式、その

他諸施設の配置計画

を勘案して路線及び

タイプを詳細に決定

する。〔緊急放流設

備、操作室、上屋、

ゲート、バルブ、ポ

ンプ場の設計は含ま

ない。〕 

７－２ 水理計算  図表等により概略の

水理計算を行う。 

詳細な水理計算を行

う。 

７－３ 構造計算  構造、タイプの概略

を決定するための構

造計算を行う。 

取水工、調節部、送

水部等の構造計算を

行う。 

７－４ 設計図作成  主要断面の概略構造

図を作成する。 

構造図、主要断面配

筋図を作成する。[鉄

筋加工図、鉄筋集計

図は含まない。] 

７－５ 数量計算  主要工種の数量計算

を行う。 

設計工種について、

数量を計算する。 

８ 洪水調節工の設計 

８－１ 基本的事項の

検討 

位置、調節方式を決

定する。 

〔防災計画は含まな

い。大放流施設、特

殊構造物及び操作

室、上屋、ゲート、

バルブの設計は含ま

ない。〕 

設計条件の検討及び

調節方法を比較検討

し、決定する。〔防災

計画、大放流施設、

特殊構造物及び操作

室、上屋、ゲート、

バルブ、ポンプ場の

設計は含まない。〕 

設計条件の検討及び

調節方法を比較検討

し、ブロック割、そ

の他諸施設の配置計

画を勘案して、詳細

を決定する。〔防災計

画、大放流施設、特

殊構造物及び操作

室、上屋、ゲート、

バルブ、ポンプ場の

設計は含まない。〕 

８－２ 水理計算  図表等により概略水

理計算を行う。 

詳細な水理計算を行

う。 

８－３ 構造計算  概略の構造を決定す

るための構造計算を

行う。 

放流管等の主要断面

の構造計算を行う。 

８－４ 設計図作成  縦面図、標準断面図

を作成する。 

構造図、主要断面配

筋図を作成する。〔鉄

筋加工図、鉄筋集計

図は含まない。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

８－５ 数量計算  主要工種の数量計算

を行う。 

設計工種について、

数量を計算する。 

９ 仮排水路の設計 

９－１ 基本的事項の

検討 

地形、地質条件によ

り形式、路線を決定

する。〔仮締切堤、閉

塞工及び堤内排水路

の概略設計を含む。

確率年の検討は含ま

ない。〕 

形式、路線を地質調

査結果により比較検

討し決定する。〔仮締

切堤、閉塞工及び堤

内排水路の基本設計

を含む。確率年の検

討は含まない。〕 

形式、路線を地質調

査により比較検討し

決定する。〔仮締切

堤、閉塞工及び堤内

排水路の設計を含

む。〕 

９－２ 水理計算  図表等により水理計

算し、仮締切の規模

を決定する。 

詳細な水理計算を行

い、仮締切の規模を

決定する。 

９－３ 構造計算  概略の構造を決定す

るための構造計算を

行う。 

主要断面の構造計算

及び閉塞規模を決定

するための構造計算

を行う。〔仮締切堤の

安定計算含む。〕 

９－４ 設計図作成  主要構造図、土工図

を作成する。 

構造図、土工図、主

要断面配筋図を作成

する。〔鉄筋加工図、

鉄筋集計図は含まな

い。〕 

９－５ 数量計算  主要工種の数量を計

算する。 

設計工種について、

数量を計算する。 

10 附帯工の設計 

10－１ 長大斜面の安

定性の検討 

   

10－２ 貯水池周辺地

山安定性の検討 

   

10－３ 堤体周辺取付

工 

   

10－４ 沢処理工    

10－５ 下流河川取付

工 

   

11 管理設備の検討 管理事務所、防塵、

除塵、係船、電気、

観測設備等の設計、

管理システムの検

討、周辺整備計画等

を作成する。 

管理事務所、防塵、

除塵、係船、電気、

観測設備等の設計、

管理システムの検

討、周辺整備計画等

を作成する。 

管理事務所、防塵、

除塵、係船、電気、

観測設備等の設計、

管理システムの検

討、周辺整備計画等

を作成する。 

12 調査試験計画の樹

立 

基本設計のための今

後の問題点提起及び

調査試験計画（主と

して地表・地質調査）

を樹立する。 

実施設計のための今

後の問題点提起及び

調査試験計画を樹立

する。 

補足設計のための今

後の問題点提起及び

調査試験計画を樹立

する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

13 施工計画 施工計画の基本的な

構想の立案及び事例

等による単価で概算

工事費を算定する。

〔堤体積に事例によ

る単位ｍ3 当たりの

単位を乗じて積算す

る。〕 

  

14 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を

実施し、照査報告書の

作成を行う。 

照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を

実施し、照査報告書の

作成を行う。 

15 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 
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コンクリートダム設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

補 足 設 計   

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（１日）

中間１回（２日） 

  

１－２ 資料の検討 既施工の調査資料

（測量、地質、材料、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

  

２ 設計計画 

２－１ 設計洪水量等

の検討 

追加資料により再検

討が必要な場合、前

段設計を点検調整す

る。〔水文資料は別途

貸与する。〕 

  

２－２ 堆砂量の検討 追加資料により再検

討が必要な場合、前

段設計を点検調整す

る。〔堆砂資料は別途

貸与する。〕 

  

３ 貯水池及び堤体規

模の検討 

堤体規模を再検討し

て、修正を行う。[掘

削、捨土等、付替道

路の条件が加味され

る場合は別途計上す

る。] 

  

４ 堤体の設計 

４－１ 計測設備の検 

討 

計測器の種類及び仕

様等を決定する。〔管

理設備の設計を含ま

ない。〕 

  

４－２ コンクリート

配合の検討 

使用セメント、骨材

を考慮し、コンクリ

ートの配合を決定す

る。 

  

４－３ コンクリート

の温度規制の

検討 

コンクリートの内部

温度、応力の計算及

び１次、２次クーリ

ングの範囲を決定

し、設備計画を作成

する。 

  

４－４ 設計図作成 詳細構造図、詳細配

筋図を作成する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

補 足 設 計   

４－５ 数量計算 鉄筋、その他の詳細

な数量計算を行う。

  

５ 基礎処理の設計 

５－１ 床掘及び断層

処理の検討 

断層処理の詳細な設

計をする。〔特殊な断

層処理は含まない。〕

  

５－２ グラウト工法

の検討 

追加調査に基づき、

再検討し、工事実施

のための詳細を決定

する。〔浸透流解析は

含まない。〕 

  

５－３ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を作成する。 

  

５－４ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加、調整

する。 

  

６ 洪水吐の設計 

６－１ 構造計算 

追加調査に基づき、

工事実施のための各

部の詳細構造計算を

行う。 

  

６－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。 

  

６－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加、調整

をする。 

  

７ 取水設備の設計 

７－１ 構造計算 

追加調査に基づき、

工事実施のための各

部の詳細構造計算を

行う。 

  

７－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。 

  

７－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加、調整

を行う。 

  

８ 洪水調節工の設計 

８－１ 構造計算 

追加調査に基づき、

各部の詳細構造計算

を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

補 足 設 計   

８－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。 

  

８－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加、調整

をする。 

  

９ 仮排水路の設計 

９－１ 構造計算 

追加調査に基づき、

工事実施のための各

部の詳細構造計算を

行う。〔仮締切の安定

計算を含む。〕 

  

９－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。 

  

９－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加、調整

を行う。 

  

10 照査 照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を

実施し、照査報告書の

作成を行う。 

  

10 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

  

 

 



農 － 12 

コンクリートダム施工計画及び仮設備設計作業項目内容表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

ダムサイト、仮設備

予定地（原石山、土

捨場含む）の地形、

地質を把握する。着

手時１回（１日） 

ダムサイト、仮設備

予定地（原石山、土

捨場含む）の地形、

地質を把握する。着

手時１回（１日）中

間１回（１日） 

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（２日）

中間１回（１日） 

１－２ 資料の検討 既施工の調査資料

（測量、地質、材料、

雨量、気象等)及び既

設計資料の把握並び

に作業計画の方針を

確立する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、材料、

雨量、気象等)及び既

設計資料の把握並び

に作業計画の方針を

確立する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、材料、

雨量等)及び既設計

資料の把握並びに作

業計画を確立する。 

２ 設計計画 

２－１ 施工可能日数

の検討 

実績資料、文献等に

より推定する。 

雨量、気象資料によ

り詳細に算定する。

〔水文、気象資料は

貸与とする。〕 

 

２－２ 主要施工設備

の検討 

設計条件（工事工程

等）に最も適した標

準的な設備を、施工

実績等により選定す

る。 

設計条件（工事工程

等）に最も適した設

備の組み合わせにつ

いて、能力、経済性、

施工性により総合的

に比較検討し、詳細

に決定する。 

 

２－３ 仮設備の配置

計画の検討 

地形、施工条件によ

り、主要仮設備の配

置を決定する。 

地形、地質、施工条

件により比較検討

し、主要仮設備の配

置を決定する。 

仮設建物、その他関

連仮設備の配置を決

定する。 

２－４ 工事用道路計

画の検討 

地形条件により主要

工事用道路のルート

を選定する。〔現場内

仮設道路を対象とす

る。〕 

地形条件により主要

工事用道路ルート選

定を行い、地形、地

質、施工条件により

資材運搬道路、現場

内工事用道路の路線

及び規模を決定す

る。 

 

３ 施工計画 

３－１ 仮排水路及び

仮締切の検討 

トンネルの掘削、ラ

イニング工法の基本

的検討を行う。 

トンネルの掘削、ラ

イニング工法の基本

的検討を行い、仮排

水トンネルの詳細な

施工計画、仮設備計

画を樹立する。 

仮排水路出入口、仮

締切の施工計画を樹

立する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

３－２ 基礎掘削の検 

討 

基本方針を立案す

る。 

基本方針を立案した

上で、施工法を検討

し、概略の工程計画

を作成する。 

詳細の施工計画、機

械配置計画を作成す

る。 

３－３ 基礎処理の検

討 

基本方針を立案す

る。 

基本方針を立案した

上で、施工法を検討

し、概略の工程計画

を作成する。 

詳細の施工計画、機

械配置、仮設備計画

を作成する。 

３－４ 原石山又は骨

材採取場の検

討 

基本方針を立案す

る。 

基本方針を立案した

上で、採取場をレイ

アウトし、掘削、運

搬計画を作成する。

詳細の掘削、運搬計

画、跡地処理計画を

作成する。 

３－５ 骨材製造の検

討 

基本方針を立案す

る。 

基本方針を立案した

上で、概略の機械計

画を作成する。 

各設備の機種を選定

し、配置計画を作成

する。 

３－６ 骨材貯蔵・運

搬設備の検討 

基本方針を立案す

る。 

基本方針を立案した

上で、概略の機械計

画を作成する。 

各設備の機種を選定

し、配置計画を作成

する。 

３－７ コンクリート

の製造打設設

備の検討 

基本方針を立案す

る。 

基本方針を立案した

上で、各設備の機種

を選定し、配置計画

を作成する。 

リフトスケジュール

を作成する。 

３－８ 減勢工、取水

設備の検討 

基本方針を立案す

る。 

基本方針を立案した

上で、施工法を検討

し、各設備の機種を

選定する。 

リフトスケジュール

を作成する。 

３－９ 閉塞工の検討 仮排水トンネル及び

堤内排水路の閉塞方

法の基本方針を立案

する。〔湛水計画は含

まない。〕 

仮排水トンネル及び

堤内排水路の閉塞方

法について、基本方

針を立案した上で施

工法を検討し、概略

の工程計画を作成す

る。〔湛水計画は含ま

ない。〕 

詳細の施工法、機械

配置、仮設備計画を

作成する。〔湛水計画

は含まない。〕 

３－10 給気、給水設

備の検討 

 基本計画のレイアウ

トを行う。 

設備規模を決定し、

詳細な配置計画を作

成する。 

３－11 クーリング設

備の検討 

 基本計画のレイアウ

トを行う。 

設備規模を決定し、

詳細な配置計画を作

成する。 

３－12 排水設備の検

討 

 基本計画のレイアウ

トを行う。 

排水系統図作成、排

水量計算、排水設備

の選定。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

３－13 濁水処理設備

の検討 

 基本計画のレイアウ

ト、設備容量を推定

する。 

期別処理量の算定及

び設備規模を決定

し、詳細配置計画を

作成する。 

３－14 工事用動力設

備の検討 

 基本計画のレイアウ

ト、ピーク消費量に

よる設備規模を推定

する。 

期別処理量の算定及

び設備規模を決定

し、詳細配置計画を

作成する。 

３－15 フローシート

の作成 

 フローシート及び主

要機械一覧表を作成

する。 

フローシート及び主

要機械一覧表を作成

する。 

４ 工事工程計画 

４－１ 機械能力の算

定 

 主要工種の作業機械

能力を算定する。 

各工種の作業機械能

力を算定する。 

４－２ 施工日数の検

討 

実績及び経験に基づ

き施工日数を算定す

る。 

主要工種の作業機械

能力の算定結果によ

り施工日数を検討す

る。 

各工種の作業機械の

能力の算定結果によ

り施工日数を検討す

る。 

４－３ 工事工程表の

作成 

概略工程表を作成す

る。 

工程表を作成する。 詳細工程表の作成及

び機械配置計画を作

成する。 

５ 仮設備の設計 

５－１ 原石山又は骨

材採取場の検

討 

本体施工を行うため

の各施設の予定地の

位置図を作成する。

〔機械類の設計、建

屋等の構造設計は含

まない。〕 

採取場の平面、断面

図を作成し、賦存量

を計算する。〔機械類

の設計、建屋等の構

造設計は含まない。〕

附帯設備設計及び跡

地処理の設計を行

う。〔機械類の設計、

建屋等の構造設計は

含まない。〕 

５－２ 骨材製造設備

の検討 

 平面図、主要断面図

を作成し、概略の数

量計算を行う。 

構造計算に基づき、

構造図、土工図、配

筋図を作成し、数量

を計算する。 

５－３ 骨材貯蔵運搬

設備の検討 

 平面図、主要断面図

を作成し、概略の数

量計算を行う。〔索道

やトンネル等の特殊

構造物は含まない。〕

構造計算に基づき、

構造図、土工図を作

成し、数量を計算す

る。〔索道やトンネル

等の特殊構造物は含

まない。〕 

５－４ コンクリート

の製造打設設

備の検討 

 概略の構造計算を行

い、主要断面図を作

成し、概略の数量計

算を行う。 

構造計算に基づき、

構造図、土工図、配

筋図を作成し、数量

を計算する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

５－５ 給気、給水設

備の検討 

 平面位置図、主要構

造図を作成する。〔給

気設備は２箇所、給

水設備は１箇所程度

を標準とする。〕 

構造計算に基づき、

構造図、配筋図、配

管図を作成し、数量

を計算する。〔給気設

備は２箇所、給水設

備は１箇所程度を標

準とする。〕 

５－６ クーリング設

備の検討 

 主要構造図を作成す

る。 

構造図、配管図を作

成し、数量を計算す

る。〔機械詳細設計は

含まない。〕 

５－７ 排水設備の検

討 

 平面位置図、主要構

造図を作成する。 

構造図、配管図を作

成し、数量を計算す

る。 

５－８ 濁水処理設備

の検討 

 平面図、主要構造図

を作成する。 

構造計算に基づき、

平面図、構造図、土

工図、配筋図を作成

し、数量を計算する。

５－９ 工事用動力設

備の検討 

 設備系統図、単線結

線図を作成する。 

詳細の設計図を作成

し、数量を計算する。

５－10 工事用道路の

検討 

配置平面図、標準断

面図、道路延長調書

を作成する。〔道路総

延長３km 程度とす

る。ただし現場内道

路とする。〕 

平面図、標準断面図、

縦断図、道路延長調

書を作成する。〔道路

総延長３km 程度とす

る。ただし現場内道

路とする。〕 

詳細の設計図を作成

し、数量を計算する。

〔道路総延長３km 程

度とする。ただし現

場内道路とする。橋

梁等の構造物設計は

含まない。〕 

５－11 土捨場の検討  概略平面図、横断図

を作成し、捨土量を

概定する。〔本内容

は、土捨場１箇所と

する。〕 

詳細の設計図を作成

し、数量を計算する。

〔安定計算は含まな

い。土捨場１箇所と

する。〕 

６ 全体平面計画 全体配置計画平面図

（ 1/1,000 ～

1/2,500） 

を作成する。 

 

全体配置計画平面図

（ 1/1,000 ～

1/2,500） 

及びダムサイト仮設

備平面図（1/500）を

作成する。 

全体配置計画平面図 

（ 1/1,000 ～

1/2,500） 

及びダムサイト仮設

備平面図（1/500）を

作成する。 

７ 特記仕様書作成  各工種について、工

事実施可能な詳細な

特記仕様書を作成す

る。 

各工種について、工

事実施可能な詳細な

特記仕様書を作成す

る。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

８ 概算工事費積算 主要工種数量と事例

等による単価で概算

工事費を算定する。

〔事例等による単価

は貸与とする。〕 

主要工種の単価表を

作成し、概算工事費

を算定する。 

 

９ 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を

実施し、照査報告書の

作成を行う。 

照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を

実施し、照査報告書の

作成を行う。 

10 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 
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フィルダム設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（１日）

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（１日）

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（２日）、

中間１回（１日） 

１－２ 資料の検討 既施工の調査資料

（測量、地質、土質、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、土質、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、土質、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

２ 設計計画 

２－１ ダムタイプ及

び諸施設の配

置検討 

構想の立案及びダム

軸、ダムタイプを検

討し、ダム諸施設の

規模、配置を概定す

る。〔有効貯水量、取

水量、放流量等は指

示事項とする。フィ

ルダム、コンクリー

トダムの堤体積によ

る概略工事費の比較

含む。（新工法は含ま

ない。）〕 

構想の立案及びダム

軸、ダムタイプ、諸

施設を地形、地質を

勘案してレイアウト

する。〔有効貯水量、

取水量、放流量等は

指示事項とする。フ

ィルダム、コンクリ

ートダムの堤体積に

よる概略工事費の比

較含む。（新工法は含

まない。）〕 

ダム軸、ダムタイプ、

諸施設の調査結果に

基づきレイアウトす

る。〔有効貯水量、取

水量、放流量等は指

示事項とする。フィ

ルダム、コンクリー

トダムの堤体積によ

る概略工事費の比較

含む。（新工法は含ま

ない。）〕 

２－２ 設計洪水量等

の検討 

ダム設計洪水流量、

減勢工及び仮排水路

設計洪水流量を既往

設計ダムにおける洪

水流量等を参考に決

定する。 

ダム設計洪水流量、

減勢工及び仮排水路

設計洪水流量を河川

管理施設等構造令及

び設計基準に従い解

析し決定する。〔水文

資料は貸与とする。〕

ダム設計洪水流量、

減勢工及び仮排水路

設計洪水流量を河川

管理施設等構造令及

び設計基準に従い決

定する。〔水文資料は

貸与とする。〕 

２－３ 堆砂量の検討 事例及び設計基準の

比堆砂量表により決

定する。 

近傍ダムの設計堆砂

量、堆砂実績、各種

公式等も加味して決

定する。（堆砂資料は

貸与とする。） 

近傍ダムの設計堆砂

量、堆砂実績、各種

公式等を加味して決

定する。〔堆砂資料は

貸与とする。〕 

２－４ 堆砂形状及び

背水の検討 

  堆砂形状を決定し、

設計洪水流量による

堆砂前後の背水計算

を行う。〔河川縦横断

図は貸与とする。無

害放流のチェックを

含まない。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

３ 貯水池及び堤体規

模の検討 

貸与地形図の５～10

ｍコンターをもとに

Ｈ～Ａ、Ｈ～Ｖ曲線

を作成し、堤体規模

を決定する。〔貯水池

増減（掘削、捨土等）

の検討は含まない。〕

貸与地形図の２～５

ｍコンターをもとに

Ｈ～Ａ、Ｈ～Ｖ曲線

を作成し、堤体規模

を決定する。〔貯水池

増減（掘削・捨土等）

の検討は含まない。〕

貸与地形図の２～５

ｍコンターをもとに

Ｈ～Ａ、Ｈ～Ｖ曲線

を作成し、堤体規模

を決定する。〔貯水池

増減（掘削・捨土等）

の検討は含まない。〕

４ 堤体の設計 

４－１ 基本的事項の

検討 

４－１－１ 平面位置

の検討 

計画、地形、ダム設

計の諸条件を検討

し、地形、地質、洪

水吐位置を考慮して

基礎掘削線を定めた

うえ、ダム平面位置

を地形条件を主体に

して決定する。〔複合

ダム及び監査廊の設

計は含まない。〕 

計画、地形、ダム設

計の諸条件を検討

し、地形、地質、洪

水吐位置を考慮して

基礎掘削線を定めた

たうえ、ダム平面位

置について調査結果

及び附帯工を考慮し

てダムの座取りを決

定する。〔複合ダム及

び監査廊の設計は含

まない。〕 

計画、地形、ダム設

計の諸条件を検討

し、地形、地質、洪

水吐位置を考慮して

基礎掘削線を定めた

うえ、調査結果及び

附帯工を考慮してダ

ムの座取りを決定

し、詳細土質試験結

果に基づき、詳細な

位置を決定する。〔複

合ダム及び監査廊の

設計は含まない。〕 

４－１－２ 基本断面

の検討 

既往の材料調査、土

取場調査、原石山調

査等をもとに基本断

面を概定する。 

既往の材料調査、土

取場調査、原石山調

査等をもとに基本断

面を決定する。 

既往の材料調査、土

取場調査、原石山調

査等をもとに基本断

面を決定する。 

４－１－３ 設計数値

の検討 

 既往の土質試験及び

他地区を参考とし

て、堤体設計に必要

な諸数値を決定す

る。 

築堤材料の試験結果

により設計数値を決

定する。〔土質試験デ

ータの整理解析を含

む。〕 

４－２ 堤体の安定計 

算 

 上流法面１ケース、

下流法面１ケースの

安定計算を行う。原

則として円弧スベリ

簡便法（震度法）と

する。〔電算機の使用

を前提とする。浸透

流解析は含まない。〕

河川管理施設等構造

令の基準による全ケ

ースの安定計算を行

う。原則として円弧

スベリ簡便法（震度

法）とする。〔電算機

の使用を前提とす

る。浸透流解析は含

まない。〕 

４－３ 余盛量の検討  既往の設計例及び実

測例により余盛量を

決定する。 

土質試験結果により

余盛量を決定する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－４ 漏水量、ドレ

ーンの検討 

 実測例等により漏水

量を決めてドレーン

配置規模を決定す

る。〔浸透流解析は含

まないが、流線網（浸

潤線)作成は含む。〕

詳細漏水量を計算

し、ドレーン配置、

規模の詳細を決定す

る。〔浸透流解析は含

まないが、流線網（浸

潤線）作成は含む。〕

４－５ 附帯工の検討  堤体附帯工の概略の

設計をする。〔ダム天

端工のみ〕 

堤体附帯工の詳細の

設計をする。 

４－６ 計測設備の検

討 

  埋設計器類の選定及

び配置計画の検討を

行い、計測項目、計

測器配置を決定す

る。〔管理設備の設計

は含まない。〕 

４－７ 設計図の作成 概略平面図、標準断

面図、縦断面図を作

成する。 

平面図、標準断面図、

土工横断図、縦断面

図を作成する。 

平面図、標準断面図、

縦断面図、土工横断

面図、附帯工計画図

を作成する。〔鉄筋加

工図、鉄筋集計図は

含まない。〕 

４－８ 数量計算 築堤量の概略を計算

する。〔堤長、堤高、

法勾配をもとに概算

式で算出する。〕（横

断図による計算は含

まない。） 

各ゾーン毎の築堤

量、掘削量等の主要

工種の数量計算を行

う。〔堤長、堤高、法

勾配をもとに概算式

で算出する。〕 

設計工種についての

数量を計算する。〔堤

長、堤高、法勾配を

もとに概算式で算出

する。盛土マスカー

ブ作成は含まない。〕

５ 監査廊の設計 

５－１ 基本的事項の

検討 

 監査廊の必要性の検

討及び路線、タイプ

を決定する。〔暗渠形

式に適用する。取付

部の設計は含まな

い。〕 

監査廊の必要性の検

討及び路線、タイプ

を決定する。地質調

査及び堤体盛土等に

よる荷重条件及び設

計数値を決定する。 

５－２ 構造計算   荷重条件、地質条件

の変化点による横断

解析及び縦断解析を

行う。〔横断２断面－

監査廊なし、非線形、

築堤解析（最大断面、

中間断面）要素数

1,000/1 断面、縦断１

断面－監査廊なし、

非線形、築堤解析、

要素数1,000/1断面〕
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５－３ 設計図作成  標準断面図、縦断図

を作成する。 

標準断面図、縦断図、

取付部構造図を作成

する。 

５－４ 数量計算  土工、コンクリート

等主要工種の数量を

計算する。 

設計工種について数

量を計算する。 

６ 基礎処理の設計 

６－１ 基本的事項の

検討 

ダム及び貯水池規模

に対しての基礎処理

規模を概定する。 

調査結果をもとに、

ダムサイトの地質条

件の把握と基礎処理

規模を決定する。 

調査結果をもとに、

ダムサイトの地質条

件の把握と基礎処理

規模を決定する。 

６－２ 床掘及び断層

処理の検討 

 床掘、断層処理の基

本処理方法を決定す

る。〔特殊な断層処理

は含まない。〕 

床掘、断層処理の基

本処理方法を決定し

たうえで、処理工法

（調査横坑の処理含

む）を比較検討し概

略の設計をする。〔特

殊な断層処理は含ま

ない。〕 

６－３ グラウト工法

の検討 

 事例等によりグラウ

ト注入工法、グラウ

ト規模を決定する。

注入材料はセメント

ミルクを対象にして

いる。〔ブランケッ

ト、軟弱地盤または

特殊な断層処理は含

まない。浸透流解析

は含まない。〕 

地質調査結果に基づ

きグラウト注入工法

及びグラウト規模を

決定する。注入材料

はセメントミルクを

対象にしている。〔ブ

ランケット、軟弱地

盤または特殊な断層

処理は含まない。浸

透流解析は含まな

い。〕 

６－４ 設計図作成  基礎処理縦断図及び

標準断面図を作成す

る。 

基礎処理縦断面図及

び標準断面図、断層

処理計画図、調査横

坑閉塞図を作成す

る。〔施工ブロック分

け、孔番は含まな

い。〕 

６－５ 数量計算  グラウト延長、セメ

ント量等主要な工種

の概略数量計算をす

る。 

設計工種について数

量計算を行う。〔施工

ブロック分け、孔番

は含まない。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

７ 洪水吐の設計 

７－１ 基本的事項の

検討 

地形条件により、タ

イプ、路線を決定す

る。〔ゲートの設計、

特殊な基礎処理は、

含まない。下流河川

への影響の検討は含

まない。〕 

タイプ、路線の比較

検討と現況河川との

取付けの検討及び設

計条件を把握する。

〔ゲートの設計、特

殊な基礎処理は含ま

ない。〕 

各設計段階における

タイプ路線の比較検

討し、現況河川との

取付けの検討及び設

計条件を把握する。

〔ゲートの設計、特

殊な基礎処理は含ま

ない。〕 

７－２ 水理計算 越流水深、越流堰の

概要及び洪水規模を

把握するための水理

計算を行う。 

図表等により概略の

水理計算を行う。 

詳細な水理計算を行

う。 

７－３ 構造計算  構造、タイプ決定の

ため概略の構造計算

を行う。 

地質調査をもとに水

路構造タイプの検討

及び主要断面の構造

計算を行う。 

７－４ 設計図作成 概略の縦断図を作成

する。 

平面図、縦断図、主

要部の構造図及び土

工図を作成する。 

平面図、縦断図、構

造図、縦断配筋図及

び土工図を作成す

る。〔鉄筋加工図、鉄

筋集計図は含まな

い。〕 

７－５ 数量計算  土工、コンクリート

等主要な工種の概略

数量を計算する。 

設計工種について数

量を計算する。 

 

８ 取水設備の設計 

８－１ 基本的事項の

検討 

地形条件により路線

及びタイプを概定す

る。〔斜樋形状に適用

する。緊急放流設備

を含む。操作室、上

屋、ゲート、バルブ、

ポンプ場の設計は含

まない。〕 

位置、形式、送水方

式、調節方式等を勘

案して路線及びタイ

プを決定する。〔斜樋

形状に適用する。緊

急放流設備を含む。

操作室、上屋、ゲー

ト、バルブ、ポンプ

場の設計は含まな

い。〕 

位置、形式、送水方

式、調節方式、その

他諸施設の配置計画

を勘案して路線及び

タイプを詳細に決定

する。〔斜樋形状に適

用する。緊急放流設

備を含む。操作室、

上屋、ゲート、バル

ブ、ポンプ場の設計

は含まない。〕 

８－２ 水理計算  図表等による概略の

水理計算を行う。 

詳細な水理計算を行

う。 

８－３ 構造計算  構造、タイプの概略

を決定するための構

造計算を行う。 

工事実施のため、取

水工、調節部、送水

管等各部の詳細構造

計算を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

８－４ 設計図作成  概略構造図を作成す

る。 

構造図、土工図、主

要断面配筋図を作成

する。〔鉄筋加工図、

鉄筋集計図は含まな

い。〕 

８－５ 数量計算  土工、コンクリート

等主要な工種の概略

数量を計算する。 

設計工種について、

数量を計算する。 

９ 洪水調節工の設計 

９－１ 基本的事項の

検討 

位置、調節方式を決

定する。〔防災計画は

含まない。大放流施

設、特殊構造物及び

操作室、上屋、ゲー

ト、バルブの設計は

含まない。〕 

設計条件の検討及び

調節方法を比較検討

して基本事項を決定

する。〔防災計画は含

まない。大放流施設、

特殊構造物及び操作

室、上屋、ゲート、

バルブの設計は含ま

ない。〕 

設計条件の検討及び

調節方法を比較検討

して基本事項を決定

する。 

９－２ 水理計算  図表等により概略水

理計算を行う。 

詳細な水理計算を行

う。 

９－３ 構造計算  構造、タイプの概略

を決定するための構

造計算を行う。 

放流管等主要断面の

構造計算を行う。 

９－４ 設計図作成  縦断図、標準断面図

を作成する。 

縦断図、標準断面図、

取付部構造図、断面

配筋図、土工図を作

成する。〔鉄筋加工

図、鉄筋集計図は含

まない。〕 

９－５ 数量計算  主要工種の概略数量

を計算する。 

設計工種について数

量計算を行う。 

10 仮排水路の設計 

10－１ 基本的事項の

検討 

地形、地質条件によ

り型式、路線を決定

する。〔仮締切堤、閉

塞工及び堤内排水路

の概略設計含む。〕 

地形、地質及び取水

設備、緊急放流設備

を考慮して、路線の

比較検討及び設計条

件を決定する。〔仮締

切堤、閉塞工及び堤

内排水路の基本設計

を含む。〕 

地形、地質及び取水

設備、緊急放流設備

を考慮して、路線の

比較検討及び設計条

件を決定する。〔仮締

切堤、閉塞工及び堤

内排水路の設計を含

む。〕 

10－２ 水理計算  図表等による水理計

算を行い仮締切の規

模を決定する。 

詳細な水理計算及び

仮締切の規模を決定

する。 

 

 

 

 



農 － 23 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

10－３ 構造計算  概略の構造を決定す

るための構造計算を

行う。〔トンネルタイ

プの検討、仮締切の

安定計算は含まな

い。〕 

主要断面の構造計算

及び閉塞規模を決定

する。 

10－４ 設計図作成  主要構造図、土工図

を作成する。 

構造図、土工図、主

要断面配筋図を作成

する。〔鉄筋加工図、

鉄筋集計図は含まな

い。〕 

10－５ 数量計算  主要工種の数量を計

算する。 

設計工種について数

量計算を行う。 

11 付帯工の設計 

11－１ 長大斜面の安

定性の検討 

   

11－２ 貯水池周辺地

山の安定性の検討 

   

11－３ 堤体周辺取付

工 

   

11－４ 沢処理工    

11－５ 下流河川取付

工 

   

12 管理設備の検討    

13 調査試験計画の樹

立 

基本設計のための今

後の問題点提起及び

調査試験計画を樹立

する。 

実施設計のための今

後の問題点提起及び

調査試験計画を樹立

する。 

補足設計のための今

後の問題点提起及び

調査試験計画を樹立

する。〔河川協議に関

する調査は含まな

い。〕 

14 施工計画の基本構

想の立案 

施工計画の基本的な

構想の立案及び事例

等による単価で概算

工事費を算定する。

  

15 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

16 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。 
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フィルダム設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

補 足 設 計   

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

ダム予定地点の地

形、地質を把握する。

着手時１回（２日）、

中間１回（１日） 

  

１－２ 資料の検討 既施工の調査資料

（測量、地質、土質、

雨量、流量等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画を確立

する。 

  

２ 設計計画 

２－１ 設計洪水量等

の検討 

追加資料による実施

設計を点検調整す

る。〔水文資料は貸与

する。〕 

  

２－２ 堆砂量の検討 追加資料による実施

設計を点検調整す

る。〔堆砂資料は貸与

する。〕 

  

３ 堤体の設計 

３－１ 附帯工の検討 

追加調査結果等を基

に堤体附帯工の補足

設計を行う。 

  

３－２ 計測設備の検

討 

計測器の種類及び仕

様等を決定する。〔管

理設備の設計は含ま

ない。〕 

  

３－３ 設計図作成 附帯工（天端工、法

面排水工、ドレーン

等）詳細図、配筋図

を作成する。 

  

３－４ 数量計算 詳細な数量を計算す

る。（堤体は標高毎に

計算する。） 

  

４ 監査廊の設計 

４－１ 基本的事項の

検討 

追加地質調査により

設計数値を決定す

る。〔暗渠形式に適用

する。〕 

  

４－２ 構造計算 監査廊周辺の局所解

析を行う。〔荷重条件

３ケース、計画断面

２断面、要素数 700/1

断面〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

補 足 設 計   

４－３ 設計図作成 詳細の構造図、配筋

図を作成する。 

  

４－４ 数量計算 詳細の数量を計算す

る。 

  

５ 基礎処理の設計 

５－１ 床掘及び断層

処理の検討 

断層処理の詳細な設

計をする。〔特殊な断

層処理は含まない。〕

  

５－２ グラウト工法

の検討 

追加調査に基づき再

検討し、工事実施の

ため詳細を決定す

る。注入材料はセメ

ントミルクを対象に

している。〔ブランケ

ット、軟弱地盤又は

特殊な断層処理は含

まない。浸透流解析

は含まない。〕 

  

５－３ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。〔施工ブロック分

け、孔番を必要とす

る場合は別途計上す

る。〕 

  

５－４ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加調査を

する。〔施工ブロック

分け、孔番を必要と

する場合は別途計上

する。〕 

 

  

６ 洪水吐の設計 

６－１ 構造計算 

追加調査に基づき、

工事実施のための各

部の詳細構造計算を

行う。 

  

６－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を作成する。 

 

  

６－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加調整を

する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

補 足 設 計   

７－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。 

  

７－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加調整を

する。 

  

８ 洪水調節工の設計 

８－１ 構造計算 

追加調査に基づき、

工事実施のための各

部の詳細構造計算を

行う。 

  

８－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。 

  

８－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加調整す

る。 

  

９ 仮排水路の設計 

９－１ 構造計算 

追加調査に基づき、

工事実施のための各

部の詳細構造計算を

行う。 

  

９－２ 設計図作成 追加調査に基づき、

工事実施のための詳

細図を追加作成す

る。 

  

９－３ 数量計算 追加調査に基づき、

工事実施のための数

量計算の追加調整を

する。 

  

10 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

  

11 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 
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フィルダム施工計画及び仮設備設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

ダムサイト、仮設備

予定地（原石山、土

捨場含む）の地形、

地質を把握する。着

手時１回（１日） 

ダムサイト、仮設備

予定地（原石山、土

捨場含む）の地形、

地質を把握する。着

手時１回（１日）、中

間１回（１日） 

ダムサイト、仮設備

予定地（原石山、土

捨場含む）の地形、

地質を把握する。着

手時１回（２日）、中

間１回（１日） 

１－２ 資料の検討 既施工の調査資料

（測量、地質、土質、

雨量、気象等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画の方針

を確立する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、土質、

雨量、気象等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画の方針

を確立する。 

既施工の調査資料

（測量、地質、土質、

雨量、気象等）及び

既設計資料の把握並

びに作業計画の方針

を確立する。 

２ 設計計画 

２－１ 用土流用計画 

用土流用の基本方針

及び土取場、土捨場

の概略規模を決定す

る。 

詳細な流用計画を作

成し、土取場、土捨

場容量を決定する。

 

２－２ 工事用道路計

画 

地形条件により主要

工事用道路のルート

を選定する。〔現場内

仮設を対象としてい

る。〕 

資材運搬道路、土取

場、土捨場、原石山

への進入道路及び堤

内工事用道路の路線

及び規模を決定す

る。 

 

２－３ 施工可能日数

の検討 

実績資料、文献等に

より推定する。 

雨量資料、気象資料

により詳細に算定す

る。 

 

２－４ 主要施工機械

の検討 

施工機種の選定及び

土工量による標準的

な規格を決定する。

詳細の比較検討によ

る機種、規格を選定

する。 

 

２－５ 仮設備の配置

計画 

土取場、土捨場、仮

設ヤードを中心に配

置計画を立案する。

〔仮設備の候補地の

検討は含まない。〕 

現場内仮設備の配置

計画の作成をする。

詳細配置計画を作成

する。 

３ 施工計画 

３－１ 仮排水路及び

仮締切の検討 

トンネルの掘削、ラ

イニング工法の基本

的検討を行う。 

仮排水トンネルの詳

細施工計画、仮設備

計画を樹立する。 

仮排水路出入口、仮

締切の施工計画を樹

立する。 

３－２ 基礎掘削の検

討 

基本方針を立案す

る。 

施工法を検討し、概

略の工程計画を作成

する。 

詳細施工計画、機械

配置計画を作成す

る。 

３－３ 基礎処理の検

討 

基本方針を立案す

る。〔グラウト工法に

ついて検討する。〕 

施工法を検討し、概

略の工程計画を作成

する。〔基礎処理はグ

ラウト工法とする。〕

詳細施工計画、機械

配置図、仮設備計画

を作成する。〔グラウ

ト工法により検討す

る。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

３－４ 監査廊の検討 基本方針を立案す

る。〔暗渠タイプにつ

いて検討する。〕 

施工法を検討し、概

略の工程計画を作成

する。〔監査廊は暗渠

タイプとする。〕 

詳細工程計画、コン

クリート打設計画、

機械配置、仮設備計

画を作成する。〔暗渠

方式とする。〕 

３－５ 築堤計画 基本方針を立案す

る。 

平均盛立量による築

堤計画、概略の工程

計画を作成する。 

詳細築堤計画、機械

配置、運土計画、盛

土図を作成する。 

３－６ 材料採取計画 基本方針を立案す

る。 

採取地をレイアウト

し、掘削、運搬計画

を作成する。 

詳細掘削運搬計画、

跡地処理計画を作成

する。 

３－７ 洪水吐の検討 基本方針を立案す

る。 

概略の掘削、コンク

リート打設計画、工

程表を作成する。 

詳細の掘削計画、コ

ンクリート打設計

画、仮設備計画を作

成する。 

３－８ 取水設備の検

討 

基本方針を立案す

る。 

施工法を検討し、概

略の工程計画を作成

する。 

詳細の施工計画、機

械配置、仮設備計画

を作成する。 

３－９ 閉塞工の検討 基本方針を立案す

る。 

〔湛水計画は含まな

い。〕 

施工法を検討し、概

略の工程計画を作成

する。〔湛水計画は含

まない。〕 

詳細の施工計画、機

械配置、仮設備計画

を作成する。〔湛水計

画は含まない。〕 

３－10 給気、給水設

備の検討 

 基本計画をレイアウ

トし、ピーク消費量

による設備規模を推

定する。 

時間別消費量の算

定、設備規模の決定、

詳細配置計画を作成

する。 

３－11 排水設備の検

討 

 基本計画をレイアウ

トする。 

排水系統図作成、排

水量計算、排水設備

を選定する。 

３－12 排水処理設備

の検討 

 基本計画をレイアウ

トし、設備容量を推

定する。 

期別処理量の算定、

設備規模を検討し、

詳細配置計画を作成

する。 

３－13 工事用動力設

備の検討 

 概略施工計画に基づ

く設備電力の算定を

行う。 

受電、配電設備計画

の作成、電力量の算

定を行う。 

４ 工事工程計画 

４－１ 機械能力の検

討 

 主要工事の作業機械

の能力を算定する。

〔積算基準に基づく

能力算定は含まな

い。〕 

各工種の作業機械の

能力を算定する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

４－２ 施工日数の検

討 

実績及び経験に基づ

き施工日数を算定す

る。 

主要工事の作業機械

の能力により施工日

数を算定する。〔積算

基準に基づく能力算

定は含まない。〕 

各工種の作業機械の

能力により施工日数

を算定する。 

４－３ 工事工程表及

び機械配置表

の作成 

概略工程表を作成す

る。 

詳細工程表を作成す

る。 

詳細工程表を作成及

び機械配置計画を作

成する。 

５ 仮設備の設計 

５－１ 土取場、原石

山及びストッ

クヤードの検

討 

本体施工を行うた

め、各施設の予定地

の位置図を作成す

る。〔機械類の設計及

び建屋等の構造設計

は含まない。〕 

予定地の位置図を作

成する。掘削計画図

（平面、縦断、横断

図）を作成し、賦存

量を計算する。〔機械

類の設計及び建屋等

の構造設計は含まな

い。〕 

附帯設備の設計及び

跡地処理の設計を行

う。〔機械類の設計及

び建屋等の構造設計

は含まない。〕 

５－２ 盛立設備の検

討 

 フィルター、ふるい

分け設備の概略の設

計を行う。 

フィルター、ふるい

分け設備の詳細設計

をする。 

５－３ 給気、給水設

備の検討 

 平面位置図及び主要

構造図を作成する。

構造計算に基づき詳

細図を作成し、数量

を計算する。 

５－４ 排水設備の検

討 

 平面位置図及び主要

構造図を作成する。

詳細図を作成し、数

量を算定する。 

５－５ 濁水処理設備

の検討 

 平面図、主要構造図

を作成する。 

構造計算に基づき詳

細図を作成し、数量

を計算する。 

５－６ 工事用電力設

備の検討 

 設備系統図、単線結

線図を作成する。 

詳細な設計図を作成

し、数量を計算する。

５－７ 工事用道路の

検討 

配置平面図、標準断

面図、道路延長調書

を作成する。〔道路総

延長５km 程度とす

る。ただし、現場内

道路とする。〕 

平面図、標準断面図、

縦断図を作成する。

〔道路総延長５km 程

度とする。ただし、

現場内道路とする。〕

詳細な設計図を作成

し、数量を計算する。

〔道路総延長５km 程

度とする。ただし、

現場内道路とする。〕

５－８ 土捨場の検討  土捨場断面図を作成

し、捨土容量の概算

する。（土捨場１箇所

とする。） 

詳細な設計図を作成

し、数量を計算する。

〔安定計算は含まな

い。〕 

６ 全体平面計画 全体配置計画平面図

（ 1/1,000 ～

1/2,500） 

を作成する。 

全体配置計画平面図

(1/1,000 ～

1/2,500）、 

ダムサイト仮設平面

図（1/500）を作成す

る。 

全体配置計画平面図 

(1/1,000 ～

1/2,500）、 

ダムサイト仮設平面

図（1/500）を作成す

る。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

基 本 設 計 実 施 設 計 補 足 設 計 

７ 特記仕様書作成   各工種について工事

実施可能な特記仕様

書を作成する。 

８ 概算工事費積算 主要工事数量と事例

等による単価で概算

工事費を算定する。

主要工種の単価表を

作成し、概算工事費

を算定する。 

 

９ 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を

実施し、照査報告書の

作成を行う。 

照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を

実施し、照査報告書の

作成を行う。 

10 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 
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３－３ 頭首工及び渓流取水工設計 
 

３－３－１ 要 旨 

この設計は、頭首工及び渓流取水工の設計から施工計画、事業費の算定まで一連の事

項を各設計段階に応じて行うものである。 

 

３－３－２ 現地調査 

発注者は、設計作業着手前に頭首工予定地及びその周辺の河川の流況や地形地質、そ

の他設計作業に必要な事項について入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－３－３ 設計項目と内容 

頭首工及び渓流取水工設計作業の作業項目及び各設計段階における設計内容は、別表

－２及び別表－３の設計作業項目内訳表によるものとする。 
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別表－２ 

 頭首工設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

頭首工予定地及び周

辺の地形、地質、現

況、諸施設について、

構想設計のための必

要な現地調査を行

う。 

頭首工予定地及び周

辺の地形、地質、現

況、諸施設について、

基本設計のために必

要な現地調査を行

う。 

頭首工予定地及び周

辺の地形、地質、現

況、諸施設について、

実施設計のために必

要な現地調査を行

う。 

１－２ 資料の検討 構想設計のための貸

与資料を整理、把握

し、作業計画を樹立

する。 

基本設計のための貸

与資料を整理、把握

し、作業計画を樹立

する。 

実施設計のための貸

与資料を整理、把握

し、作業計画を樹立

する。 

２ 設計計画 

２－１ 河川計画の検

討 

河川計画が未定の

時、洪水量、河川断

面を決定する。〔河川

の流出解析は含まな

い。〕 

河川計画が未定の

時、洪水量、河川断

面を決定する。〔河川

の流出解析は含まな

い。〕 

河川計画が未定の

時、洪水量、河川断

面を決定する。〔河川

の流出解析は含まな

い。〕 

２－２ 河川計画の設

計 

河川計画の資料を整

理し、設計計画を樹

立する。（河川計画、

計画高水位、高水量

は別途貸与する。） 

河川計画の資料を整

理し、設計計画を樹

立する。（河川計画、

計画高水位、高水量

は別途貸与する。） 

河川計画の資料を整

理し、設計計画を樹

立する。（河川計画、

計画高水位、高水量

は別途貸与する。） 

２－３ 位置の検討 地区全体計画により

位置を選定する。 

河状及び水路計画よ

り２～３点選定し、

比較検討のうえその

中から１点を決定す

る。 

河状及び水路計画よ

り２～３点選定し、

比較検討のうえその

中から１点を決定す

る。 

２－４ 型式の検討 堰の型式、取水方式、

ゲート型式を選定す

る。 

堰の型式、取水方式、

基礎、止水、ゲート

型式、操作方法を決

定する。〔ゲート型式

の比較検討は含む

が、ゲートの詳細設

計及び操作規程の作

成は含まない。〕 

堰の型式、取水方法、

基礎、止水、ゲート

型式、操作方法を決

定する。〔ゲート型式

の比較検討は含む

が、ゲートの詳細設

計及び操作規程の作

成は含まない。〕 

⒉－５ 平面、縦断計

画 

スパン割及び各部標

高、エプロン長等の

概略を決定する。 

スパン割及び各部標

高、エプロン長等を

決定する。 

スパン割及び各部標

高、エプロン長等を

決定する。 

３ 水理計算 

３－１ 河川水位の検 

討 

等流計算により現況

及び堰築造後の概略

水理計算を行う。 

不等流計算により堰

築造後の水理計算を

行う。〔河川計画は貸

与する。〕 

不等流計算により堰

築造後の詳細水理計

算を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

３－２ 土砂吐の検討 勾配、概略幅員を決

定し、概略水理計算

を行う。 

勾配、幅員、導流壁

等を決定するための

水理計算を行う。 

勾配、幅員、導流壁

等の詳細水理計算を

行う。 

３－３ 堰体及び護床 

工 

標準的な水理条件１

ケースについて水理

計算を行う。 

洪水吐、土砂吐、固

定堰を決定するため

の水理計算を行う。

土砂吐、洪水吐、固

定堰等の詳細水理計

算を行う。 

３－４ 取水工 取入れ口の水理計算

を行う。ただし、水

頭の損失計算は含ま

ない。 

取入れ口の水理計算

を行う。ただし、水

頭の損失計算は含ま

ない。 

取水工全体について

詳細な水理計算を行

う。 

３－５ 沈砂池 沈砂池の必要性を検

討、並びに概略の幅

員、長さを決定する

ための水理計算を行

う。 

沈砂池の幅員、長さ

を決定するための水

理計算を行う。 

沈砂池全体について

詳細な水理計算を行

う。 

３－６ 魚道及び下流

放流工 

魚道の概略の幅員、

勾配等を決定するた

めの水理計算を行

う。 

魚道の幅員、勾配等

を決定するための水

理計算を行う。 

魚道及び下流放流工

全体について詳細な

水理計算を行う。 

４ 構造計算 

４－１ 固定堰 

 固定堰の標準的な１

タイプについて構造

計算を行う。 

固定堰の詳細な構造

計算を行う。 

４－２ 堰体  堰体の標準的な１タ

イプについて構造計

算を行う。 

堰体の詳細な構造計

算を行う。 

４－３ 堰柱  堰柱の標準的な１タ

イプについて構造計

算を行う。 

堰柱３タイプ程度の

詳細な構造計算を行

う。 

４－４ 取水工  取水工の標準断面に

ついて構造計算を行

う。（大規模な河川堤

防横断、樋管、樋門

工は含まない。） 

取水工の詳細な構造

計算を行う。 

４－５ 護岸工  護岸工の標準断面に

ついて構造計算を行

う。 

護岸のタイプを決定

し、３タイプ程度の

詳細な構造計算を行

う。 

４－６ 魚道  魚道の標準断面につ

いて構造計算を行

う。 

魚道の詳細な構造計

算を行う。 

４－７ 沈砂池  沈砂池の標準断面に

ついて構造計算を行

う。 

沈砂池の詳細な構造

計算を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－８ 下流放流工  下流放流工の標準断

面について構造計算

を行う。 

下流放流工の詳細な

構造計算を行う。 

４－９ 管理橋  管理橋の最大径間で

構造計算を行う。 

管理橋の詳細な構造

計算を行う。 

４－10 巻上機室  巻上機室の概略の構

造計算を行う。 

巻上機室の詳細な構

造計算を行う。 

４－11 管理室  管理室の概略の構造

計算を行う。 

管理室の詳細な構造

計算を行う。 

５ 基礎の検討 基礎型式の概略検討

を行う。 

堰体（柱）及び護岸

工で標準的な各１タ

イプについて支持力

の計算を行う。 

直接基礎の詳細な計

算を行う。 

６ 設計図作成 

６－１ 河川計画図 

河川の縦、横断図を

作成する。 

河川の縦、横断図を

作成する。 

河川の縦、横断図を

作成する。 

６－２ 一般図 頭首工の計画一般平

面図、平面図、正面

図、標準断面図を作

成する。 

頭首工の計画一般平

面図、平面図、正面

図、標準断面図を作

成する。 

頭首工の計画一般平

面図、平面図、正面

図及び標準断面図を

作成する。 

６－３ 堰体 堰体の標準図を作成

する。 

堰体の一般構造図を

作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－４ 堰柱 堰柱の標準図を作成

する。 

堰柱の一般構造図を

作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－５ 取水工 取水工の標準図を作

成する。 

取水工の一般構造図

を作成する。（大規模

な河川堤防横断、樋

管、樋門工は含まな

い。） 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－６ 護岸工 護岸工の標準図を作

成する。 

護岸工の一般構造図

を作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－７ 魚道 魚道の標準図を作成

する。 

魚道の一般構造図を

作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－８ 下流放流工 下流放流工の標準図

を作成する。 

下流放流工の一般構

造図を作成する。 

下流放流工の一般構

造図、配筋図等の詳

細な図面を作成す

る。 

６－９ 沈砂池 沈砂池の一般平面

図、標準図を作成す

る。 

沈砂池の一般構造図

を作成する。 

沈砂池の一般構造

図、配筋図等詳細な

図面を作成する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

６－10 管理橋 管理橋の標準図を作

成する。 

管理橋の一般構造図

を作成する。 

管理橋の標準図を作

成する。一般構造図

等詳細な図面を作成

する。 

６－11 巻上機室  巻上機室の一般構造

図を作成する。 

一般構造図等、詳細

な図面を作成する。 

６－12 管理室  管理室の規模を決定

し、一般図を作成す

る。 

一般構造図、受配電

設備関係の図面等詳

細な図面を作成す

る。 

６－13 基礎工    

６－14 土工   土工図を作成し区分

毎の面積を算出す

る。 

７ 仮設計画  仮設関係の概要図を

作成する。 

主要な仮設工の構

造・安定計算を行い、

図面を作成する。 

８ 数量計算 土工、コンクリート

等主要な数量を概算

する。 

土工、コンクリート

等主要な数量を概算

する。 

土工、コンクリート

等主要な数量を計算

する。全部の数量を

詳細に計算する。 

９ 施工計画 仮締切、仮設道路等

を概定し、工程計画、

施工方法の構想を立

案する。 

仮締切、仮設道路、

工程計画等の施工計

画を作成する。 

本体工事、仮設工事、

工程計画について詳

細な施工計画を作成

する。 

10 特記仕様書作成   各工種について工事

実施可能な詳細な特

記仕様書を作成す

る。 

11 概算工事費積算 主要な数量及び事例

等による単価で概略

工事費を算出する。

主要な数量及び事例

等による単価で概略

工事費を算出する。

主要な数量及び事例

等による単価で概略

工事費を算出する。 

12 調査試験計画 基本設計を行うため

に必要な各種調査、

試験の項目、内容を

決定する。 

実施設計を行うため

に必要な各種調査、

試験の項目、内容を

決定する。 

 

13 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

14 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、とり

まとめを行い、報告書

を作成する。 
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別表－３ 

渓流取水工設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

 渓流取水工予定地及

び周辺の地形、地質、

現況諸施設につい

て、基本設計のため

に必要な現地調査を

行う。 

渓流取水工予定地及

び周辺の地形、地質、

現況、諸施設につい

て、実施設計のため

に必要な現地調査を

行う。 

１－２ 資料の検討  基本設計のための貸

与資料を整理、把握

し、作業計画を樹立

する。 

実施設計のための貸

与資料を整理、把握

し、作業計画を樹立

する。 

２ 設計計画 

２－１ 河川計画の検 

討 

 河川計画が未定の

時、洪水量、河川断

面を決定する。〔河川

の流出解析は含まな

い。〕 

河川計画が未定の

時、洪水量、河川断

面を決定する。〔河川

の流出解析は含まな

い。〕 

２－２ 河川計画の設

計 

 河川計画の資料を整

理し、設計計画を樹

立する。〔河川計画、

計画高水位、高水量

は貸与とする。〕 

河川計画の資料を整

理し、設計計画を樹

立する。〔河川計画、

計画高水位、高水量

は貸与とする。〕 

２－３ 位置の検討  河状及び水路計画よ

り２～３点選定し、

比較検討のうえその

中から１点を決定す

る。 

河状及び水路計画よ

り２～３点選定し、

比較検討のうえその

中から１点を決定す

る。 

２－４ 型式の検討  堰の型式、取水方式、

基礎、止水、ゲート

型式、操作方法を決

定する。 

堰の型式、取水方式、

基礎、止水、ゲート

型式、操作方法を決

定する。〔ゲート形式

の比較検討は含む

が、ゲートの詳細設

計及び操作規程の作

成は含まない。〕 

２－５ 平面、縦断計 

画 

 スパン割及び各部標

高、エプロン長等を

決定する。 

スパン割及び各部標

高、エプロン長等を

決定する。 

３ 水理計算 

３－１ 河川水位の検

討 

 不等流計算により堰

築造後の水理計算を

行う。〔河川計画は貸

与とする。〕 

不等流計算により堰

築造後の詳細な水理

計算を行う。〔河川計

画は貸与とする。〕 

３－２ 流入口の検討  流入口の水理計算を

行う。 

流入口の詳細な水理

計算を行う。 

３－３ 堰体及び護床

工 

 洪水吐、土砂吐、固

定堰等の水理計算を

行う。 

土砂吐、洪水吐、固

定堰等の詳細な水理

計算を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

３－４ 取水工  取入れ口の水理計算

を行う。 

取水工全体について

詳細な水理計算を行

う。 

３－５ 沈砂池  沈砂池の幅員、長さ

を決定するための水

理計算を行う。 

沈砂池全体について

詳細な水理計算を行

う。 

３－６ 魚道及び下流

放流工 

 魚道の幅員、勾配等

を決定するための水

理計算を行う。 

魚道及び下流放流工

全体について詳細な

水理計算を行う。 

４ 構造計算 

４－１ 固定堰 

 固定堰の標準的な１

タイプについて構造

計算を行う。 

固定堰の詳細な構造

計算を行う。 

４－２ 堰体  堰体の標準的な１タ

イプについて構造計

算を行う。 

堰体の詳細な造計算

を行う。 

４－３ 流入口  流入口の標準的な１

タイプについて構造

計算を行う。 

流入口の詳細な構造

計算を行う。 

４－４ 取水工  取水工の標準断面に

ついて構造計算を行

う。 

取水工の詳細な構造

計算を行う。（大規模

な河川堤防横断、樋

管及び樋門工は含ま

ない。） 

４－５ 護岸工  護岸工の標準断面に

ついて構造計算を行

う。 

護岸のタイプを決定

し、３タイプ程度の

詳細な構造計算を行

う。 

４－６ 魚道  魚道の標準断面につ

いて構造計算を行

う。 

魚道の詳細な構造計

算を行う。 

４－７ 沈砂池  沈砂池の標準断面に

ついて構造計算を行

う。 

沈砂池の詳細な構造

計算を行う。 

４－８ 下流放流工  下流放流工の標準断

面について構造計算

を行う。 

下流放流工の詳細な

構造計算を行う。 

５ 基礎の検討  堰体及び護岸工で標

準的な各１タイプに

ついて支持力の計算

を行う。 

直接基礎の詳細な計

算を行う。 

６ 設計図作成 

６－１ 河川計画図 

 河川の縦、横断図を

作成する。 

河川の縦、横断図を

作成する。 

 

 

 



農 － 38 

 

 

 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

６－２ 一般図  渓流取水工の計画一

般平面図、平面図、

正面図、標準断面図

を作成する。 

渓流取水工の計画一

般平面図、平面図、

正面図、標準断面図

を作成する。 

６－３ 堰体  堰体の一般構造図を

作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－４ 取水工  取水工の一般構造図

を作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－５ 護岸工  護岸工の一般構造図

を作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－６ 魚道  魚道の一般構造図を

作成する。 

一般構造図、配筋図

等詳細な図面を作成

する。 

６－７ 下流放流工  下流放流工の一般構

造図を作成する。 

下流放流工の一般構

造図、配筋図等詳細

な図面を作成する。 

６－８ 沈砂池  沈砂池の一般構造図

を作成する。 

沈砂池の一般構造

図、配筋図の詳細な

図面を作成する。 

７ 仮設計画  仮設関係の概要図を

作成する。 

主要な仮設工の構

造・安定計算を行い、

図面を作成する。 

８ 数量計算  土工、コンクリート

等主要な数量を概算

する。 

全部の数量を詳細に

計算する。 

９ 施工計画  仮締切、仮設道路、

工程計画等の概略の

施工計画を作成す

る。 

本体工事、仮設工事、

工程計画について詳

細な施工計画を作成

する。 

10 特記仕様書作成   各工種について工事

実施可能な詳細な特

記仕様書を作成す

る。 

11 概算工事費積算  主要な数量及び事例

等による単価で概略

工事費を算出する。

主要な数量及び事例

等による単価で概算

工事費を算出する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

12 調査試験計画  実施設計を行うため

に必要な各種調査、

試験の項目、内容を

決定する。 

 

13 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

14 点検とりまとめ  成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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３－４ ポンプ場設計 
 

３－４－１ 要 旨 

この設計は、ポンプ場の設計から施工計画、事業費の算定まで一連の事項を各設計段

階に応じて行うものである。 

 

３－４－２ 現地調査 

  発注者は、設計作業着手前にポンプ場予定地及び吸、吐口近傍の状況、地形地質その

他ポンプ場設計に必要な事項について入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－４－３ 設計項目と内容 

  ポンプ場設計作業の作業項目及び各設計段階における設計内容は、別表－４の設計作

業項目内訳表によるものとする。 
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別表－４ 

ポンプ場設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 

標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 準備作業 

１－１ 現地調査 

機場予定地点及びそ

の周辺の地形、地質、

現況諸施設につい

て、構想設計のため

に必要な現地調査を

行う。 

機場予定地点及びそ

の周辺の地形、地質、

現況諸施設につい

て、基本設計のため

に必要な現地調査を

行う。 

機場予定地点及びそ

の周辺の地形、地質、

現況諸施設につい

て、実施設計のため

に必要な現地調査を

行う。 

１－２ 資料の検討 構想設計のため貸与

資料を整理、把握し、

作業計画を樹立す

る。 

基本設計のため貸与

資料を整理、把握し、

作業計画を樹立す

る。 

実施設計のため貸与

資料を整理、把握し、

作業計画を樹立す

る。 

２ 設計計画 

２－１ 比較検討 

事例又は経験に基づ

き、ポンプ原動機の

機種、台数、口径、

機場位置、形式、基

礎工の比較検討を行

う。 

概略の調査資料に基

づき、ポンプ原動機

の機種、台数、口径、

機場位置、形式、基

礎工の概定比較を行

う。 

詳細の調査資料に基

づき、ポンプ原動機

の機種、台数、口径、

機場位置、形式、基

礎工の詳細比較を行

う。 

２－２ ポンプ及び附

帯設備機場規

模の検討 

機場諸施設の配置、

規模の概略を検討す

る。 

機場諸施設の配置、

規模を概定する。 

ポンプ主要機器の選

定配置、機場規模の

基本的事項を決定す

る。 

３ 水理計算 

３－１ 揚程、キャビ

テーションの

検討 

 揚程、キャビテーシ

ョンの計算を行う。

揚程、キャビテーシ

ョンの計算を行う。

〔水理計算の項目は

必要に応じて計上す

る。〕 

３－２ ウォータハン

マの検討 

 ウォータハンマの計

算を行う。 

 

ウォータハンマの計

算を行う。 

３－３ サージングの

検討 

 サージングの計算を

行う。 

 

サージングの計算を

行う。 

４ 機場工の設計 

 

 

 

４－１ 吸水槽 

 主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る安定構造、配筋計

算は含まない。〔機場

外の取水設備、送水

設備、水路は含まな

い。ポンプ、ゲート

等の機器設備設計は

含まない。機場本体

と吸水槽が一体的な

構造の場合機場本体

は吸水槽に含む。〕 

安定構造、配筋計算

を行う。〔機場外の取

水設備、送水設備、

水路は含まない。ポ

ンプ、ゲート等の機

器設備設計は含まな

い。機場本体と吸水

槽が一体的な構造の

場合機場本体は吸水

槽に含む。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－２ 吐水槽  主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る安定構造、配筋計

算は含まない。 

基礎工、安定構造、

配筋計算を行う。 

４－３ 沈砂池  主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る安定構造、配筋計

算は含まない。 

基礎工、安定構造計

算、配筋計算を行う。

４－４ 機場本体  主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る安定構造、配筋計

算は含まない。 

基礎工、安定構造、

配筋計算を行う。〔機

場本体が独立した構

造の場合に適用す

る。〕 

４－５ 設計図作成・

数量計算 

 一般構造図を作成

し、概略数量計算を

行う。 

一般構造図、構造詳

細図、配筋図を作成

し、詳細な数量計算

を行う。 

５ 樋門、樋管工の設

計 

５－１ 躯体工 

 主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る安定構造、配筋計

算は含まない。〔基礎

工は坑基礎を標準と

し、ゲート等の機器

設備設計は含まな

い。〕 

安定構造、配筋計算

を行う。〔ゲート等の

機器設備設計は含ま

ない。〕 

５－２ 門柱  主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る安定構造、配筋計

算は含まない。 

安定構造、配筋計算

を行う。 

５－３ 胸壁、翼壁、

水叩き 

 主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る安定構造、配筋計

算は含まない。 

安定構造、配筋計算

を行う。 

５－４ 操作室、管理

橋 

 主要寸法を概定す

る。部材断面を求め

る構造配筋計算は含

まない。 

構造配筋計算を行

う。 

５－５ 門扉  主要寸法を概定す

る。構造計算は含ま

ない。 

構造計算を行う。 

５－６ 設計図作成・

数量計算 

 一般構造図を作成

し、概略数量計算を

行う。 

一般構造図、構造詳

細図、配筋図を作成

し、詳細な数量計算

を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

６ 建屋の設計 

６－１ 建物 

 主要ポンプ及び附帯

設備を収容し得る平

面及び高さを決定

し、平面縦断計画を

行う。構造計算、設

備設計は含まない。

〔操作室、機場上屋

以外に設けられる管

理棟、管理人宿舎棟

の設計は含まない。〕

設計計画、構造計算、

設備設計、特記仕様

書を作成する。〔操作

室、機場上屋以外に

設けられる管理棟、

管理人宿舎棟の設計

は含まない。〕 

６－２ 設計図作成・

数量計算 

  立面図、正面図、側

面図、矩計図、平面

図、その他詳細図を

作成し、数量計算を

行う。 

７ 護岸工の設計  護岸タイプと範囲を

標準断面図に明示

し、概略数量計算を

行う。〔取付護岸に限

る。既設構造物の撤

去に関する設計は含

まない。〕 

矢板護岸の安定構造

計算、構造図を作成

し、数量計算を行う。

〔取付護岸に限る。

既設構造物の撤去に

関する設計は含まな

い。〕 

８ 土工計画  標準断面図による概

略数量計算を行う。

〔取付道路は含まな

い。〕 

土工図を作成し、数

量計算を行う。〔取付

道路は含まない。〕 

９ 仮締切堤設計  締切のタイプと範囲

を標準断面図に明示

し、概略数量計算を

行う。 

安定構造計算、構造

図作成、数量計算を

行う。 

10 山留工設計  山留タイプと範囲を

標準断面図に明示

し、概略数量計算を

行う。 

安定構造計算、構造

図作成、数量計算を

行う。 

11 施工計画の検討   工程計画、施工方法

等の骨子を作成す

る。 

12 特記仕様書作成   主要な工事の特記仕

様書を作成する。 

13 概算工事費積算 主要工事数量と事例

等による単価で、概

算工事費を算定す

る。 

主要工事数量と、事

例等による単価で、

概算工事費を算定す

る。 

主要工種の単価表を

作成し、概算工事費

を算定する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

14 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

15 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。 
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３－５ 水路工（用・排水路）設計 
 

３－５－１ 要 旨 

この設計は、水路工の路線設計から、施工計画、事業費の算定まで一連の事項を各設

計段階に応じて行うものである。 

 

３－５－２ 水路工設計作業の構成 

  水路工の設計作業の設計工種は以下のとおりである。 

 １．用水路路線計画設計（構想・基本･実施） 

 ２．用水路（開水路）設計（構想・基本･実施） 

 ３．水路トンネル設計（構想・基本･実施） 

 ４. 排水路路線計画設計（構想・基本･実施） 

 ５. 排水路設計（構想・基本･実施） 

 ６.パイプライン路線計画設計（構想・基本･実施） 

 ７．パイプライン設計（構想・基本･実施） 

 ８．暗渠設計（基本･実施） 

 ９. 落差工設計（基本･実施） 

 10．急流工設計（基本･実施） 

 11．射流分水工並びにチェックゲート設計（基本･実施） 

 12．直接分水工設計（基本･実施） 

 13．合流工設計（基本･実施） 

 14．サイホン設計（基本･実施） 

 15．附帯橋梁設計（基本･実施） 

 16．水路横断構造物設計（基本･実施） 

 

３－５－３ 現地調査 

  発注者は、設計作業着手前に路線の地形地質の土地利用状況、用排水系統その他設計

作業に必要な事項について入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－５－４ 工種、工区割等 

  水路工の設計又は、工費積算において必要とする工種、工区割等の詳細については、

担当職員と打合せの上実地する。 

 

３－５－５ 設計項目と内容 

  水路工設計作業の作業項目及び各設計段階における設計内容は、別表－５の設計作業

項目内訳表によるものとする。 
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別表－５ 

１．用水路路線計画設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 図上検討 

１－１ 概略路線の検

討 

1/5,000 地形図で選

定する。〔1/5,000 地

形図に示される地形

状況の範囲で対象と

なる受益地区へかん

がい用水を送水する

用水路線を設計事例

や経緯等により２ル

ート計画し、同図に

そのルートを記入す

る。ただし、工法が

基本的に異なる場合

（例えば矢板トンネ

ルとシールドトンネ

ル）は、同一ルート

とみなさない。〕 

1/1,000 地形図で選

定する。〔構想設計を

基に設計事例や経験

等から 1/1,000 地形

図で得られる地形状

況の範囲で、対象と

なる受益地区へかん

がい用水を送水する

用水路線を２ルート

計画し、同図にその

ルートを記入する。

 ただし、工法が基

本的に異なる場合

（例えば矢板トンネ

ルとシールドトンネ

ル）は、同一ルート

とみなさない。 

1/500 地形図で選定

する。〔基本設計を基

に設計事例や経験等

から 1/500 の地形図

で得られる地形状況

を加味して、対象と

なる受益地区へ、か

んがい用水を送水す

る用水路線を２ルー

ト計画し、同図にそ

のルートを記入す

る。 

 ただし、工法が基

本的に異なる場合

（例えば矢板トンネ

ルとシールドトンネ

ル）は、同一ルート

とみなさない。〕 

１－２ 概略水理検討 同上の地形図で計画

水位と受益地標高を

検討する。〔1/5,000

地形図によって、計

画する２路線につい

て計画水位と受益地

標高との関係を検討

する。〕 

同上の地形図で計画

水位と受益地標高を

検討する。〔1/1,000

地形図によって、計

画する２路線につい

て計画水位と受益地

標高との関係を検討

する。〕 

同上の地形図で計画

水位と受益地標高を

検討する。〔1/500 地

形図によって、計画

する２路線について

計画水位と受益地標

高との関係を検討す

る。〕 

２ 現地調査 地形、地質、現況諸

施設及び用・排水系

統の概略調査を行

う。 

〔計画する路線付近

の地形が 1/5,000 地

形図と大幅な相違が

生じていないか。 

また、地すべり崩壊

等が生じている箇所

がないか路査により

調査する。 

また、計画路線上付

近に支障となる諸施

設の有無及び規模に

ついて踏査するとと

もに用排水系統につ

いて踏査し、1/5,000

地形図に記入する。〕

工種区分の適否又は

横断構造物等附帯施

設調査を行う。 

〔工種区分の適否の

判定や横断構造物等

附帯施設を計画する

上で、1/1,000 地形図

に記入する計画路線

付近の地形が地形図

と大幅な相違が生じ

ていないか。 

 また、障害となる

諸施設の有無につい

て踏査により調査す

る。 

 また、地すべり崩

壊城は、露頭岩の状

況についても調査に

より、その有無を調

査する。〕 

 

 

地形、地質の精査に

よる工種区分の判

定、附帯施設等の精

査、仮設計画並び工

事に伴う周辺の影響

調査を行う。〔踏査に

より、次の各事項の

判定を確認する。 

①1/500 地形図によ

る 工 種 区 分 が 地

形、地質の状況か

ら妥当か 

②支障となる諸施設

の有無及び規模 

③土地利用状況等の

把握 

④主要構造物予定地

付近の地形地質状

況の把握 

⑤施工計画検討のた

め必要事項につい

て現地状況（仮設  
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

   備計画に必要なヤー

ドの確保面積とその

他集落との近接関

係、通学路の確保

等）〕 

３ 資料の検討 1/5,000 地形図によ

る各種検討のための

資料収集及び貸与資

料の内容を把握す

る。 

1/1,000 地形図によ

る各種検討のための

資料収集及び貸与資

料の内容を把握す

る。 

1/500 地形図による

各種検討のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

４ 路線選定 

４－１ 取水通水機構

の検討 

全体路線の各工種毎

の取水通水機構及び

形式の概略を立案す

る。〔1/5,000 地形図

で選定する路線にお

いて設計事例、参考

資料及び経験等から

取水送水機構を立案

するとともに、工種

毎に代表通水断面形

を決定する。〕 

全体路線の取水方式

及び各工種毎の通水

形 式 を 決 定 す る 。

〔1/1,000 地形図で

選定する路線におけ

る取水方式及び各工

種毎の断面形を構想

設計時の水理計算結

果及び現地調査結果

等を参考に決定す

る。〕 

全体路線の取水方式

の決定及び通水形式

の詳細を決定する。

〔1/500 地形図で選

定する路線において

基本設計時の水理計

算結果及び現地調査

結果を参考にして取

水方式を決定すると

ともに、通水量に対

応する各工種毎の断

面形を決定する。〕 

４－２ 附帯施設の検

討 

附帯施設の工種と位

置の概略を決定す

る。 

〔1/5,000 地形図か

ら判断される地形状

況から選定する路線

で必要と思われる附

帯施設の種類と位置

について、設計事例

や経験等から決定す

る。〕 

附帯施設の位置の確

認と各施設の規模を

概定する。 

〔構想設計時に計画

した付帯施設につい

て、1/1,000 の地形図

でその位置を確認す

るとともに追加する

附帯施設の有無を検

討する。また、各施

設の工種規模につい

ては設計事例や経験

等から決定する。〕 

各工種毎の附帯位置

と施設の規模を決定

する。 

〔基本設計における

附帯施設を含む必要

な施設設置の位置を

1/500 地形図で決定

するとともに、各施

設の規模（構造形式）

を決定する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－３ 水理計算 各工種を含め全体路

線についての概略の

計算を行う。 

〔選定路線における

損失水頭は代表断面

に基づく摩擦損失の

み計算し、これに他

の損失水頭をこの

10％として、加算し

て算定する全体路線

は、この損失水頭を

使用しマニング公式

により水理計算を行

う〕。 

附帯施設及び全体路

線についての水理計

算を行う。 

〔選定路線の損失水

頭は、工種別、標準

断面に基づく摩擦損

失の他各損失水頭に

ついても計算し、全

体路線についてこの

損失水頭を使用しマ

ニング公式により水

理計算を行う。〕 

全体路線及び工種区

分毎の水理計算を行

う。（附帯施設を含

む。） 

〔工種区分毎に断面

形による各損失水頭

をすべて求め全体路

線及び各工種区分毎

にマニング公式によ

り水理計算を行う。〕

４－４ 路線比較検討 概定複数路線につい

て、概算工事費等の

比較優劣を検討す

る。 

〔1/5,000 地形図で

選定する２路線につ

いて、想定する工種

の単位長当たり工事

費を他地区の事例を

参考にして算出し、

全体路線の工事費を

求めて比較する。〕 

比較路線について概

算工事費の比較を行

う。 

〔比較２路線につい

て附帯施設を求めて

他地区の事例を参考

にｍ当り工事費及び

箇所当たり工事費を

算出し、全体路線工

事費として路線本体

工と附帯工の合計額

を求めて比較する。〕

最終比較路線につい

て、詳細工事費の比

較を行う。 

〔路線工事費の算定

は、工種毎の標準断

面図による数量と公

表資料（積算資料等）

による材料単価を用

いてｍ当たり工事費

を求めて行う。 

 なお、附帯施設に

ついても、同様の方

法で工種別の代表断

面による数量及び単

価から算定する１箇

所当たり（又はｍ当

たり）工事費により

行う。〕 

５ 路線計画図 

５－１ 平面縦断図作

成 

最終想定路線につい

て 1/5,000 路線図を

作成する。 

〔測点間隔は 200～

500ｍとする。〕 

決定路線について

1/1,000 平面図、縦断

図を作成する。 

〔測点間隔は 100ｍ

とする。〕 

実施路線について

1/500 平面図、縦断図

を作成する。 

〔測点間隔は 50ｍと

する。〕 

５－２ 水理縦断図作

成 

概略水理縦断図を作

成する。 

〔水理計算結果によ

る水位（または水頭）

の縦断図を作成す

る。（1/5,000）〕 

標準断面による水理

縦断図を作成する。

〔工種毎の標準断面

による水理計算結果

による水位（又は水

頭）の縦断図を作成

する。（1/1,000）〕 

実施断面による水理

縦断図を作成する。

〔実施断面を対象と

する水理計算結果に

よる水位（又は水頭）

の縦断図を作成す

る。（1/500）〕 

 



農 － 49 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

６ 総合検討 前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

7 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

8 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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２．用水路（開水路）設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 構想設計に必要な調

査を行う。 

 

基本設計に必要な調

査を行う。 

 

実施設計に必要な調

査を行う。 

 

２ 資料の検討 構想設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

 

基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

水理構造設計の基本

条件の概略を決定す

る。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/5,000 地

形図で検討し決定す

る。〕 

概略実測資料に基づ

き水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し決定す

る。〕 

詳細実測資料に基づ

き水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図（実測図）で検討

し決定する。〕 

 

３－２ 水路タイプ及

び断面形状の

検討 

水路タイプ及び水路

断面形状の概略を決

定する。 

〔路線計画（構想）

で決定した路線にお

いて代表区間を選定

し、この区間におけ

る水路タイプ（擁壁

形、ライニング形、

無ライニング形等）

及び平均勾配によっ

て断面形状（矩形、

台形等）を決定す

る。〕 

水路タイプ及び標準

断面を決定する。〔路

線計画設計（基本）

で決定した路線につ

いて現地調査結果及

び 1/1,000 地形図か

ら水路タイプ（擁壁

形、ライニング形、

無ライニング形等）

及び利用水頭から標

準断面（矩形、台形

等）を決定する。〕 

水路タイプ及び実施

断面の詳細を決定す

る。 

〔現地調査結果及び

1/500 地形図（実測）

から水路タイプ（擁

壁形、ライニング形、

無ライニング形等）

及び断面形（矩形、

台形等）を決定する。

なお、全計画路線

における水頭配分に

より水路タイプに対

応する断面型を決定

する。〕 

 

４ 水理検討 

４－１ 水理計算 

概略の水理計算を行

う。 

〔代表断面を対象と

して、適正な粗度係

数をもってマニング

公式による水理計算

を行って、断面形の

適否を検討する。こ

の際の損失水頭は、

摩擦損失水頭のみ算

定し、他の損失水頭

値は、この 10％とす

る。〕 

 

標準断面による水理

計算を行う。 

〔標準断面毎に適正

な粗度係数をもって

マニング公式による

水理計算を行って、

断面形状及び利用水

頭の適否を検討す

る。なお、必要な損

失水頭は全て計算す

る。〕 

各種損失水頭の計算

及び実施断面毎の水

理計算を行う。 

〔全損失水頭を計算

し実施断面毎に適正

な粗度係数をもって

マニング公式により

水理計算を行うその

断面形及び水頭配分

の適否を検討する。〕
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－２ 水理縦断図作

成 

概略水理縦断図を作

成する。 

〔水理計算結果に基

づいた設計水位、水

路底標高の縦断図

（1/5,000）を作成す

る。〕 

標準断面による水理

縦断図を作成する。

〔水理計算結果に基

づいた設計水位、水

路底標高の縦断図

（1/1,000）を作成す

る。〕 

詳細水理縦断図を作

成する。 

〔水理計算結果に基

づいた設計水位、水

路底標高の縦断図

（1/500）を作成す

る。〕 

５ 構造計算 代表断面についての

概略構造計算を行

う。 

〔代表的な１断面

（水理計算対象断

面）を対象に構造計

算を行う。〕 

標準断面についての

構造計算を行う。 

〔水理計算を実施す

る標準断面について

構造計算（安定計算、

構造計算）を行う。〕

各実施断面について

の詳細な構造計算を

行う。 

〔実施断面形の変化

及び荷重の変化に対

応する断面を対象に

構造計算（安定計算、

構造計算）を行う。〕

６ 構造図作成 代表断面図を作成す

る。 

〔構造計算を実施す

る代表断面の図面を

作成する。〕 

標準断面の構造一般

図及び構造配筋図を

作成する。 

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て、構造一般図及び

構造配筋図を作成す

る。〕 

全断面の構造一般図

並びに構造配筋図、

鉄筋加工図、バレル

割、ドレーン等の構

造詳細図、安全施設

の詳細図を作成す

る。 

〔構造詳細図とは、

構造図、バレル割、

ドレーン等の他に施

工上必要な基礎工及

び箱抜等記入する図

を言う。〕 

７ 平面縦断図作成 平面縦断図を作成

し、標準断面を記入

する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/5,000 と

し測点間隔は、200～

500ｍとする。〕 

平面縦断図にタイプ

区分法先線、附帯工

等を記入する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/1,000 と

し測点に間隔は、100

ｍとする。〕 

平面縦断図に全タイ

プの位置及び断面の

表示区分、安全施設、

管理施設等を記入す

る。 

〔縮尺の標準は、縦

1/100、横 1/500 とし

測点間隔は、50ｍと

する。〕 

８ 土工図作成 土工横断図を作成し

切盛土量の概略を表

示する。 

〔標準の測点間隔

は、200～500ｍとす

る。切盛量を表示す

る。〕 

土工横断図を作成

し、切盛土量、法面

保護工長等を記入す

る。 

〔標準の測点間隔

は、100ｍとする。〕

土工横断図を作成

し、施工法区分（単

価区分）毎の切盛土

量、法面保護工長、

用地幅等の詳細を記

入する。 

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入土）

等が算定できる図面

を作成する。〕  
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

９ 数量計算 代表的断面について

ｍ当たり数量を計算

し、総数量を概略計

算する。〔代表的断面

について、ｍ当たり

主要材料別（土工、

コンクリート、鉄筋、

型枠等）数量を算定

し、これにより総数

量を算定する。〕 

タイプ毎の土工量、

コンクリート、その

他主要工事材料等の

概略数量計算をす

る。〔タイプ別標準断

面におけるｍ当たり

材料別数量を算定

し、タイプ別延長数

により総数量を計算

する。〕 

工区毎、施工法区分

毎、タイプ毎のコン

クリート、附帯工材

料、仮設工材料等の

詳細な数量計算をす

る。 

〔数量計算運用規定

に基づいて、数量計

算する。〕 

10 施工計画 基本方針を立案す

る。 

工程計画、施工順序、

方法等の基本骨子を

作成する。 

施工基本方針の検

討、土工計画、コン

クリート打設計画、

工事用道路計画、仮

排水計画、仮土留計

画、全体工程計画等

を作成をする。 

11 特記仕様書作成  主要工事についての

特記仕様書を作成す

る。 

工事実施に必要な特

記仕様書を作成す

る。 

12 概算工事費積算 ｍ当たりの複合単位

で概算工事費を算定

する。 

 

主要単価を作成し

概算工事費を算定す

る。 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

 

13 総合検討 前項までの作業につ

いての総合的な検討

を行い、今後の作業

についてコメントを

付記する。 

前項までの作業につ

いての総合的な検討

を行い、今後の作業

についてコメントを

付記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討す

る。 

 
14 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

15 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 
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３．水路トンネル設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 構想設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（構

想）時に実施した現

地調査結果の確認を

行う。〕 

基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本）及び構想設計時

に実施した現地調査

結果の確認を行う。〕

 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（実

施）及び基本設計時

に実施した現地調査

結果の確認を行う。〕

２ 資料の検討 構想設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

 

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

水理構造設計の基本

条件の概略を決定す

る。 

〔貸与資料、現地調

査・指示する基本条

件を 1/5,000 地形図

で検討し決定する。〕

概略実測資料に基づ

き水理構造条件を検

討する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し、決定

する。〕 

詳細実測資料に基づ

き水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図（実測図）で検討

し決定する。〕 

３－２ トンネルの断

面及び構造検

討 

トンネルの断面及び

構造の概略を決定す

る。 

〔代表的な区間を選

定し、平均勾配によ

り代表的な形状・断

面を決定する。〕 

標準タイプ及び標準

断面を決定する。 

〔標準区間毎に、利

用水頭により標準形

状・断面を決定す

る。〕 

実施断面及び構造の

詳細を決定する。 

〔実施区間毎に、利

用水頭により実施形

状・断面を決定す

る。〕 

３－３ トンネルタイ

プの判定 

推定地質による代表

的トンネルタイプの

検討をする。 

地質の評価によるト

ンネルタイプとタイ

プ別延長の検討をす

る。 

地質の評価によるト

ンネルタイプとタイ

プ別延長の詳細を決

定する。 

４ 出入口構造の設計 出入口構造の概略の

検討をする。 

〔事例又は、経験か

ら基本条件に適合す

る出入口構造を設計

する。〕 

概略構造計算をし、

図面を作成する。 

〔代表断面における

構造計算（安定計算、

構造計算）を実施し

て、図面を作成す

る。〕 

詳細な構造計算を

し、詳細の図面を作

成する。 

〔実施断面形の変化

及び荷重の変化に対

応する断面を対象に

構造計算（安定計算、

構造計算）を行い、

構造一般図及び構造

図、配筋図、鉄筋加

工図等の詳細図を作

成する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５ 水理検討 概略の水理計算及び

概略の水理縦断図を

作成する。 

〔代表的な断面を対

象とし、摩擦損失水

頭のみ算定し、他の

損失水頭の値はこの

10％として水理計算

を行う、断面形の適

正を検討し、設計水

位（または水頭）・水

路底標高による縦断

図（1/5,000）を作成

する。〕 

標準断面による概略

の水理計算及び概略

の水理縦断図を作成

する。 

〔標準断面毎に、各

損失水頭の水理計算

を行い、断面形の適

正を検討し、設計水

位（または水頭）・水

路底標高による縦断

図（1/1,000）を作成

する。〕 

工事実施断面による

詳細な水理計算及び

詳細な水理縦断図を

作成する。 

〔実施断面毎に、各

損失水頭の計算を行

い、断面形の適正を

検討し、設計水位（ま

たは水頭）・水路底標

高 に よ る 縦 断 図

（1/500）を作成す

る。〕 

６ 構造検討 

６－１ 構造計算 

代表的な断面につい

て概略構造計算を行

う。 

〔代表的トンネルタ

イプにおける１断面

を対象に構造計算を

行い、支保工、ライ

ニング構造を定め

る。〕 

標準トンネルタイプ

の概略構造計算を行

う。 

〔トンネルタイプ別

の標準断面を対象に

構造計算を行い、支

保工、ライニング構

造を定める。〕 

工事実施断面による

詳細な構造計算を行

う。 

〔トンネルタイプ別

に各実施断面につい

て支保工規格、ライ

ニング構造等を決定

する。〕 

６－２ 構造図作成 概略の標準断面図を

作成する。 

〔構造計算を実施す

る代表的な断面の図

面を作成する。〕 

タイプ別概略標準断

面図を作成する。〔構

造計算を実施する標

準断面の図面を作成

する。〕 

実施断面の詳細図及

び法面保護工、安全

施設管理施設の詳細

図を作成する。 

〔トンネル実施断面

における設計巻厚

線、最小巻線及び継

目、並びに支保工規

格と建込間隔等を記

入する詳細図を作成

する。また、出入口

における法面保護

工、安全施設（落下

防止用ブロック等）

及び管理施設等の図

面を作成する。〕 

７ 平面縦断図作成 概略平面縦断図を作

成する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/5,000 と

し、測点間隔は、200

～500ｍとする。〕 

 

平面縦断図に概略タ

イプ区分の記入をす

る。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/1,000 と

し、測点間隔は、100

ｍとする。〕 

平面縦断図に詳細タ

イプ区分を記入す

る。 

〔縮尺の標準は、縦

1/100、横 1/500とし、

測点間隔は、50ｍと

する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

８ 土工図作成 代表的断面について

土工図を作成する。

出入口土工断面図を

作成する。 

出入口土工断面の展

開図等の詳細図を作

成する。 

９ 数量計算 代表的トンネルタイ

プの掘削、コンクリ

ート、支保工、グラ

ウト量計算ＣＴ、Ｃ

＆Ｃ、コンクリート

量等の概略数量を算

定する。 

 

トンネル掘削、ライ

ニングコンクリート

（全量）支保工材料、

グラウト量、鉄筋、

型枠、明り土工量等

の数量計算を行う。

トンネル掘削、ライ

ニングコンクリート

（アーチサイド、イ

ンバート別）、支保工

材料、グラウト量、

鉄筋、明り土工量、

仮設計画に基づくズ

リピン、バッチャー

プラント、コンプレ

ッサー基礎、主要配

管径別延長、レール

延長、配電施設材料、

機械使用時間等詳細

な数量計算を行う。 

10 施工計画 基本方針の立案をす

る。 

代表的トンネルタイ

プのサイクルタイム

計算、施工計画の骨

子作成、ライニング

その他類似トンネル

の実績を参考に工程

図作成、仮設計画は

概要について作成す

る。 

仮設杭及びズリ処理

計画、送気、換気設

備、給・排水設備、

工事用軌道設備、電

力設備、工事用道路、

工程計画、仮設図等

の作成をする。 

11 特記仕様書作成  主要な工事について

の特記仕様書を作成

する。 

工事実施に必要な特

記仕様書を作成す

る。 

12 概算工事費積算 ｍ当たり複合単価で

概算工事費を算定す

る。 

主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。〔 

各工事の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

13 総合検討 前項までの作業につ

いて、総合的な検討

を行い、今後の作業

についてコメントを

付記する。 

前項までの作業につ

いて、総合的な検討

を行い、今後の作業

についてコメントを

付記する。 

前項までの作業につ

いて、総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

14 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

15 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、とり

まとめを行い、報告書

を作成する。 
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４．排水路路線計画作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 図上検討 

１－１ 概略路線の検

討 

1/5,000 地形図で選

定する。〔設計事例や

経験等から 1/5,000

地形図に示す地形状

況の範囲で対象とな

る受益地の排水を行

うための水路路線を

２ルート計画し、同

図にそのルートを記

入する。〕 

1/1,000 地形図で選

定する。〔構想設計を

基に設計事例や経験

等から 1/1,000 地形

図で得られる地形状

況の範囲で、対象と

なる受益地の排水を

行うための水路路線

を２ルート計画し、

同図にそのルートを

記入する。〕 

1/500 地形図で選定

する。基本設計を基

に設計事例や経験等

から 1/500 地形図で

得られる地形状況を

加味して、対象とな

る受益地の排水を行

うための水路路線を

２ルート計画し、同

図にそのルートを記

入する。〕 

１－２ 概略水理検討 仮設計工種により水

位の概略を決定す

る。〔設計事例や経験

等から計画する２路

線における仮設計工

種を決め、1/5,000

地形図で得られる平

均地形勾配と断面形

から水位を決定す

る。〕  

仮設計工種により、

水位を決定する。〔設

計事例や経験等から

計画する２路線につ

いて、1/1,000 地形図

で得られる地形勾配

の変化区間毎の仮設

計工種とその断面形

から水位を決定す

る。〕  

仮設計工種により水

位の詳細を決定す

る。〔設計事例や経験

等から計画する２路

線について、1/500

地形図で得られる地

形勾配の変化区分毎

に仮設計工種とその

断面形から水位を決

定する。〕  

２ 現地調査 想定路線上の地形地

質の概略調査を行

う。〔計画する路線付

近の地形が 1/5,000

地形図と大幅な相違

が生じていないか、

また、地すべり、崩

壊が生じていないか

踏査により調査す

る。 

土地利用形態、排

水系統、排水慣行等

について踏査し、

1/5,000 地形図に記

入する。〕 

調査資料による工種

区分の適否、横断構

造物等附帯施設の調

査を行う。〔1/1,000

地形図及び地質調査

資料により工種区分

の適否を調査すると

ともに、横断構造物

付帯施設を計画する

ために計画路線上の

地形が地形図と大幅

な相違が生じていな

いか、支障となる諸

施設の有無について

調査を行う。また、

地すべり、崩壊等の

恐れのある地域は露

頭岩の状況について

も併せ調査する。〕 

  

路線上の地形、地質

の精査、工種区分の

適否の判定、附帯施

設等の精査、工事に

伴う周辺への影響調

査を行う。〔踏査によ

り、次の事項を調査

する。 

①路線上の地形、地

質による工種区分

の適否の判定及び

支障となる諸施設

の把握 

②付帯施設付近の地

形、地質の把握 

③施工に関する現地

状況（仮設備計画

に必要なヤードの

確保面積、その他

集 落 と の 近 接 関

係、通学道路の確

保等）の把握〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 
 

３ 資料の検討 

 

1/5,000 地形図によ

る各種検討のための

資料収集及び貸与資

料の内容を把握す

る。 

1/1,000 地形図によ

る各種検討のための

資料収集及び貸与資

料の内容を把握す

る。 

1/500 地形図による

各種検討のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

４ 路線選定 

４－１ 排水機構の検

討 

全体路線の各工種毎

の排水機構及び排水

路形式の概略を立案

する。 

〔1/5,000 地形図で

選定する路線におい

て設計事例、参考資

料及び経験等から各

工種毎の排水機構を

構成し、排水路形式

については代表通水

断面形を決定する。〕

全体路線の排水機構

及び各工種毎の排水

路形式を決定する。

〔1/1,000 地形図で

選定する路線におけ

る排水機構及び各工

種毎の排水路形式に

ついては、現地調査

結果を参考に、設計

事例、参考資料及び

経験等から決定し、

標準断面形について

も同様手法で決定す

る。〕 

全体路線の排水方式

の決定及び排水路形

式の詳細を決定す

る。 

[1/500 地形図で選定

する路線における排

水機構及び各工種毎

の排水路形式につい

ては、現地調査結果

を参考に、設計事例、

参考資料及び経験等

から決定し、断面形

についても同様手法

で決定する。〕 

４－２ 附帯施設の検

討 

付帯施設の工種と位

置の概略を決定す

る。 

〔1/5,000 地形図か

ら判断される地形状

況から選定する路線

において、必要と考

えられる付帯施設の

種類と位置について

設計事例や経験等か

ら決定する。〕 

付帯施設の位置の確

認と各施設の規模を

概定する。 

〔構想設計時で計画

した付帯施設につい

て、1/1,000 地形図で

その位置を確認する

とともに追加する付

帯施設の有無を検討

する。また、各施設

の工種規模について

は設計事例や経験等

から決定する。〕 

 

各工種毎の附帯位置

と施設の規模を決定

する。 

〔基本設計における

付帯施設を含む必要

な 施 設 の 位 置 を

1/500 地形図で決定

するとともに、各施

設の規模（構造形式）

を決定する。〕 

４－３ 水理計算 各工種を含め全体路

線についての概略の

水理計算を行う。 

〔前項で決定する排

水機構について代表

断面形及び平均勾配

によるマニング公式

で水理計算を行い、

断面形を検討する。〕

付帯施設及び全体路

線についての水理計

算を行う。 

〔前項で決定する排

水機構及び付帯施設

を含む全体路線につ

いて標準断面形及び

平均勾配によるマニ

ング公式で水理計算

を行い、断面形を検

討する。〕 

路線及び工種区分毎

の水理計算を行う。

（附帯施設を含む。）

〔前項で決定する排

水路断面を対象に路

線及び工種区分毎に

平均勾配によるマニ

ング公式で水理計算

を行い、断面形を検

討する。（付帯施設を

含む。）〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－４ 路線比較検討 概定複数路線につい

て、概算工事費の比

較優劣を比較検討す

る。1/5,000 地形図で

選定する２路線につ

いて、想定する工種

の単位長当たり工事

費を他地区の事例を

参考にして算出し、

全体路線の工事費を

求め、比較して優劣

について検討する。〕

比較路線について概

算工事費の比較をす

る。〔1/1,000 地形図

で選定する２路線に

ついて、想定する工

種の単位長当たり工

事費、付帯施設工に

ついては１箇所当た

り工事費及び他地区

の実施事例を参考に

して算出し全体路線

及び付帯施設工の合

計額をもって比較検

討する。〕 

最終比較路線につい

て詳細工事費の比較

をする。〔路線工事費

の算定は工種毎（断

面変化毎）の標準断

面図による数量と公

表資料（積算資料等）

による材料単価を用

いてｍ当たり工事費

を求めて行う。 

なお、付帯施設に

ついても同様の方法

で工種別の代表断面

による数量及び単価

から算定する１箇所

当たり（またはｍ当

たり）工事費より行

う。〕 

５ 路線計画図 

５－１ 平面縦断図作

成 

最終想定路線につい

て 1/5,000 路線図を

作成する。 

〔測点間隔は 200～

500ｍとする。〕 

決定路線について

1/1,000 平面図縦断

図を作成する。 

〔測点間隔は、100ｍ

とする。〕 

実施路線について

1/500 平面縦断図を

作成する。 

〔測点間隔は 50ｍと

する。〕 

５－２ 水理縦断図作

成 

概略の水理縦断図を

作成する。 

 

標準断面による水理

縦断図を作成する。

 

実施路線について

1/500 水理縦断図を

作成する。 

 

６ 総合検討 前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

 

７ 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

８ 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、報

告書を作成する。 
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５．排水路設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 構想設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（構

想）時に実施した現

地調査結果の確認を

行う。〕 

基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本）時及び構想設計

時に実施した現地調

査結果の確認を行

う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（実

施）時及び基本設計

時に実施した現地調

査結果の確認を行

う。〕 

２ 資料の検討 構想設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

水理構造設計の基本

条件の概略を決定す

る。 

〔指示する基本条件

を 1/5,000 地形図で

検討し決定する。〕 

概略実測資料に基づ

き水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し、決定

する。〕 

詳細実測資料に基づ

き水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図（実測図）で検討

し決定する。〕 

３－２ 排水路タイプ

及び断面形状

の検討 

水路タイプ及び水路

断面形状の概略を決

定する。 

〔路線計画設計（構

想）で決定した路線

の排水機構において

代表的な区間を選定

し、この区間におけ

る水路タイプ（擁壁

形護岸、ライニング

形護岸、無ライニン

グ形等）及び平均勾

配から断面形状を決

定する。〕 

水路タイプ及び標準

断面を決定する。 

〔路線計画設計（基

本）で決定した路線

の排水機構及び工種

毎の標準断面形につ

いて、現地調査結果

及び 1/1,000 地形図

から水路タイプ（擁

壁形護岸、ライニン

グ形護岸、無ライニ

ング形等）及び水位

高について検討し、

タイプ別標準断面を

決定する。〕 

水路タイプ及び実施

断面の詳細を決定す

る。 

〔路線計画設計（実

施）で決定する路線

の排水路形式につい

て、現地調査結果及

び 1/500 地形図（実

測図）から水路タイ

プ（擁壁形護岸、ラ

イニング形護岸、無

ライニング形等）及

び断面形（矩形、台

形の場合は柵工形

等）を検討して決定

する。なお、全体計

画路線における排水

位高により水路タイ

プに対応する断面形

を決定する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４ 水理検討 

４－１ 水理計算 

概略の水理計算を行

う。 

〔代表区間を選定

し、この区間の平均

勾配を用いて水路タ

イプに対応する粗度

係数を採用してマニ

ング公式により水理

計算を行って断面形

の適否を検討する。〕

標準断面による水理

計算を行う。 

〔前項で決定する水

路タイプ及び標準断

面形に対応する粗度

係数及び許容最大流

速、掃流流速を考慮

し、路線計画設計で

決定する路線勾配を

用いて、マニング公

式により水理計算を

行って断面形の適否

を検討する。〕 

実施断面による各種

損失水頭の計算及び

実施断面の水理計算

を行う。 

〔前項で決定する実

施断面による必要な

損失水頭を計算によ

り求め、実施断面に

対する粗度係数及び

路線計画設計で決定

する勾配等からマニ

ング公式により水理

計算を行って断面形

の適否を検討する。

排水路の流れが不等

流の場合は背水計算

を行うものとする。〕

４－２ 水理縦断図作

成 

概略水理縦断図を作

成する。 

〔水理計算結果に基

づいた設計水位、水

路底標高の縦断図を

作 成 す る 。

（1/5,000）〕 

標準断面による水理

縦断図を作成する。

〔水理計算結果に基

づいた設計水位、水

路底標高の縦断図を

作成する。 

（1/1,000）〕 

詳細な水理縦断図を

作成する。 

〔水理計算結果に基

づいた設計水位、水

路底標高の縦断図を

作成する。（1/500）〕

５ 構造計算 代表断面についての

概略構造計算を行

う。 

〔代表的な１断面を

対象に（水理計算対

象断面）構造計算を

行う。〕 

標準断面についての

構造計算を行う。 

〔水理計算を実施す

る標準断面について

構造計算（安定計算、

応力計算）を行う。〕

各実施断面について

の詳細な構造計算を

行う。 

〔実施断面形の変化

及び荷重の変化に対

応する断面を対象に

構造計算（安定計算、

応力計算）を行う。〕

６ 構造図作成 代表断面図を作成す

る。 

〔構造計算を実施す

る代表断面の図面を

作成する。〕 

標準断面の構造一般

図及び構造配筋図を

作成する。 

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て、構造一般図及び

構造配筋図を作成す

る。〕 

全断面の構造一般図

及びに構造配筋図、

鉄筋加工図、バレル

割図、ドレーン等詳

細図を作成する。 

〔詳細図とは、施工

上必要な基礎工及び

箱抜等を記入する図

面をいう。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

７ 附帯構造物 概略の規模、構造、

配置を決定する。 

〔路線計画設計（構

想）で決定する附帯

施設について形状、

寸法、構造及び配置

について 1/5,000 図

面（地形図及び水理

縦断図）より決定す

る。〕 

附帯構造物の位置及

び構造規模を概定す

る。 

〔路線計画設計（基

本）で決定する附帯

施 設 に つ い て

1/1,000 図面（地形

図、水理縦断図）で

位置を確認するとと

もに施設の形状、寸

法及び構造を決定す

る。〕  

 

各構造物の詳細計算

及び工法を決定す

る。 

〔路線計画設計（実

施）で決定する各附

帯施設について水理

計算又は構造計算を

実施して形式、寸法

及び構造を決定する

とともに施工法につ

いて検討して決定す

る。〕 

８ 平面縦断図作成 平面縦断図に標準断

面を記入する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/5,000 と

し測点間隔は 200～

500ｍとする。〕 

平面縦断図にタイプ

区分、附帯工等を記

入する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/1,000 と

し測点間隔は 100ｍ

とする。〕 

平面縦断図に全タイ

プの位置及び断面の

表示、タイプ区分、

安全施設、管理施設

等を記入する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/100、横 1/500 とし

測点間隔は 50ｍとす

る。〕 

 

９ 土工図作成 土工横断図に切盛土

工量の概略を表示す

る。 

〔標準の測点は、200

～500ｍとし切盛土

量を表示する。〕 

土工断面図、切盛土

工量、法面保護工長

等を記入する。 

〔標準の測点は、100

ｍとする。〕 

土工断面図、施工法

区分（単価区分）毎

の切盛土量、法面保

護工長等を記入す

る。 

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入土）

等が算定できる図面

を作成する。〕 

 

10 数量計算 代表断面についてｍ

当たり数量を計算し

総数量を概略計算す

る。 

〔代表断面につい

て、ｍ当たり主要材

料別（土工、コンク

リート、鉄筋、型枠

等）数量を算定し、

これにより総数量を

算定する。〕  

 

 

 

タイプ毎の土工量、

コンクリート、その

他の主要工事材料等

の概略数量計算を行

う。 

〔タイプ別標準断面

におけるｍ当たり材

料別数量を算定し、

タイプ別延長により

総数量を計算する。〕

工区毎、施工法区分

毎、タイプ毎のコン

クリート、附帯工材

料、仮設工材料等の

詳細な数量計算を行

う。 

〔数量算出要領に基

づいて、数量計算を

行う。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

11 施工計画 基本的方針を立案す

る。 

工程計画、施工順序、

方法等の基本骨子を

作成する。 

土工計画、仮設備そ

の他施工順序、施工、

工程計画を作成す

る。 

〔施工基本方針の検

討、土木計画、コン

クリート打設計画、

工事用道路計画、仮

排水計画、仮土留計

画、全体工程計画等

を作成する。〕 

12 特記仕様書作成  主要工事についての

特記仕様書を作成す

る。 

工事実施に必要な特

記仕様書を作成す

る。 

〔既施工地区におけ

る特記仕様書を参考

に本業務について、

工事実施のための必

要な特記仕様書を作

成する。〕 

13 概算工事費積算 ｍ当たり複合単価で

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考にしてｍ当たり複

合単価を作成し、こ

れにより工事費を算

定する。〕 

主要単価を作成し概

算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し、工事費を算定す

る。〕 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

14 総合検討 前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

15 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

16 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。 
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６．パイプライン路線計画設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 図上検討 

１－１ 概略路線の検

討 

1/5,000 地形図で選

定する。 

〔設計事例や経験等

から 1/5,000 地形図

に示す地形状況の範

囲で対象となる受益

地へかんがい用水を

送水する路線を２ル

ート計画し、同図に

そのルートを記入す

る。〕 

1/1,000 地形図で選

定する。 

〔構想設計を基に設

計事例や経験等から

1/1,000 地形図で得

られる地形状況の範

囲で、対象となる受

益地へかんがい用水

を送水する路線を２

ルート計画し、同図

にそのルートを記入

する。〕 

1/500 地形図で選定

する。 

〔基本設計を基に設

計事例や経験等から

1/500 地形図で得ら

れる地形状況を加味

して、対象となる受

益地へかんがい用水

を送水する路線を２

ルート計画し、同図

にそのルートを記入

する。〕 

１－２ 概略水理検討 同上地形図で計画水

位と受益地標高を設

定する。 

〔計画する２路線に

ついて 1/5,000 地形

図から受益地標高と

計画水位をそれぞれ

設定する。〕 

同上地形図で計画水

位と受益地標高を設

定する。 

〔計画する２路線に

ついて 1/1,000 地形

図から受益地標高と

計画水位を設定す

る。〕 

同上地形図で計画水

位と受益地標高を設

定する。 

〔計画する２路線に

ついて 1/500 地形図

から受益地標高と計

画水位を設定する。〕

２ 現地調査 地形・地質、現況諸

施設の概略の調査を

行う。 

〔計画する路線付近

の地形が 1/5,000 地

形図と大幅な相違が

生じていないか、ま

た、地すべり、崩壊

等が生じている箇所

がないか踏査により

調査する。 

路線計画上付近に

支障となる諸施設の

有無について調査す

る。〕 

工種区分の適否、路

線上の地形・地質の

調査、横断構造物等

附帯施設の調査を行

う。 

〔1/1,000 地形図に

より工種区分又は横

断構造物等附帯施設

を計画するうえで、

計画路線上の地形が

地形図と大幅な相違

が生じていないか、

支障となる諸施設の

有無等について踏査

を行う。また、地す

べり、崩壊あるいは

露頭岩の状況につい

ても踏査により、そ

の有無を調査する。〕

 

路線上の地形・地質

の精査、附帯施設等

の精査、仮設計画並

びに工事に伴う周辺

への影響調査を行

う。 

〔踏査により、次の

事項を調査する。 

①路線上の地形・地

質及び支障となる

諸施設の把握 

②土地利用状況等の

把握 

③主要構造物予定地

付近の地形・地質

の把握 

④施工に関する現地

把握〕 

３ 資料の検討 1/5,000 地形図によ

る各種検討のための

資料収集及び貸与資

料の内容を把握す

る。 

1/1,000 地形図によ

る各種検討のための

資料収集及び貸与資

料の内容を把握す

る。 

 

1/500 地形図による

各種検討のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４ 路線選定 
４－１ 送通水機構の

検討 

全体路線の通水方式
及び管種の選定の概
略 を 立 案 す る 。
〔1/5,000 地形図で
選定する路線につい
て、設計事例・参考
資料及び経験により
水理ユニットを構成
し、管種については
この中の１水理ユニ
ットにおける最大内
外圧に対するものに
決定する。〕 

全体路線の通水方式
及び管種を決定す
る。 
〔1/1,000 地形図で
選定する路線の水理
ユニットについて、
概略水理検討結果及
び現地調査結果を参
考にして構成する。
この水理ユニットに
おいて、内外圧に対
する管種を参考資料
等から決定する。〕 

全体路線の通水方式
及び管種の詳細を決
定する。 
〔1/500 地形図で選
定する路線の水理ユ
ニットについて、概
略水理検討結果、現
地調査結果及び設計
条件等を検討して構
成する。この水理ユ
ニットにおいて、内
外圧に対する管種と
その規格を決定す
る。〕 

４－２ 附帯施設の検
討 

施設とその位置の概
略 を 決 定 す る 。
〔1/5,000 地形図か
ら判断される地形状
況から、選定する路
線の水理ユニットに
おいて必要と思われ
る附帯施設の種類と
その位置について、
設計事例や経験等か
ら決定する。〕 

附帯施設の位置の確
認と各施設の規模を
概定する。 
〔1/1,000 地形図か
ら判断される地形状
況から、選定する路
線の水理ユニットに
おいて必要と思われ
る附帯施設の位置を
決定するとともに、
各施設の規模（また
は容量）を設計事例
地区を参考に決定す
る。〕 

各工種の附帯位置と
施設の詳細を決定す
る。 
〔選定する路線の水
理ユニットにおいて
必要な附帯施設の位
置を 1/500 地形図で
決定するとともに、
各施設の規模（また
は容量）を決定す
る。〕 

４－３ 水理計算 全体路線について概
略の計算を行う。 
〔選定路線につい
て、損失水頭は摩擦
損失のみを計算して
求め、これに他の損
失水頭としてこの
10％を加算して求
め、Ｈ・Ｗ公式によ
り水理計算を行う。〕

全体路線についての
水理計算を行う。 
〔選定路線における
損失水頭は、摩擦損
失の他各種損失水頭
について計算により
求め、路線全体につ
いて水理計算を行
う。〕 

全体路線及び工種区
分毎の水理計算を行
う。 
〔工種区分毎に各損
失水頭を計算により
求め、水理ユニット
単位及び全体路線に
ついて水理計算を行
う。〕 

４－４ 路線比較検討 概定複数路線につい
て概算工事費等の比
較 検 討 を す る 。
〔1/5,000 地形図で
選定する２路線につ
いて、想定する管種
の単位当たり工事費
を他地区の事例を参
考にして算出し、全
体路線の工事費を求
めて比較する。〕 

比較路線について概
算工事費の比較をす
る。 
〔路線の比較検討の
結果、附帯施設を含
む検討が必要な路線
について、他地区の
事例を参考にして算
出し、全体路線工事
費（ｍ当たり工事費
より算定）との合計
額により比較する。〕

最終比較路線につい
て詳細の工事費の比
較を行う。 
〔路線工事費の算定
は標準断面図による
数量と、公表資料（積
算資料等）による材
料単価を用いて、ｍ
当たり工事費を求め
て行う。 

なお、附帯施設に
ついても同様の方法
で工種別の代表断面
の数量及び単価を用
いて算定し１箇所当
たり工事費により行
う。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５ 路線計画図作成 最終想定路線につい

て 1/5,000 路線図を

作成する。 

決定路線について

1/1,000 平面縦断図

を作成する。 

実施路線について

1/500 平面縦断図を

作成する。 

６ 総合検討 前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて、総合的な検討

を行い、今後の作業

についてコメントを

付記する。 

前項までの各作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

7 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

8 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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７．パイプライン設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 構想設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（構

想）時に実施した現

地調査結果の確認を

行う。〕 

基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本）時及び構想設計

時に実施した現地調

査結果の確認を行

う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（実

施）時及び基本設計

時に実施した現地調

査結果の確認を行

う。〕 

２ 資料の検討 構想設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

水理構造設計の基本

条件の概略を決定す

る。 

〔指示する基本条件

を 1/5,000 地形図で

検討し、決定する。〕

概略実測資料に基づ

く水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から、指示する

基本条件を 1/1,000

地形図で検討し、決

定する。〕 

詳細な実測資料に基

づく水理構造条件を

決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から、指示する

基本条件を 1/500 地

形図（実測図）で検

討し、決定する。〕 

３－２ 管種、管径の

検討 

管種、管径について

は、代表的なもので

比較する。 

〔代表的な水理ユニ

ットにおける最大内

外圧を対象として管

種(鋼管、ＤＣＩＰ

管、ＦＲＰＭ管、そ

の他規格管)を選択

し、等動水勾配法に

より通水断面を算定

し、この両者から管

種・管径を決定す

る。〕 

管種、管径について

概略の比較を行う。

〔水理ユニットにお

ける内外圧を対象と

して管種(鋼管、ＤＣ

ＩＰ管、ＦＲＰＭ管、

その他規格管)を選

択し、等動水勾配法

により通水断面を算

定し、この両者から

管種・管径を決定す

る。〕 

管種、管径について、

詳細な比較をする。

〔水理ユニット内の

等動水勾配法による

水頭配分を最適な水

頭配分に修正し、こ

れによる管種・管径

を決定する。〕 

４ 水理検討 

４－１ 定常水理解析 

概略水理計算を行

う。〔損失水頭は摩擦

損失水頭のみ算定

し、他の損失水頭の

値はこの 10％とす

る。これによりＨ・

Ｗ公式により水理計

算を行い、口径の適

否を検討する。〕 

標準断面による水理

計算を行う。〔全損失

水頭について計算

し、Ｈ・Ｗ公式によ

り水理計算を行っ

て、標準断面につい

て口径及び水頭の適

否を検討する。〕 

詳細な水理計算を行

う。〔水理ユニット区

分毎に全損失水頭を

計算し、Ｈ・Ｗ公式

により水理計算を行

い、口径及び水頭の

適否を検討する。な

お、キャビテーショ

ンについても検討す

る。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４－２ 非定常水理解

析 

概略水理計算を行

う。 

〔経験則による方法

で水撃圧の予測を行

う。〕 

標準断面による水理

計算を行う。 

〔標準断面を選定

し、水撃圧を数値解

法により計算し、こ

の結果について経験

則による値との対比

を行って適切に水撃

圧を予測する。〕 

詳細な水理計算を行

う。 

〔水理ユニット区分毎

に水撃圧を数値解法に

より計算し、この結果

について経験則による

値との対比を行って適

切に水撃圧を予測す

る。〕 

５ 構造計算 代表的なものについ

て、概略構造計算を

行う。 

〔代表的な１断面を

対象に構造計算を実

施する。〕 

標準断面における内

外圧荷重に対する構

造計算し、管種選定

図を作成する。 

〔埋没タイプ別に標

準断面を選定し、内

外圧荷重に対する構

造計算を実施すると

ともに、標準的なス

ラストブロックに対

し構造計算を行い、

管種選定図を作成す

る。〕 

各実施断面について、

内外圧に対する詳細な

構造計算を行う。 

〔埋設管については、

内外圧荷重の変化毎か

つスラストブロック毎

に構造計算を実施す

る。〕 

６ 耐震設計 

 

 

代表的なものについ

て重要度区分に応じ

た概略の耐震設計

(応答変位法を用い

たレベル１、レベル

２地震動の検討、地

盤変状に対する検

討、液状化対策の検

討)及び地震応答対

策の検討を行う。 

標準断面における重

要度区分に応じた耐

震設計(応答変位法

を用いたレベル１、

レベル２地震動の検

討、地盤変状に対す

る検討、液状化対策

の検討)及び地震応

答対策の検討を行

う。 

重要度区分に応じた耐

震設計(応答変位法を

用いたレベル１、レベ

ル２地震動の検討、地

盤変状に対する検討、

液状化対策の検討)及

び地震応答対策の検討

を行う。 

７ 構造図作成 代表的断面図を作成

する。〔構造計算を実

施する代表断面の図

面を作成する。〕 

タイプ別標準断面及

びスラストブロック

標準断面図を作成す

る。〔構造計算の対象

断面及びスラストブ

ロックについて、構

造図を作成する。〕 

各タイプの構造詳細図

及びスラストブロック

と異形管構造詳細図、

管況図等を作成する。

〔構造詳細図とは、構

造図の他に施工上必要

な基礎工及び箱抜等を

記入する図をいう。こ

の構造詳細図を施工上

必要な構造物について

作成するとともに管況

図を作成する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

８ 附帯構造物 概略の規模、構造配

置を決定する。 

〔設計条件、参考資

料を検討し、他地区

の実施事例等を参考

に経験により附帯構

造物の規模、配置を

決定する。〕 

主要部概略構造計算

をして決定する。 

〔附帯構造物の中、

主要な部分のみの構

造計算を実施して規

模を決定する。〕 

各構造物の詳細な構造

計算をして決定する。

〔各附帯各種構造物に

ついて構造計算を行

い、規模を決定する。〕

９附帯施設構造図作成 構造一般図を作成す

る。 

〔他地区の実施事例

を参考に、経験に基

づき構造一般図を作

成する。〕 

構造一般図・構造配

筋図を作成する。 

〔構造計算対象施設

について作成する。

なお、構造配筋図と

は断面配筋が理解で

きる図面である。〕 

構造一般図、構造詳細

図、配筋図、鉄筋加工

図を作成する。 

〔各附帯施設について

作成する。なお、構造

詳細図とは７．構造図

作成の項参照。〕 

10 平面・縦断図作成 水路縦断図に標準断

面を記入する。 

〔縮尺の標準は縦

1/200、横 1/5,000 と

し、測点間隔は 200

～500ｍとする。〕 

平面縦断図に管径・

管種区分、付帯工等

記入する。 

〔縮尺の標準は縦

1/200、横 1/1,000 と

し、測点間隔は 100

ｍとする。〕 

詳細の平面縦断図、管

割図を作成する。 

〔 縮 尺 の 標 準 は 縦

1/100、横 1/500 とし、

測点間隔は 50ｍとす

る。平面・縦断図に管

径・管種区分、管割図

並びに附帯工を記入す

る。〕 

11 土工図作成  土工横断図を作成

し、切盛土量を表示

する。 

〔標準の測点間隔は

100ｍとする。〕 

施工法区分毎土量数量

等を記入する。 

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入土）

等が算定できる図面を

作成する。〕 

12 数量計算 代表断面におけるｍ

当たり数量により、

総数量の概略数量計

算を行う。 

〔管路、附帯工共、

代表断面を選定し、

ｍ当たり主要材料別

（土工、コンクリー

ト、鉄筋・型枠等）

数量を算定し、これ

により総数量を算定

する。〕 

土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、管、そ

の他主要附帯工材料

等の概略数量計算を

する。 

〔管路について、タ

イプ別標準断面にお

けるｍ当たり材料別

数量を算定しタイプ

別延長数により数量

を求める。・付帯工に

ついて、工種別に１

箇所当たり材料別数

量を算定し、附帯工

数から数量を求め

る。〕 

土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、管、附帯

工、仮設工、材料等の

詳細な数量計算を行

う。 

〔数量算出要領に基づ

いて、数量計算を行

う。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

13 施工計画  工程計画、施工順序、

方法等の基本骨子を

作成する。 

工程計画、施工順序、

方法や主要仮設の施工

計画等の詳細計画を作

成する。 

14 特記仕様書作成  主要な工事について

の特記仕様書を作成

する。 

工事実施に必要な特記

仕様書を作成する。 

〔既施工地区における

特記仕様書を参考に本

業務について工事実施

のための必要な特記仕

様書を作成する。〕 

15 概算工事費積算 ｍ当たり複合単価で

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価のｍ

当たり複合単価を参

考にして、本地区の

ｍ当たり複合単価を

作成し、これにより

工事費を算定する。〕

主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し、工事費を算定す

る。〕 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算定

する。 

16 総合検討 前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につい

て総合的に検討し、工

事実施のための点検を

行う。 

〔前項までの作業につ

いて総合的に検討し、

工事実施に当たり必要

なコメントを付記す

る。〕 

17 照査 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、業

務の節目毎に照査を実

施し、照査報告書の作

成を行う。 

18 点検とりまとめ 成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

成果資料の点検及び

とりまとめを行い、

報告書を作成する。

各作業項目の成果物の

点検、とりまとめ及び

報告書の作成を行う。
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８．暗渠設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本設計）時に実施し

た、現地調査結果の

確認を行う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔用水路路線計画設

計（実施）時及び基

本設計時に実施し

た、現地調査結果の

確認を行う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く水理、構造条件を

決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し決定す

る。〕 

詳細実測資料に基づ

く水理、構造条件を

決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図（実測図）で検討

し決定する。〕 

３－２ 型式、規模及

び構造の検討 

 水路タイプ及び標準

断面形状を決定す

る。 

〔立地条件、基本条

件に適合する水路タ

イプ（円形、馬蹄形、

箱形等）及び標準断

面形状を決定する。〕

水路タイプ及び工事

実施断面形状の詳細

を決定する。 

〔立地条件、基本条

件に適合する水路タ

イプ（円形、馬蹄形、

箱形等）及び工事実

施のために必要とす

る断面形状を決定す

る。〕 

３－３ 呑吐口及びト

ランジション

の検討 

 トランジション、安

全施設等の概略設計

を行う。 

〔暗渠本体の型式、

規模及び立地条件か

らトランジションを

設計する。なお、安

全施設として必要に

応じ、ガードレール

（ガードパイプ）、暗

渠入口にスクリー

ン、土留護岸工等を

設計する。〕 

トランジションの設

計、土留護岸工の安

全施設等の詳細設計

を行う。 

〔暗渠本体の規模及

び立地条件からトラ

ンジションを設計す

る。なお、暗渠入口

付近に必要に応じ土

留め護岸工スクリー

ン、ガードレール（ガ

ードパイプ）等の安

全施設工を設計す

る。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４ 水理検討  標準断面による水理

計算縦断図を作成す

る。 

〔全損失水頭を計算

により算定し、マニ

ング公式により水理

計算を行い、標準断

面について断面形及

び水頭の適否を検討

する。 

この計算値による水

理縦断図を作成す

る。〕 

各種損失水頭の計算

及び各断面の水理計

算、水理縦断図を作

成する。 

〔全損失水頭を計算

により算定し、トラ

ンジション部、暗渠

工本体について、

各々水理計算を行

い、各断面毎及び水

頭の適否を検討す

る。 

この計算値による

水理縦断図を作成す

る。〕 

５ 構造検討 

５－１ 構造計算 

 標準タイプについて

構造計算を行う。 

〔トランジション

部、暗渠部について

標準断面を選定し、

構造計算を行う。〕 

各実施断面につい

て、詳細な構造計算

を行う。 

〔施工断面形の変

化、及び外面荷重の

変化に対応する断面

を対象に構造計算

（浮き上がりに対す

る検証を含む）を行

う。〕 

５－２ 構造図作成  構造一般図及び構造

配筋図を作成する。

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て、構造一般図及び

構造配筋図を作成す

る。〕 

構造一般図、詳細構

造配筋図及び鉄筋加

工図を作成する。 

〔構造詳細図とは、

構造図の他に施工上

必要な基礎工及び箱

抜等を記入する図を

いう。〕 

６ 平面縦断図作成  平面縦断図にタイプ

区分別標準断面図、

バレル割、工区境等

記入する。 

〔縮尺の標準は縦

1/200、横 1/1,000 と

し、測点間隔は、100

ｍとする。〕 

平面縦断図に全タイ

プの位置及び断面の

表示、安全施設、バ

レル割、工区境等を

記入する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/100、横 1/500とし、

測点間隔は、50ｍと

する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

７ 土工図作成  切盛土工量、法面保

護工長等を記入した

土工図を作成する。

〔標準の測点間隔

は、100ｍとする。〕

施工法区分（単価区

分）毎の切盛土量、

法面保護工長、用地

幅等を詳細記入した

土工図を作成する。

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入土）

等が算定できる図面

を作成する。〕 

８ 数量計算  １箇所毎の土工量、

コンクリート、その

他主要材料の概略数

量計算を行う。 

〔標準断面における

ｍ当たり土工、コン

クリート、鉄筋量、

型枠数量を算定し、

総延長数より数量を

求める。（トランジシ

ョン、暗渠別に）〕 

工区毎、施工法区分

毎の土工数量計算、

工区毎、タイプ毎の

コンクリート、鉄筋、

型枠、附帯工材料、

仮設材料等の詳細に

数量計算を行う。 

９ 施工計画  工程計画、施工法、

順序等の基本骨子を

作成する。 

区分毎の施工計画、

工程計画を詳細に作

成する。 

10 特記仕様書作成  主要工事についての

特記仕様書を作成す

る。 

工事のために必要な

特記仕様書を作成す

る。 

11 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し工事費を算定す

る。仮設費は、標準

的な工事を想定して

実績等から算定す

る。〕 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

〔仮設費は、積み上

げ又は適切な率計上

により算出する。〕 

12 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

13 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

14 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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９．落差工設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本設計）時に実施し

た現地調査結果の確

認を行う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（実

施設計）時、基本設

計時に実施した現地

調査結果の確認を行

う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し、決定

する。〕 

詳細実測資料に基づ

く水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図で検討し、決定す

る。〕 

３－２ 型式、規模及

び構造の検討 

 型式、規模、構造を

比較検討し、概略を

決定する。 

〔水理縦断図に示す

水頭配分に基づき型

式、規模及び構造に

ついて２ケースを立

案し、立地条件等か

ら比較して決定す

る。〕 

型式、規模、構造を

決定する。 

〔水理縦断図に示す

水頭配分に基づき型

式、規模及び構造に

ついて立地条件等を

十分考慮して決定す

る。〕 

４ 水理計算  型式、規模決定のた

めの水理計算を行

う。 

〔上流取付水路から

下流取付水路までの

水理諸元の計算を行

う。〕 

実施断面の水理計算

及び各種損失水頭の

計算を行う。 

〔基本設計の水理計

算をチェックし、水

理諸現象の水理検討

を行い、安全性の検

証を行う。また、水

理諸条件が周辺環境

に与える影響につい

て検討を行う。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５ 構造検討 

５－１ 構造計算 

 標準断面図について

の構造計算を行う。

〔標準断面を対象に

構造計算を行う。〕 

各断面図についての

詳細構造計算を行

う。 

〔上流取付水路、水

クッション部、下流

取付水路毎に構造計

算を行う。〕 

５－２ 構造図作成  構造一般図、構造図、

配筋図を作成する。

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て構造一般図、構造

図、配筋図を作成す

る。〕 

構造一般図、構造詳

細図、配筋図、鉄筋

加工図を作成する。

〔構造詳細図とは構

造図の他に施工上必

要な基礎工及び附

帯・附属施設、箱抜

等を記入する図面を

いう。〕 

６ 土工図作成  切盛土量、法面保護

工長を記入した土工

図を作成する。 

施工法区分（単価区

分）毎の切盛土工量、

法長、敷地幅等詳細

図を作成する。 

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入土）

等が算定できる図面

を作成する。〕 

７ 数量計算  土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、附帯施

設等の概略数量計算

を行う。 

〔標準断面における

土工、コンクリート、

鉄筋量、型枠量を算

出し、箇所当たりの

数量を求める。〕 

土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、附帯施

設等の詳細数量設計

を行う。 

〔数量算出要領に基

づいて数量計算を行

う。〕 

８ 施工計画  工程計画、施工法、

順序等についての骨

子を作成する。 

工程計画、施工法、

順序等についての詳

細計画を作成する。 

９ 特記仕様書作成  主要なものについて

特記仕様書を作成す

る。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

10 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し、工事費を算定す

る。〕 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

11 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの各作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

12 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

13 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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10．急流工設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本設計）時に実施し

た現地調査結果の確

認を行う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（実

施設計）時、基本設

計時に実施した現地

調査結果の確認を行

う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し、決定

する。〕 

詳細実測資料に基づ

く水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図で検討し、決定す

る。〕 

３－２ 型式・規模及

び構造の検討 

 型式、構造、規模を

比較検討し、概略を

決定する。 

〔水理縦断図に示す

水頭配分に基づき型

式、規模及び構造に

ついて２ケースを立

案し、立地条件等か

ら比較して決定す

る。〕 

型式、規模、構造を

決定する。 

〔基本設計を確認し

型式、規模及び構造

について立地条件等

を十分考慮して決定

する。〕 

４ 水理計算  型式、規模決定のた

めの水理計算を行

う。 

〔入口取付水路から

出口取付水路までの

水理諸元の計算を行

う。〕 

実施断面の水理計算

及び各種損失水頭の

計算を行う。 

〔基本設計の水理計

算をチェックし、水

理諸現象の水理検討

を行い、安全性の検

証を行う。 

５ 構造検討 

５－１ 構造計算 

 各部断面についての

構造計算を行う。 

〔標準断面を対象に

構造計算を行う。〕 

各断面図についての

詳細構造計算を行

う。 

〔入口取付部、急流

部、放斜流部、減勢

部、出口取付付水路

毎に構造計算を行

う。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

５－２ 構造図作成  構造一般図、構造図、

配筋図を作成する。

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て構造一般図、構造

図、配筋図を作成す

る。〕 

構造一般図、構造詳

細図、配筋図、鉄筋

加工図を作成する。

〔構造詳細図とは構

造図の他に施工上必

要な基礎工並び附

帯・附属施設、箱抜

等を記入する図面を

いう。〕 

６ 土工図作成  切盛土量、法面保護

工長を記入した土工

図を作成する。 

施工法区分（単価区

分）毎の切盛土工量、

法長、敷地幅等詳細

図を作成する。〔流用

土、搬出土（捨土）、

搬入土（購入土）等

が算定できる図面を

作成する。〕 

７ 数量計算  土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、附帯施

設の概略数量計算を

行う。 

〔標準断面における

土工、コンクリート、

鉄筋量、型枠数量を

算出し、箇所当たり

の数量を求める。〕 

土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、附帯施

設等の詳細数量設計

を行う。 

〔数量算出要領に基

づいて数量計算を行

う。〕 

８ 施工計画  工程計画、施工法、

順序等についての骨

子を作成する。 

工程計画、施工法、

順序等についての詳

細計画を作成する。 

９ 特記仕様書作成  主要なものについて

特記仕様書を作成す

る。 

 

10 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し、工事費を算定す

る。 

仮設費は標準的な工

事を想定して実績か

ら算定する。〕 

 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

[仮設費は積み上げ

又は適切な率計上に

より算定する。] 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

11 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

12 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

13 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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11．射流分水工並びにチェックゲート設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本設計）時に実施し

た現地調査結果の確

認を行う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔基本設計の成果を

参考に路線計画設計

（実施設計）時、基

本設計時に実施した

現地調査結果の確認

を行う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く水理構造設計の基

本条件を決定する。

〔貸与資料、現地調

査等から基本条件を

1/1,000 地形図で検

討し、決定する。〕 

詳細実測資料に基づ

く水理構造条件を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図で検討し、決定す

る。〕 

３－２ 規模構造の検

討 

 規模、構造を比較検

討し、概略を決定す

る。 

〔水理縦断図に示す

水頭配分に基づき型

式、規模及び構造に

ついて２ケースを立

案し、立地条件等か

ら比較して決定す

る。〕 

規模構造を決定す

る。 

〔水理縦断図に示す

水頭配分に基づき形

式、規模及び構造に

ついて立地条件等を

十分考慮して決定す

る。〕 

４ 水理計算  規模検討のための水

理計算を行う。 

〔上下流取付水路、

整流部及び各水理断

面における水理諸元

の計算を行う。〕 

実施断面毎の水理計

算及び各種損失水頭

の計算を行う。 

〔基本設計の水理計

算をチェックし、水

理諸現象の水理検討

を行い、安全性の検

証を行う。〕 

５ 構造検討 

５－１ 構造計算 

 標準断面についての

構造計算を行う。 

〔標準断面を対象に

構造計算を行う。〕 

 

各断面についての詳

細構造計算を行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５－２ 構造図作成  構造一般図、構造図、

配筋図を作成する。

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て構造一般図、構造

図、配筋図を作成す

る。〕 

構造一般図、構造詳

細図、配筋図、鉄筋

加工図、側水井戸等

の図面を作成する。

〔構造図とは構造図

の他に施工上必要な

基礎工及び付帯施

設、箱抜等を記入す

る図面を云う。〕 

６ 土工図作成  切盛土量を表示した

土工図を作成する。

施工法区分（単価区

分）毎の土工数量、

法面保護工長等を記

入した詳細図を作成

する。 

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入土）

等が算定できる図面

を作成する。〕 

７ 数量計算  土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、附帯施

設等の数量計算をす

る。 

〔標準断面における

土工、コンクリート、

鉄筋量、型枠量を算

出し、箇所当たりの

数量を求める。〕 

土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、付帯施

設等の詳細数量計算

を行う。 

〔数量算出要領に基

づいて数量計算を行

う。〕 

８ 施工計画  側水部、観測井戸な

ど特に重要部分の施

工法と工程計画の骨

子について作成す

る。 

側水部、観測井戸な

ど特に重要部分の施

工法と工程計画の詳

細について作成す

る。 

９ 特記仕様書作成  主要なものについて

特記仕様書を作成す

る。 

 

10 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し、工事費を算定す

る。 

仮設費は標準的な工

事を想定して実績か

ら算定する。〕 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

〔仮設費は積み上げ

又は適切な率計上に

より算定する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

11 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

12 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

13 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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12．直接分水工設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本設計）時に実施し

た現地調査結果の確

認を行う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（実

施設計）時、基本設

計時に実施した現地

調査結果の確認を行

う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く水理構造設計条件

を決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から基本条件を

1/1,000 地形図で検

討し、決定する。〕 

詳細実測資料に基づ

く水理構造設計条件

を決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図で検討し決定す

る。〕 

３－２ 型式、規模及

び構造の検討 

 型式、規模、構造を

比較検討し、概略を

決定する。〔水理縦断

図に示す水頭配分に

基づき型式、規模及

び構造について２ケ

ースを立案し、立地

条件等から比較して

決定する。〕 

型式、規模、構造を

決定する。 

〔基本設計を確認し

型式、規模及び構造

について立地条件等

を十分考慮して決定

する。〕 

４ 水理構造計算  型式、規模、構造決

定の水理構造計算を

行う。 

〔分水量及び分水位

より水理諸元の計算

及び標準断面を対象

に構造計算を行う。〕

実施断面毎の水理計

算及び各種損失水頭

の計算を行う。各断

面について構造計算

を行う。〔基本設計の

水理計算をチェック

し、水理諸現象の水

理検討を行い、安全

性の検証を行う。〕 

５ 構造図・配筋図作

成 

 構造一般図、構造配

筋図を作成する。〔構

造計算の対象である

標準断面について構

造一般図、構造図、

配筋図を作成する。〕

構造一般図、構造詳

細図、配筋図、鉄筋

加工図等を作成す

る。〔構造詳細図とは

構造図の他に施工上

必要な基礎工並びに

ゲートその他管理施

設、箱抜等記入する

図面をいう。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

６ 数量計算  土工、コンクリート、

附帯施設等の概算数

量計算を行う。 

〔標準断面における

土工、コンクリート、

鉄筋量、型枠数量を

算出し、箇所当たり

の数量を求める。〕 

土工、コンクリート、

附帯施設等の詳細数

量計算を行う。 

〔数量算出要領に基

づいて数量計算を行

う。〕 

７ 特記仕様書作成  主要なものについて

特記仕様書を作成す

る。 

 

８ 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し、工事費を算定す

る。〕 

各工種単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

９ 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの各作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

10 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

11 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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13．合流工設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔用水路路線計画設

計（基本設計）時に

実施した、現地調査

結果の確認を行う。〕

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔用水路路線計画設

計（実施）時及び基

本設計時に実施し

た、現地調査結果の

確認を行う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く、水理構造条件を

決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し決定す

る。〕 

詳細実測資料に基づ

く、水理構造設計条

件を決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図（実測図）で検討

し決定する。〕 

３－２ 型式、規模及

び構造の検討 

 型式、構造、規模を

比較検討し、概略を

決定する。 

〔水理縦断図に示す

水頭配分に基づき、

型式、規模及び構造

について２～３ケー

スを立案し、立地条

件等から比較して決

定する。〕 

型式、構造、規模を

決定する。 

〔水理縦断図に示す

水頭配分に基づき、

型式、規模及び構造

について立地条件等

を十分考慮して決定

する。〕 

４ 水理計算  型式、規模決定のた

めの水理計算を行

う。 

〔損失水頭は、摩擦

損失水頭のみ算定

し、型式、規模決定

のための必要な水理

計算を行う。〕 

実施断面の水理計算

及び各種損失水頭の

計算を行う。 

〔損失水頭は、摩擦

損失水頭のほか、必

要な損失水頭につい

て行うと共に実施断

面について、水理計

算を行う。〕 

５ 構造計算 

５－１ 構造計算 

 標準断面について、

構造計算を行う。 

〔標準断面を対象に

構造計算を行う。〕 

各断面について、詳

細な構造計算を行

う。 

〔上流取付水路、合

流部、下流取付水路

各々について、構造

計算を行う。〕  
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５－２ 構造図作成  構造一般図、構造配

筋図を作成する。 

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て、構造一般図、構

造図、配筋図を作成

する。〕 

構造一般図、構造詳

細図、配筋図、鉄筋

加工図を作成する。

〔構造詳細図とは、

構造図の他に施工上

必要な基礎工及び箱

抜等を記入する図を

いう。〕 

６ 土工図作成  切盛土量、法面保護

工長等を記入した土

工図を作成する。 

施工法区分（単価区

分）毎の切盛土工量、

法長、敷地幅等詳細

図を作成する。 

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入土）

等が算定できる図面

を作成する。〕 

７ 数量計算  土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、附帯施

設等の概略数量計算

を行う。 

〔標準断面における

ｍ当たり土工、コン

クリート、鉄筋量、

型枠数量を算定し、

総延長数より数量を

求める。〕 

土工、コンクリート、

鉄筋、型枠、附帯施

設等の詳細数量計算

を行う。 

〔数量算出要領に基

づいて、数量計算を

行う。〕 

８ 施工計画  工程計画、施工法、

順序等についての基

本骨子を作成する。

工程計画、施工法、

順序等についての詳

細計画を作成する。 

 

９ 特記仕様書作成  主要なものについて

特記仕様書を作成す

る。 

 

10 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し工事費を算定す

る。 

仮設費は標準的な工

事を想定して、実績

等から算定する。〕 

各工種断面を作成

し、概略工事費を算

定する。 

〔仮設費は積み上げ

又は、適切な率計上

により算定する。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

11 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

12 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

13 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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14．サイホン設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔用水路路線計画設

計（基本設計）時に

実施した、現地調査

結果の確認を行う。〕

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔用水路路線計画設

計（実施）時及び基

本設計時に実施し

た、現地調査結果の

確認を行う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

 

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く、水理構造条件を

決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

礎条件を 1/1,000 地

形図で検討し決定す

る。〕 

詳細実測資料に基づ

く、水理構造条件を

決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図（実測図）で検討

し決定する。〕 

３－２ 型式、規模及

び構造の検討 

 内部断面形状の検討

及び構造の検討、土

被り、内水圧により

タイプ区分を決定す

る。 

〔立地条件、基本条

件に適合する水路タ

イプ（円形、馬蹄形、

箱形等）及び標準断

面形状を決定する。〕

型式、構造、規模を

を決定する。 

〔立地条件、基本条

件に適合する水路タ

イプ（円形、馬蹄形、

箱形等）及び工事実

施のために必要とす

る断面形状を決定す

る。〕 

３－３ 呑吐口及びト

ランジション

の検討 

 トランジション、安

全施設等の概略設計

をする。 

〔立地条件、基本条

件に適合するトラン

ジションを設計す

る。なお、安全施設

として必要に応じ、

ガードレール（ガー

ドパイプ）、サイホン

入口にスクリーン、

土留護岸等を設計す

る。〕 

トランジションの設

計及び安全施設等の

詳細設計を行う。 

〔立地条件、基本条

件に適合するトラン

ジション及び工事実

施のために必要な断

面形状の設計を行

う。 

なお、安全面を検

討し必要に応じ、安

全施設としてサイホ

ン入口付近に土留護

岸工、ガードレール

（ガードパイプ）、サ

イホン入口にスクリ

ーンを設計する。〕  
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４ 水理検討  標準断面による水理

計算及び水理縦断図

を作成する。 

〔全損失水頭を計算

により算定し、マニ

ング公式により水理

計算を行い、標準断

面について、断面形

及び損失水頭の適否

を検討する。この計

算値による水理縦断

図を作成する。〕 

実施断面の損失水頭

の計算、流入洪水量

等の検討及び水理縦

断図を作成する。 

〔全損失水頭の計算

及び流入洪水量を算

定し、トランジショ

ン部、サイホン工本

体部について、各々

水理計算を行い各断

面形及び水頭の適否

を検討する。なお、

この計算値による水

理縦断図を作成す

る。〕 

５ 構造検討 

５－１ 構造計算 

 標準断面について、

構造計算を行う。 

〔トランジション

部、サイホン部につ

いて標準断面を選定

し、構造計算を行

う。〕 

各タイプについて、

詳細な構造計算を行

う。 

〔施工断面形の変化

及び外面荷重の変化

に対応する断面を対

象に構造計算（浮き

上がりに対する検証

を含む）を行う。〕 

５－２ 構造図作成  構造一般図及び構造

配筋図を作成する。

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て、構造図及び構造

配筋図を作成する。〕

構造一般図、詳細構

造配筋図及び鉄筋加

工図を作成する。 

〔詳細構造図とは、

構造図の他に施工上

必要な基礎工及び箱

抜等を記入する図を

いう。〕 

６ 平面縦断図作成  タイプ別標準断面図

及び地質データ記入

ＯＴ・ＣＴ・サイホ

ンのタイプ区分を記

入ＳＴＡ・ＥＬの決

定、一般注意事項を

記入する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/1,000 と

し、測点間隔は、100

ｍとする。〕 

タイプ別標準断面図

及び地質データ記

入、ＯＴ・ＣＴ・サ

イホンのタイプ区分

を記入、ＳＴＡ・Ｅ

Ｌ決定、バレル割、

安全管理施設や一般

注意事項を記入す

る。 

〔縮尺の標準は、縦

1/100、横 1/500とし、

測点間隔は、50ｍと

する。〕  
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

７ 土工図作成  切盛土工量、法面保

護工長等を記入し

た、土工図を作成す

る。 

〔標準の測点間隔

は、100ｍとする。〕

施工法区分（単価区

分）毎の土工数量、

法面保護工長、用地

幅等を記入した土工

図を作成する。 

〔流用土、搬出土（捨

て土）、搬入土（購入

土）等が算定できる

図面を作成する。〕 

８ 数量計算  １箇所毎の土工量、

コンクリート、その

他主要附帯工の材料

等の概略計算を行

う。 

〔標準断面における

ｍ当たり土工、コン

クリート、鉄筋量、

型枠数量を算定し、

総延長数より数量を

求める。（トランジシ

ョン、サイホン部）〕

工区毎、施工法区分

毎の土工数量計算、

工区分毎、タイプ毎

のコンクリート、鉄

筋、型枠、附帯工材

料、仮設材料等の詳

細数量計算を行う。

〔数量算出要領に基

づいて、数量計算を

行う。〕 

９ 施工計画  工程計画、施工順序、

方法等の基本骨子を

作成する。 

工程計画、施工の順

序方法や主要仮設の

施工計画等の詳細計

画を作成する。 

10 特記仕様書作成  主要な工事について

の特記仕様書を作成

する。 

工事実施に必要な特

記仕様書を作成す

る。 

11 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔近傍実施単価を参

考に主要単価を作成

し工事費を算定す

る。 

仮設費は、標準的

な工事を想定して実

績等から算定する。〕

各工種の単価を作成

し、概算工事費を検

討する。 

〔仮設費は、積み上

げ又は、適切な率計

上により算出する。〕
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

12 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

13 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

14 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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15．附帯橋梁設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本設計）に実施した

現地調査結果の確認

を行う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（実

施）及び基本設計時

に実施した、現地調

査結果の確認を行

う。〕 

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く構造条件を決定す

る。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/1,000 地

形図で検討し、決定

する。〕 

実測資料に基づく構

造設計条件を決定す

る。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図で検討し、決定す

る。〕 

３－２ 上下部型式構

造検討 

 型式、構造を比較検

討し、概略を決定す

る。 

〔立地条件、基本条

件に適合する型式構

造を２ケース立案

し、比較検討のうえ、

決定する。〕 

型式、構造、規模を

決定する。 

〔基本条件を確認

し、型式、規模及び

構造について立地条

件等を十分考慮して

決定する。〕 

４ 構造検討 

４－１ 構造計算 

 上部構造の構造計

算、下部構造の安定

計算並びに基礎工の

計算を行う。 

〔標準断面を対象に

構造計算を行う。〕 

上部構造の構造計

算、下部構造の安定

計算、基礎工の計算

並びに附帯構造物の

構造計算を行う。 

〔各断面について、

構造計算を行う。〕 

４－２ 構造図作成  構造一般図、構造図、

配筋図を作成する。

〔構造計算の対象で

ある標準断面につい

て、構造一般図、構

造図、配筋図を作成

する。〕 

構造一般図、構造詳

細図、配筋図、鉄筋

加工図を作成する。

〔構造詳細図には、

構造図の他に施行上

必要な基礎工及び箱

抜き等を記入する。〕

 

 

 



農 － 94 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

５ 数量計算  土工、コンクリート、

型枠、鉄筋、附帯施

設等の数量計算を行

う。 

〔標準断面により求

める。ただし、付帯

施設等は、箇所当た

り数量として求め

る。〕 

土工、コンクリート、

型枠、鉄筋、附帯施

設等の詳細数量計算

をする。 

〔数量算出要領に基

づき行う。〕 

６ 施工計画  工程計画と施工計画

の骨子を作成する。

基礎工、コンクリー

ト工、その他につい

ての詳細計画を作成

する。 

７ 特記仕様書作成  主要なものについて

特記仕様書を作成す

る。 

 

８ 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔仮設費は、率計上

による。〕 

各工種単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

〔仮設費は積み上げ

又は率計上による。〕

９ 総合検討  前項までの作業につ

いて総合的な検討を

行い、今後の作業に

ついてコメントを付

記する。 

前項までの作業につ

いて総合的に検討

し、工事実施のため

の点検を行う。 

〔前項までの作業に

ついて総合的に検討

し、工事実施に当た

り必要なコメントを

付記する。〕 

10 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

11 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 



農 － 95 

16．水路横断構造物設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査  基本設計に必要な調

査を行う。 

〔路線計画設計（基

本設計）時に実施し

た現地調査結果の確

認を行う。〕 

実施設計に必要な調

査を行う。  

〔路線計画設計（実

施）及び基本設計時

に実施した現地調査

結果の確認を行う。〕

２ 資料の検討  基本設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。

実施設計のための資

料収集及び貸与資料

の内容を把握する。 

３ 設計計画 

３－１ 基本条件の検

討 

 概略実測資料に基づ

く水理構造条件の概

略を決定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から基本条件を

1/1,000 地形図で検

討し、決定する。〕 

詳細実測資料に基づ

く水理構造設計条件

の詳細を決定する。

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 地形

図で検討し、決定す

る。〕 

３－２ 型式、規模及

び構造の検討 

 型式、規模、構造を

比較検討し、概略を

決定する。 

〔立地条件、基本条

件に適合する型式、

規模、構造を２ケー

ス立案し、比較検討

のうえ、決定する。〕

型式、規模、構造を

決定する。 

〔基本設計を確認し

型式、規模及び構造

について立地条件等

を一部考慮して決定

する。〕 

４ 水理、構造計算  規模検討のための水

理計算を行う。管体

の構造計算を行う。

[標準断面を対象に

構造計算を行う。] 

実施断面毎の水理計

算及び各種損失水頭

の計算を行う。各断

面についての構造計

算を行う。 

５ 構造図作成  構造一般図、構造図、

配筋図を作成する。

〔標準断面の図面を

作成する。〕 

構造一般図、構造詳

細図、配筋図、鉄筋

加工図を作成する。

〔実施断面の詳細図

等を作成する。〕 

６ 数量計算  土工、コンクリート、

型枠、鉄筋、附帯施

設等の数量計算を行

う。 

〔数量計算は、標準

断面より求める。た

だし、附帯施設は、

箇所当たり数量とし

て求める。〕 

土工、コンクリート、

型枠、鉄筋、附帯施

設等の詳細数量計算

を行う。〔数量計算

は、数量算出要領に

基づき求める。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

７ 特記仕様書作成  主要なものについて

特記仕様書を作成す

る。 

 

８ 概算工事費積算  主要単価を作成し、

概算工事費を算定す

る。 

〔仮設費は率計上に

よる。〕 

各工種の単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

９ 総合検討  前項までの各作業に

ついて総合的な検討

を行い、今後の作業

についてコメントを

付記する。 

上記の各作業につい

て総合的に検討を行

う。 

10 照査  照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

11 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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３－６ ほ場整備 
 

３－６－１ 要  旨 

  この設計は、ほ場整備の調査から施工計画、事業費の算定まで一連の事項を各設計段

階に応じて行うものである。 

 

３－６－２ 現地調査 

  受注者は、設計作業着手前に、ほ場整備予定地点及びその周辺の地形状況その他設計

作業に必要な事項について、入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－６－３ 設計項目と内容 

  ほ場整備設計作業の作業項目及び各設計段階における設計内容は、別表－６の設計作

業項目内訳表によるものとする。 
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別表－６ 

ほ場整備設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 

１－１ 現地踏査 

 地区内を踏査し、把

握する。 

地区内を詳細に踏査

し、把握する。 

１－２ 土壌調査  計画対象地区の土壌

現況を把握し、土壌

分類図（1/5,000）を

作成するため、試坑

し土壌断面の観察、

分析試料の収集を行

う。又、検土杖によ

る試穿調査を行う。

〔試坑は、深度１ｍ

とし、25ha に１点又

は各土壌別に１点行

う新穿調査は１ha に

１点とする。〕 

 

１－３ 地耐力調査  コーンペネトロメー

ターによる地耐力調

査を全域について行

う。 

〔地耐力調査１ha に

１点とし、計画地表

下 50 ㎝まで 10 ㎝毎

に貫入速度を測定す

る。〕 

コーンペネトロメー

ターによる地耐力調

査を全域について行

う。 

１－４ 減水深調査  用水計画樹立に必要

な代掻水深、減水深

を各土壌別に２～３

箇所実測する。 

 

１－５ 道路用排水系

統調査 

 計画樹立に当たって

計画対象地区の現況

道路、用排水系統を

十分把握し各々の系

統図（1/5,000）を作

成するため現地踏査

聞き取り調査等を行

う。 

〔水利慣行調査を含

む。〕 

実施設計を行うに当

たって、不足してい

る部分の補足調査を

行う。 

１－６ 現況施設調査  現況施設の構造、規

模、製造年月日及び

利用状況を調査す

る。〔ため池の深浅測

量調査は除く。〕 

実施設計を行うに当

たって、不足してい

る部分の補足調査を

行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

１－７ 反復水量調査  地区を代表する地点

２箇所程度を選定

し、かんがい期間に

３回程度反復水量を

実測する。 

 

１－８ 水源流量調査  計画取水地点又はそ

の近傍で長期の流量

観測を実施し、低水

解析の資料を収集す

る。 

 

１－９ 補償物件調査  事業実施に当たり補

償すべき物件（電柱、

水道、電話ケーブル

等）を調査する。 

実施設計を行うに当

たって、不足してい

る部分の補足調査を

行う。 

１－10 各種施設の取

付点標高調査 

 主要施設取付点の標

高測量を行う。 

〔Ｂ.Ｍの新設は含

まない。〕 

各種施設取付点の標

高測量を行う。 

〔Ｂ.Ｍの新設は含

まない。〕 

１－11 各種取付点平

面位置調査 

 計画主要施設及び各

種施設取付点の平面

測量（1/100～1/500）

を行う。 

計画主要施設及び各

種施設取付点の平面

測量（1/100～1/500）

を行う。 

１－12 地下水調査  新規水源等を地下水

に依存する地区の電

探、揚水試験による

地下水の利用可能量

を調査する。 

 

２ 資料の検討及び収

集 

２－１ 資料の検討 

 基本設計のための貸

与資料を整理し、内

容を把握するととも

に、作業計画を樹立

する。 

実施設計のための貸

与資料を整理し、内

容を把握するととも

に、作業計画を樹立

する。 

２－２ 水文気象資料  気象台、観測所等観

測資料保有機関から

資料を収集する。 

 

２－３ 経済効果算定

資料 

 関係市町村、土地改

良区、農協、普及所

等から基礎資料を収

集する。 

 

 

 

 

 

 

 



農 － 100 

 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

３ 計画・設計諸元検

討 

３－１ 用水計画基準 

 渇水量、有効雨量、

連続旱天日数等確率

計算により1/10確率

に相当する計画基準

年を決定する。 

 

３－２ 排水計画基準

雨量 

 日降雨記録を確率計

算し、1/10 及び 1/2

確率の排水基準雨量

を決定する。 

 

３－３ 現況計画減水

深 

 減水深の実測資料を

分析し、土壌別の現

況及び計画の代掻水

深、減水深を決定す

る。 

 

３－４ 区画形状の検

討 

 地形、営農、導入機

械規模及び道路体系

から地区に適した標

準区画を決定する。

地形、営農、導入機

械規模及び道路体系

から地区に適した標

準区画を決定する 

３－５ 道路規模の検

討 

 用地構成、営農、導

入機械規模、道路体

系等を考慮し道路規

模、配置を決定する。

用地構成、営農、導

入機械規模、道路体

系等を考慮し道路規

模、配置を決定する。

３－６ 計画平面図作

成 

 地区及びその周辺の

自然条件、用排水系

統、道路体系等を勘

案して、地区内の用

排水路、道路の配置、

ほ区、耕区の決定を

行い、現況計画平面

図（1/1,000）を作成

する。 

〔1/1,000 航測図に

よる。〕 

地区及びその周辺の

自然条件、用排水系

統、道路体系等を勘

案して、地区内の用

排水路、道路の配置、

ほ区、耕区の決定を

行い、現況計画平面

図（1/1,000）及び計

画平面図（施設計画

図 1/1,000）を作成す

る。 

〔1/1,000 航測図に

よる。〕 

３－７ 面積算定  1/1,000 図上で、三斜

法又は座標読取機の

使用により面積を測

定し、各種計画が樹

立できるようまとめ

る。 

〔現況の面積算定は

除く。〕 

 

1/1,000 図上で、座標

読取機の使用により

面積を測定し、各種

計画が樹立できるよ

うまとめる。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

３－８ 道路用排水路

縦断計画 

 縦断図を作成するこ

となく、地形勾配か

ら各路線毎の平均勾

配を決定する。幹線

規模の道路、用排水

路縦断図を作成す

る。 

〔縦断図 1/1,000 図

とする。〕 

各路線別に図測縦断

図を作成し、道路用

排水路計画を決定す

る。 

３－９ 計画用水量  路線別に計画断面決

定に必要な用（通）

水量を決定するとと

もに用水系統模式図

を作成する。 

路線別に計画断面決

定に必要な用水量を

決定するとともに用

水系統模式図を作成

する。 

３－10 用水収支計算  基準年について、現

況及び計画の水源別

半旬計算を行う。 

基準年について、現

況及び計画の水源別

半旬計算を行う。 

３－11 用水路水理計

算 

３－11－１ 用水路及

び樹枝状

管水路 

 路線毎の平均勾配に

基づく水理計算を行

う。 

〔電子計算機による

ウォーターハンマー

の詳細計算は含まな

い。〕 

路線毎の縦断計画に

基づく水理計算を行

う。 

〔電子計算機による

ウォーターハンマー

の詳細計算は含まな

い。〕 

３－11－２ 管網管水

路 

 １ほ区２～３箇所の

吐出点を設定した管

網計算を行う。 

〔電子計算機による

ウォーターハンマー

の詳細計算は含まな

い。〕 

１ほ区５箇所程度の

吐出点を設定した管

網計算を行う。 

〔電子計算機による

ウォーターハンマー

の詳細計算は含まな

い。〕 

３－12 計画排水量  路線別に計画断面決

定に必要な排水量を

決定するとともに、

排水系統模式図を作

成する。 

路線別に計画断面決

定に必要な排水量を

決定するとともに、

排水系統模式図を作

成する。 

３－13 排水路水理計

算 

 路線毎の縦断計画に

基づく水理計算を行

う。 

縦断計画に基づく断

面決定の水理計算を

行う。 
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作 業 項 目 

標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

３－14 湛水計算  湛水ブロック毎に排

水収支計算を行い計

画田面高、計画ポン

プ容量の概略値を決

定する。 

〔最大24時間の計算

とし、ポンプは定量

値又はポンプ性能曲

線を用いて計算す

る。〕 

湛水ブロック毎に排

水収支計算を行い計

画田面高、計画ポン

プ容量の計画値を決

定する。 

〔最大 24時間の計算

とし、ポンプは定量

値又はポンプ性能曲

線を用いて計算す

る。〕 

４ 施設設計 

４－１ 道路、用排水

路標準断面図

作成 

 道路、用排水路につ

いて各タイプ別に標

準断面図を作成す

る。 

縦断計画図に基づ

き、路線別に道路用

排水路の標準断面図

を作成する。 

４－２ 附帯施設設計  工種別、タイプ別に

標準構造図を作成す

る。 

〔構造計算配筋図は

含まない。用排水施

設現況取付の概略計

画図の作成を含む。〕

工種別、タイプ別に

必要に応じ構造計算

を行い標準構造図を

作成する。 

[配筋図含む] 

４－３ 整地計算  現況地形、現況筆数

等からブルドーザー

運転時間を計算す

る。 

〔表土扱い計画を含

む。地均計算は含ま

ない。用排水施設現

況取付の概略数量計

算を含む。〕 

全筆の地均計算とブ

ルドーザー運転時間

を計算する。 

〔表土扱い計画を含

む。〕 

４－４ 暗渠排水施設

設計 

 土壌調査結果より、

標準的な暗渠の配

置、規模の決定と、

暗渠排水区域を決定

する。 

暗渠排水施設の詳細

設計を行う。 

４－５ 数量計算  概略数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

５ 機場工    

６ 送配水管路工 

６－１ 水理計算、構

造計算 

 水理計算及び標準断

面における構造計算

を行い、管種を選定

する。 

〔電子計算機による

ウォーターハンマー

の詳細計算は除く。〕

水理計算及び埋設タ

イプ毎の断面につい

て構造計算を行い管

種選定する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

６－２ 縦断図作成   1/1,000 図による図

測とし、縦断計画図、

管割図を作成する。 

６－３ 附帯工設計  工種毎の標準構造図

を作成する。 

〔構造計算、配筋図

は除く。〕 

必要な構造計算を行

い、工種毎の標準構

造図を作成する。 

〔配筋図は含む。水

管橋、ファームポン

ド等の附属的施設は

除く。〕 

６－４ 数量計算  概略数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

７ 農道橋梁工 

７－１ 設計図作成 

 概略計画図を作成す

る。 

〔支間 15ｍ以下の農

道直橋を標準とす

る。〕 

上部構造の構造計

算、下部構造の安定

計算、基礎工の計算

並びに附帯施設構造

図の構造計算を行

い、構造一般図、構

造詳細図、配筋図、

鉄筋加工図を作成す

る。 

〔仮設図を含む。〕 

７－２ 数量計算  概略数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

８ 水管橋工 

８－１ 設計図作成 

 計画図表等を利用し

た概略構造計算を行

い、概略計画図を作

成する。 

構造計算を行い、概

略計画図を作成す

る。 

〔配筋図、仮設図を

含む。〕 

８－２ 数量計算  概略数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

９ 用排水施設現況取

付工 

９－1 設計図作成  

  必要な構造計算を行

い詳細設計図を作成

する。 

〔配筋図を含む。〕 

９－２ 数量計算   詳細数量計算を行

う。 

10 道町村道横断工 

10－１ 設計図作成 

 概略計画図を作成す

る。 

必要な構造計算を行

い、詳細設計図を作

成する。 

〔配筋図、仮設図及

び協議用図面を含

む。〕 

10－２ 数量計算  概略数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

11 河川放流工 

11－１ 設計図作成 

 水理計算により断面

を決定し、概略計画

図を作成する。 

〔道管理の河川以下

で道路と共用しない

高さ５ｍ以下の堤防

を標準とする。放流

工の断面はＨ1.5ｍ

×Ｂ1.5ｍ×１連程

度とする。〕 

水理、構造計算を行

い、詳細設計図を作

成する。 

〔配筋図、仮設図及

び協議用図面を含

む。〕 

11－２ 数量計算  概略数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

12 概算工事費積算  市販の物価版・工事

歩掛等を用い、ｍ当

たり、箇所当たり等

の単価を作成し概算

工事費を算定する。

各工種単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

13 経済効果算定 

 

   

14 計画概要書作成 

14－１ 添付図面作成 

 1/5,000 図面を作成

する。 

 

14－２ 添付図面着色  1/5,000 図面を着色

する。（17 種×８部＝

136 枚） 

〔青焼図として８部

を標準とする。〕 

 

14－３ 計画概要書作

成 

 所定様式により計画

概要書を作成する。

〔印刷は除く。〕 

 

14－４ 事業計画書作

成 

 所定様式により土地

改良事業計画書を作

成する。 

〔印刷は除く。〕 

 

15 照査 

 

 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

16 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

各作業項目の成果物

の点検、とりまとめ

及び報告書の作成を

行う。 
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３－７ 畑地かんがい施設 
 

３－７－１ 要  旨 

  この設計は、畑地かんがいの調査から施工計画、事業費の算定まで一連の事項を各設

計段階に応じて行うものである。 

 

３－７－２ 現地調査 

  受注者は、設計作業着手前に、畑地かんがい予定地点及びその周辺の地形状況その他

設計作業に必要な事項について、入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－７－３ 設計項目と内容 

  畑地かんがい施設設計作業の作業項目及び各設計段階における設計内容は、別表－７

の設計作業項目内訳表によるものとする。 
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別表－７ 

畑地かんがい施設設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 

１－１ 現地調査 

地形、水源位置、計

画路線等を概略踏査

し把握する。 

地形、水源位置、主

要施設位置等、地区

内を踏査し把握す

る。 

地区内の地形等を詳

細に把握し、復旧及

び補償すべき物件の

位置や規模等詳細設

計に必要な調査を行

う。 

１－２ 土壌調査 既存資料により地区

内の土壌統を区分す

る。 

25ha に１点試杭し、

土壌断面の観察と分

析試料の採集を行

う。また、１ha に１

点検土杖により試穿

調査を行い、土壌分

析結果と合わせ土壌

統を区分する。 

 

１－３ 用水量調査 用水量を計算式で求

めるのに必要な既存

資料及び気象資料を

収集する。 

代表する作物のほ場

で、テンシオメータ

ーまたは電極を設置

して用水量を実測す

る。 

〔観測期間は、用水

量のピーク期を中心

に３ヶ月とする。１

ヶ所３層の測定と

し、１地区当たり４

ヶ所とする。〕 

 

１－４ 土壌水分特性

調査 

 用水量観測位置、層

の土壌水分特性を調

査する。 

〔24 時間容水量～生

長阻害点までの水分

量と pＨまたは抵抗

値の関係を明らかに

する。〕 

 

１－５ インテークレ

ートの調査 

 各土壌別シリンダー

インテークレートを

実測し、かんがい強

度を定める。 

〔１地区当たり、３

ヶ所とする。〕 

 

１－６ 水源量調査  長期の流量観測を行

い水源量解析に必要

な流量を把握する。
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１－７ 資料収集  気象水文資料、効果

算定に必要な資料等

を収集する。 

 

１－８ 資料の検討 構想設計のための貸

与資料を整理し、内

容を把握するととも

に、作業計画を樹立

する。 

基本設計のための貸

与資料を整理し、内

容を把握するととも

に、作業計画を樹立

する。 

実施設計のための貸

与資料を整理し、内

容を把握するととも

に、作業計画を樹立

する。 

２ 計画設計諸元の検 

討 

２－１ 単位用水量(1) 

既存又は近傍地区の

資料に基づき単位用

水量を決定する。 

既存資料及び気象資

料に基づき、計算式

により単位用水量を

決定する。 

 

２－２ 単位用水量(2)  現地での観測結果に

基づき消費水量を決

定する。 

〔観測期間３ヶ月間

の資料を標準とす

る。〕 

 

２－３ 間断日数 既存又は近傍類似地

区の資料に基づき間

断日数を決定する。

実測資料に基づき、

Ｔ･Ｒ･Ａ･Ｍ及び間

断日数を決定する。

 

２－４ 用水計画基準

年 

 水文、気象記録を確

率計算し、計画基準

年、平水年を決定す

る。 

〔水源がダムで長期

の用水量計算、ダム

収支計算を必要とす

る場合は含まない。〕

 

２－５ 水源流量  収集資料により低水

解析を行い、長期及

び基準年、平水年の

水源流量を決定す

る。 

 

２－６ 水収支計算  基準年及び平水年の

水収支計算 

 

３ 末端かんがい計画 

３－１ かんがい方式

の検討 

 地形、土壌、営農、

水源流量等を総合的

に勘案して、かんが

い方式を決定する。

 

地形、土壌、営農、

水源流量等を総合的

に勘案して、かんが

い方式を決定する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

３－２ ローテーショ

ン計画 

1/2,500～1/5,000 図

上でローテーション

ブロックを決定し、

面積及び用水量の算

定を行い、1/5,000

図のローテーション

計画図を作成する。

1/1,000 の図上で、ロ

ーテーションブロッ

クとかん水ブロック

を決定し、面積及び

用水量の算定を行い

1/5,000 図のローテ

ーション計画図を作

成する。 

1/1,000 図上で、畑の

所有者状況をも配慮

し、ローテーション

ブロックとかん水ブ

ロックを決定する。

また、面積及び用水

量の算定を行い、

1/2,500 図のローテ

ーション計画図を作

成する。 

３－３ スプリンクラ

ー配置の計画 

適正な器種を選定

し、１～２かん水ブ

ロックについてスプ

リンクラー配置計画

模式図を作成する。

適正な器種を選定

し、1/1,000 図で２ロ

ーテーションブロッ

ク程度のスプリンク

ラー配置計画を行

う。 

適正な器種を選定

し、1/1,000 図上で全

計画受益地内のスプ

リンクラー配置計画

を行う。 

４ 揚配水計画 

４－１ 基本構想 

地形、水源位置、水

利用目的等を勘案

し、1/5,000 図で地区

に適した経済的な揚

配水計画を概算工事

費やランニングコス

トにより比較検討し

決定する。 

地形、水源位置、水

利用目的等を勘案

し、1/2,500 図で経済

的な揚配水計画を概

算工事費やランニン

グコストにより比較

検討し決定する。 

〔数量は概算、概算

工事費は複合単価や

事例単価による。〕 

地形、水源位置、水

利用目的等を勘案

し、1/2,500 図で経済

的な揚配水計画を概

算工事費やランニン

グコストにより比較

検討する。概略計画

図を作成し概略数量

計算を行う。 

〔断面図は作成しな

い。概算工事費は複

合単価や事例単価に

よる。〕 

５ 用水機場工 

 

   

６ 幹線、支線用水路

の設計 

６－１ 計画路線の検

討 

図上及び概査に基づ

き路線の概略決定を

行う。 

〔６－１～６－７は

ローテーションブロ

ック入口の用水路と

し、概略の比較検討

を含む。〕 

現地を概査し、必要

に応じ図測縦断図を

作成し事例単価によ

る比較検討を行う。

〔６－１～６－７は

ローテーションブロ

ック入口の用水路と

し、概略の比較検討

を含む。〕 

現地を十分調査し、

必要に応じ図測縦断

図を作成し、管材、

主要異形管、主要附

帯工を計上した比較

検討を行う。 

〔６－１～６－７は

ローテーションブロ

ック入口の用水路と

し、概略の比較検討

を含む。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

６－２ 縦断計画図作

成 

1/2,500～1/5,000 図

を利用し概略縦断計

画図を作成する。 

貸与された縦断図又

は 1/1,000 図を利用

した図測縦断図に配

管計画と附帯工計画

を行う。 

〔管割計画は除く。〕

実測縦断図に施工可

能な配管計画と附帯

工計画等を行う。 

〔管割計画を含む。〕

６－３ 水理計算  1/2,500～1/5,000 図

を利用した概略縦断

計画図に基づき水理

計算を行う。 

実測縦断図または

1/1,000 図を利用し

た図測縦断図に基づ

き水理計算を行う。 

６－４ ウォーターハ

ンマー計算 

 経験則及び計算によ

る方法（理論解法）

等により水撃圧を決

定する。 

数値解析を行い水撃

圧を計算する。 

６－５ 管体構造計算 標準埋設断面による

構造計算を行い概略

の管種選定を行う。

 

標準埋設断面による

構造計算を行い詳細

な管種選定を行う。

計画埋設断面毎に構

造計算を行い詳細な

管種選定を行う。 

６－６ 付帯構造物の

設計図作成 

事例を参考に工種別

の概略標準構造図を

作成する。 

工種別に必要な構造

計算を行い、標準構

造図を作成する。 

〔配筋図は、断面配

筋図とする。〕 

必要な構造計算を行

い、標準構造図、単

独構造図及び配筋図

を作成する。 

６－７ 数量計算 概算事業費が算出で

きる程度の概略数量

計算を行う。 

 

主要部（その他は概

略）の数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

７ 末端配管施設の設

計 

 

 

７－１ 縦断計画図作

成 

〔1/1,000 図上での

ローテーションブロ

ック内の配管施設設

計である。〕 

縦断図は作成せず

ローテーションブロ

ック内の支線水路に

ついて 1/1,000 図よ

り水理計算上必要な

標高及び距離を求め

る。 

[７－２、７－４、７

－６の作業項目は多

目的利用の場合は適

用できない。〕 

〔1/1,000 図上での

ローテーションブロ

ック内の配管施設設

計である。〕 

ローテーションブ

ロック内の支線水路

について 1/1,000 図

より概略縦断計画図

を作成し、管種及び

主要附帯工を記入す

る。 

[７－２、７－４、７

－６の作業項目は多

目的利用の場合は適

用できない。〕 

 

〔1/1,000 図上での

ローテーションブロ

ック内の配管施設設

計である。〕 

ローテーションブ

ロック内の支線水路

について貸与された

実測縦断図または

1/1,000 図を利用し

た図測縦断図に管路

計画の詳細を記入す

る。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

７－２ 水理計算 ローテーションブロ

ック内の支線水路の

概略水理計算及びか

ん水ブロック内の代

表的なラテラル管の

水理計算を行う。 

ローテーションブロ

ック内の支線水路の

概略水理計算及び全

ラテラル管の水理計

算を行う。 

ローテーションブロ

ック内の支線水路及

び全配水支管の水理

計算を行う。 

７－３ 附帯構造物の

設計図作成 

工種別の概略標準構

造図を作成する。 

必要な構造計算を行

い工種別に標準構造

図を作成する。 

必要な構造計算を行

い標準構造や単独構

造を作成する。 

７－４ 末端配管計画

図作成 

1/1,000 図に 10％程

度の面積に対しモデ

ル的にスプリンクラ

ーを配置し配置計画

を行い、管種、口径

及び延長を記入す

る。 

1/1,000 図にスプリ

ンクラーを配置し、

配管計画を行い、ラ

テラル管も含め管

種、口径、延長及び

附帯工を記入する。

1/1,000 図にスプリ

ンクラーを配置し、

配管計画を行い、配

水支管も含め管種、

口径、延長及び附帯

工を記入するととも

に、支線水路の異形

管種も記入する。 

７－５ 末端自動化施

設の設計 

目的に適した末端自

動化施設のレイアウ

トを行い概略計画図

を作成する。 

〔 計 画 平 面 図 は

1/1,000 図〕 

目的に適した末端自

動化施設の計画を樹

立し、配線計画及び

概略主要構造図を作

成する。 

〔中央制御室の設計

は除く。〕 

目的に適した末端自

動化施設の計画を樹

立し、詳細配線及び

詳細構造図を作成す

る。 

〔中央制御室の設計

は除く。〕 

７－６ 数量計算 概算事業費が算出で

きる程度の概略数量

計算を行う。 

 

主要部（その他は概

略）の数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

８ ファームボンド及

び配水の設計 

８－１ 設計図作成 

経験、事例等により

概略構造図を作成す

る。 

〔Ｖ＝500ｍ3、ＲＣ構

造を標準とし、基礎

処理工は除く。〕 

主要部の構造計算を

行い、構造図を作成

する。 

〔Ｖ＝500ｍ3ＲＣ無

蓋構造を標準とし、

基礎処理工は含まな

い。〕 

必要な構造計算を行

い、構造図、配筋図、

土工図、出入口構造

図及び配管図を作成

する。 

〔Ｖ＝500ｍ3ＲＣ無

蓋構造を標準とし、

基礎処理工は含まな

い。〕 

８－２ 数量計算 概略数量計算を行

う。 

主要部（その他は概

略）の数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

９ 管理用道路の設計 ファームポンド、用

水機場等の管理用道

路計画を概定する。

ファームポンド、用

水機場等の管理用道

路のルート、構造規

格を決定する。 

ファームポンド、用

水機場等の管理用道

路計画の詳細設計を

行う。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

10 末端加圧機場の設

計 

〔支配面積は、30ha

～50ha を標準とする

ブロック造りの上屋

とし圧力タンク及び

機場廻りの配管設計

を含む。〕 

〔支配面積は、30ha

～50ha を標準とする

ブロック造りの上屋

とし圧力タンク及び

機場廻りの配管計画

を含む。〕 

〔支配面積は 30ha～

50ha を標準とするブ

ロック造りの上屋と

し圧力タンク及び機

場廻りの配等計画を

含む。〕 

10－１ 設計図作成 経験、事例等により

概略計画図を作成す

る。 

必要な構造計算を行

い、構造図を作成す

る。圧力タンク及び

機場廻り配管は概略

設計図とする。〔配筋

図は断面配筋図とす

る。〕 

必要な構造計算を行

い、構造図、配筋図、

配管図等を作成す

る。 

10－２ 数量計算 概略数量計算を行

う。 

主要部（その他は概

略）の数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

11 水管橋の設計 

11－１ 設計図作成 

 

 

経験、事例等により

概略構造図を作成す

る。 

〔φ200～φ500mm１

スパンパイプビーム

形式を標準とする。〕

主要部の構造計算を

行い、構造図及び概

略仮設計画図を作成

する。 

〔φ200～500mm１ス

パンパイプビーム形

式を標準とする。〕 

必要な構造計算を行

い、構造図、配筋図、

配管図及び仮設図を

作成する。 

〔φ200～φ500mm１

スパンパイプビーム

形式を標準とする。〕

11－２ 数量計算 概略数量計算を行

う。 

主要部（その他は概

略）の数量計算を行

う。 

詳細数量計算を行

う。 

12 工事費積算 事例単価や複合単価

等により概算工事費

を算定する。 

市販の物価版、工事

歩掛等を用い、ｍ当

たり、箇所当たり等

の単価表を作成し概

算工事費を算定す

る。 

各工種単価を作成

し、概算工事費を算

定する。 

13 経済効果算定 

 

   

14 計画概要書、添付

図面等作成 

14－１ 添付図面作成 

 1/5,000 図面を作成

する。 

 

14－２ 添付図面着色  1/5,000 図面を着色

する。（７種） 

 

14－３ 計画概要書作

成 

 所定の様式により計

画概要書を作成す

る。（印刷は除く） 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

14－４ 事業計画書作

成 

 所定の様式により土

地改良事業計画書を

作成する。（印刷は除

く） 

 

15 照査 

 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

16 点検とりまとめ 成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

各作業項目の成果物

の点検、とりまとめ

及び報告書の作成を

行う。 
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３－８ 農 道 設 計 
 

３－８－１ 要  旨 

  この設計は、農道の路線計画から施工計画、事業費の算定まで一連の事項を各設計段

階に応じて行うものである。 

 

３－８－２ 現地調査 

  受注者は設計作業着手前に、路線の地形地質、道路網、その他設計作業に必要な事項

について、入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－８－３ 設計項目と内容 

  農道設計作業の作業項目及び各設計段階における設計内容は、別表－８、９、10 の設

計作業項目内訳表によるものとする。 
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別表－８  

農道－現況調査計画作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計  

１ 現況調査 

１－１ 地域の概況 

 資料を収集整理し地域

の概況を把握する。 

 

１－２ 地域及び土質

地質 

 土質、地質資料を収集整

理し地域の土質、地質の

概況を把握する。 

 

１－３ 路床、材料、

調査 
 貸与資料による。  

１－４ 土地利用営農

状況調査 

 貸与資料を基に、市町

村、ブロック別に土地利

用、営農状況を整理し、

図面を作成する。 

 

 

 

１－５ 道路、鉄道概

況及び交通量

調査 

 交通量について現地調

査を行い現有資料を補

足する。交通調査は、観

測日数Ｎ＝５日、調査地

点数Ｐ＝２ヵ所 

〔交通調査は、観測日数

Ｎ日、調査地点数Ｐヵ所

とする。なお、調査時期、

調査ヵ所については打

合わせ時に協議して指

示する。〕 

 

１－６ 農地転用及び

農業の動向 

 関係市町村の基礎資料

を整理して、市町村別農

地転用、農業の動向を把

握する。 

 

１－７ 気象、水文、

経済効果等資

料収集 

 関係機関から資料を収

集し、現有資料を補足す

る。 

 

１－８ 各種振興計画

資料収集 

 関係機関から資料を収

集し、現有資料を補足す

る。 

 

２ 計画 

２－１ 区域の設定 

  

図上で計画区域を設定

する。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計  

２－２ 土地利用計画  土地利用の調整等諸検

討と行い、土地利用計画

を策定し、農業振興土地

利用図を作成する。 

 

 

 

２－３ 営農組織計画

管理体制整備

計画 

 広域整備計画に基づき、

営農組織、管理体制整備

を計画する。 

 

２－４ 近代化施設整

備計画 

 関係市町村の整備計画

を聞き取り、それらを整

理して農業施設図を作

成する。 

 

 

２－５ 道路網整備計 

画 

 関係市町村の資料を基

に、道路網を計画し図面

を作成する。 

 

 

２－６ 基幹農道計画  諸検討をもとに基幹農

道計画の大綱を定める。 

 

２－７ 関連事業の整

理 

 関連事業及び他部門事

業等の整理を行う。 

 

２－８ 計画交通量  所定様式により、生産資

材、生産物、通作、流入

交通量等を整理、算定す

る。 

 

２－９ 経済効果  所定様式により、経済効

果を算定する。（経済効

果算定に必要な図面・資

料作成を含む。） 

 

２－10 路線配置計画  農業団地、農産物輸送の

中核施設に集積された

農産物を、最も経済的に

輸送し得る路線を、数学

的係数的に求める。 

 

２－11 計画図  計画一般平面図を作成

する。 
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別表－９ 

農道－道路計画設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 1/5,000 地形図によ
り、関係機関、地元
等の意見構想を聞き
取り、概定ルートを
図上検討する。 
〔現況調査計画（構
想）時に実施した現
地調査結果の確認を
行う。 
 計画する路線付近
の地形が 1/5,000 地
形図と大幅な相違が
ないか、地すべり、
崩壊箇所等の痕跡、
兆候の有無等を注意
して踏査する。また、
計画路線付近に支障
となる諸施設の有無
及び規模について調
査する。〕 

1/2,500 地形図によ
り、位置概定要因を
聞き取り、現地を概
査して概定ルートを
図示する。 
〔現況調査計画（基
本）及び構想設計時
に実施した現地調査
結果の確認を行う。
 構想設計で概定さ
れたルート付近の地
形が 1/2,500 地形図
と大幅な相違が生じ
ていないか、地すべ
り、崩壊等の痕跡、
兆候の有無等を注意
して踏査する。また、
計画路線付近に工事
施設及び補償上支障
となる施設の有無と
支障の程度について
調べる。〕 

1/500 地形図に概定
ルートを図示し、主
要構造物箇所、大盛
土、切土地点を踏査
し、工法、規模を検
討する。 
〔基本設計時に実施
した現地調査結果の
確認を行う。〕 

２ 線形計画･設計 
２－１ 線形計画・設

計基本方針 

1/5,000 地形図によ
り、種々条件を考慮
し、図上での計画を
行う。 
〔現況調査計画の基
本設計に基づき、対
象とする車両、交通
量、営農施設の配置
計画に基づき、対象
とする車両、交通量、
営農施設の配置（計
画）、支障となる地
形。地物などを考慮
して、設計基本方針
を定め、以下２－２
から２－５の作業項
目について、図上で
計画を行う。〕 

現地調査を踏まえ、
障害物、地質、必要
な構造物等の把握を
行い、以下業務の骨
子を樹立する。 
〔 構 想 設 計 で
1/5,000 地形図で検
討された計画路線に
ついて、1/2,500 地形
図の精度で以下２－
２から２－５の作業
項目について図上で
計算を行う。〕 

概定した線形につい
て、総合的に比較検
討し、細部設計に資
する。 

２－２ 平面計画 1/5,000地形図に100
ｍピッチで測点を図
示し、平面線形を比
較ルートを含めて図
示する。 

1/2,500 地形図に 50
ｍピッチで測点を図
示し、カーブ計算を
行い平面線形を概定
する。 

1/500 実測平面図（20
ｍピッチ測点入り)
上に、車の走行に適
したカーブ設定等、
平面線形を決定す
る。 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

２－３ 縦横断計画 1/5,000地形図上100

ｍピッチ測点によ

り、走行性を勘案し、

切盛りバランスを考

慮しつつ縦横断計画

を行う。 

1/2,500 地形図上 50

ｍピッチで測点によ

り、走行性を勘案し、

切盛りバランスを考

慮しつつ縦横断計画

を行う。 

1/500 平面図上 20ｍ

ピッチで測点によ

り、走行性を勘案し、

切盛りバランスを考

慮し、縦横断計画を

行う。 

２－４ 構造物計画 経験に基づき構造物

の必要な箇所を概定

する。 

〔1/5,000 地形図か

ら判断される地形状

況などから、選定す

る路線において必要

と考えられる構造物

の種類と位置を概定

する。〕 

現地条件を考慮し構

造物の形式寸法を概

定する。 

〔構想設計時に概定

された構造物につい

て、1/2,500 地形図か

ら判断される状況な

どからその必要性を

確認するとともに、

追加する必要のある

構造物の有無を検討

し、構造物を設ける

場所、工種、形式、

寸法を概定する。〕 

現地条件を考慮し構

造物の形式寸法を概

定する。 

〔基本設計時に概定

された構造物につい

て 1/500 実測地形図

から判断される地形

状況等からその妥当

性を検討するととも

に 1/500 の精度で、

構造物の工種、設け

る範囲、規模等を概

定する。〕 

２－５ 交差点計画 関係機関、地元等の

意見を聞き取り位置

の概定を行う。 

縦、平面線形を考慮

し交差点概略設計を

行う。 

詳細測量に基づき詳

細交差点設計を行

う。〔二車線道路との

単純交差〕 

３ 土工計画設計 

３－１ 縦平面図作成 

1/5,000 で縦断面図、

平面図を同一紙面上

に作成する。 

1/2,500 で縦断面図、

平面図を同一紙面上

に作成する。 

1/500 で縦断面図、 

平面図を同一紙面上

に作成する。 

３－２ 横断面設計図

作成 

1/5,000地形図上100

ｍごとの測点につい

て図上計測により

1/200 の横断図面を

作成する。 

〔切盛土量、法面保

護法長等を表示す

る。〕 

1/2,500 地形図上 50

ｍごとの測点につい

て図上計測により

1/200 の横断設計図

を作成する。 

〔切盛土量、法面保

護工長等を表示す

る。〕 

1/100 実測横断面図

により、法面の安定

対策工法等を検討

し、横断設計図を作

成する。 

〔施工法区分毎の切

盛土量、法面保護工

長、用地幅等を表示

する。〕 

３－３ 土積図作成 概略土積図を作成す

る。 

概略土積図を作成す

る。 

土積図を作成する。 

３－４ 土量配分計画 土量配分の概算を行

う。 

土量配分を概算し、

残土処理の可能性を

含め検討する。 

土量配分を行い、建

設機械の組合せ、土

取場、土捨場の選定

も行う。 

〔流用土、搬出土（捨

土）、搬入土（購入

土）、等の土量分配を

行う。〕  
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

４ 舗装計画・設計図

作成 

近傍事例の資料に

より舗装計画を行

い図面を作成する。

土質試験により、舗装

厚の決定等を行い図

面を作成する。 

〔必要な土質検査値

はＣＢＲ値で、少なく

とも山地部、平地部を

代表する１ヵ所程度

のＣＢＲ室内試験値

を貸与するか、本業務

で実施する場合は必

要歩掛かり計上のう

えその旨本仕様書に

明示する。（土質試験

は概ね１km、１箇所程

度）〕 

詳細土質試験データ

により、施工性等を考

慮し、舗装厚等の設計

を行い図面を作成す

る。 

〔必要な土質試験資

料は、ＣＢＲ値（200

ｍ前後に１ヵ所）サウ

ンディング（φ600mm

以上、0.1～1.3km に

１ヵ所）及びボーリン

グ（φ600mm 以上、0.5

～1.0kmに１ヵ所）で、

試験値は貸与するか、

本業務で実施する場

合は、必要歩掛かり計

上のうえその旨本仕

様書に明示する。〕 

 

５ 附帯構造設計図作

成 

経験に基づき検討

し、附帯構造物の必

要な箇所に既往の

事例を参考とし、工

種別、タイプ別に標

準断面図を作成す

る。 

〔当業務の作業項

目２．「線形計画・

設計」で概定された

計画路線上必要と

想定される附帯構

造物（作業項目６.

「大型構造物設計

図作成」の対象構造

物を除く。）につい

て、1/5,000 図面上

で工種、構造、規模

を概定して標準断

面図を作成する。法

面保護工のうち、種

子吹付、モルタル吹

付工は当作業項目

に含むが、ロックア

ンカーを伴うフレ

ーム工法等は作業

項目６.「大型構造

物設計図作成」によ

る。〕 

 

現地条件を考慮し、比

較検討のうえ、構造物

の型式寸法、標準図面

を作成する。 

〔当業務の作業項目

２.「線形計画・設計」

で概定された附帯構

造物（作業項目６.「大

型構造物設計図作成」

の 対 象 構 造 物 を 除

く 。） に つ い て 、

1/2,500図面上で設計

し、その構造物の型式

寸法、標準図面を作成

する。 

 法面保護工のうち、

種子吹付、モルタル吹

付工は当作業項目に

含むが、もたれ擁壁及

び、アースアンカー、

ロックアンカーを伴

うフレーム工法等は

作業項目６.「大型構

造物設計図作成」によ

る。〕 

工事発注のための構

造計算書等、詳細設計

を行い、設計図面を作

成する。 

〔当業務の作業項目

２.「線形計画・設計」

で概定された附帯構

造物（作業項目６.「大

型建造物設計図作成」

の対象構造物を除く）

について、1/500 図面

（あるいは 1/100 実

測横断面図）上で設計

する。 

 法面保護工のうち、

種子吹付、モルタル吹

付工は当作業項目に

含むが、もたれ擁壁及

び、アースアンカー、

ロックアンカーを伴

うフレーム工法は作

業項目６.「大型建造

物設計図作成」によ

る。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

６ 大型構造物の計画

設計・図面作成 

６－１ 道路トンネル

工 

   

６－２ 橋梁工 
 

 
  

６－３ 暗渠工 
 

 
  

６－４ 擁壁工    

７ 排水計画、設計 経験値に基づく水路

断面形式の決定を行

う。区分別水路延長

は図上計測とする。

流域面積区分別流

量、水路断面の計算

（構造計算は含まな

い）区分別水路延長

は図上計測とする。

水理、構造等詳細設

計を行う。 

８ 工事数量計算  

８－１ 土工、法面工 

等 

100ｍ毎の横断によ

り工事数量概算を行

う。 

〔100ｍごとの横断

図（大型構造物につ

いては別途工種毎の

代表的断面図）につ

いて、単位当り主要

材料別（土工、コン

クリート、鉄筋、型

枠等）数量を算定し、

これにより総数量を

算出する。〕 

50ｍごとの横断によ

り工事数量概算を行

う。 

〔 50ｍごとの横断

図、（大型構造物につ

いては別途工種毎の

代表的断面図）につ

いて、単価当り主要

材料別（土工、コン

クリート、鉄筋、型

枠等）数量を算定し、

総数量を算出する。〕

設計横断図により詳

細数量を算出する。

〔数量計算運用規定

に基づいて、数量計

算を行う。〕 

８－２ 附帯小構造物

一式 

構造物毎にｍ、ｍ2、

ｍ 3 等で算出する。

〔当業務の作業項目

５.「附帯構造設計図

作成」で概定された

構造物の工種毎の標

準断面図から主要材

料別（土工、コンク

リート、鉄筋、型枠

等)数量を算定し、こ

れに延長あるいはヵ

所数を乗じて工事数

量を算出する。〕 

一般図より主要材料

を概算で算出する。

〔当業務の作業項目

５.「附帯構造物設計

図作成」で概定され

た構造物の工種毎の

標準断面図から主要

材料別（土工、コン

クリート、鉄筋、型

枠等)数量を算定し、

これに延長あるいは

ヵ所数を乗じて工事

数量を算出する。〕 

 

設計図書に基づき詳

細数量を算出する。

〔数量算出要領に基

づいて、数量計算を

行う。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

構 想 設 計 基 本 設 計 実 施 設 計 

９ 概算工事費積算 事例単価や複合単価

により概算により概

算工事費を算定す

る。 

事例単価や複合単価

により概算工事費を

算定する。 

市販の物価版等を用

い工種、規模別にｍ

当たり、ｍ2当たり、

ｍ3当たり、箇所当た

りの単価を作成し概

算工事費を算定す

る。 

10 施工計画 工事全体を概略的に

把握できる程度の工

程計画を行う。 

〔仮設計画、資材計

画、労務計画は含ま

ない。〕 

工事全体を概略的に

把握できる程度の工

程計画を行う。 

〔仮設計画、資材計

画、労務計画は含ま

ない。〕 

工事施工の使用機械

の種類、工程計画等

基本的事項の計画を

行う。 

〔仮設計画、資材計

画、労務計画は含ま

ない。〕 

11 特記仕様書作成   工事実施が可能な特

記仕様書を作成す

る。（工事単位毎） 

〔既施工地区におけ

る特記仕様書を参考

に本対象業務につい

て、工事実施のため

の必要な特記仕様書

を作成する。〕 

12 照査 

 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

13 点検とりまとめ 成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

 

 



農 － 121 

別表－10 

農道－道路トンネル設計作業項目内訳表 

作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

１ 現地調査 

 

 地形、地質等トンネ

ル設計に必要な調査

を行う。 

〔道路計画設計（基

本設計）時に実施し

た現地調査結果の確

認を行う。〕 

地形、地質等トンネ

ル設計に必要な調査

を行う。 

〔道路計画設計（実

施設計）時および道

路トンネル設計の基

本設計時に実施した

現地調査結果の確認

を行う。〕 

２ 資料の検討  地質調査資料等の解

析と内容を把握す

る。 

〔地質調査資料等の

解析・評価に当たっ

て、トンネルタイプ

（支保工、覆工等）

の判断材料とする

他、施工時の地下水

の湧出、地下ガスの

噴出、完成後の地下

水脈の切断その他環

境への影響の可能性

等についても検討す

る。 

 実施設計までに追

加調査すべき地質調

査等について提言す

る。〕 

地質調査資料等の解

析と内容を把握す

る。 

３ 設計計画  標準タイプ及び断面

の検討、地質評価に

よるトンネルタイプ

別延長概略を決定す

る。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/2,500 地

形図で検討し、上記

基本事項を決定す

る。〕 

実施断面による構造

の詳細検討、トンネ

ルタイプ別延長及び

掘削工法の詳細を決

定する。 

〔貸与資料、現地調

査等から指示する基

本条件を 1/500 実測

地形図で検討し、上

記基本事項を決定す

る。〕 
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

４ 坑門工の設計  概略構造計算に基づ

き図面を作成する。

〔トンネル出入口部

の地山地形、地質条

件を考慮して、坑門

工を設ける位置を概

定し、坑門正面の断

面について概略構造

計算を行い、図面を

作成する。〕 

実施断面による構造

の詳細設計に基づき

図面を作成する。 

〔トンネル出入口部

の地山地形、地質条

件から本業務の作業

項目７.「取付土工

図」の作成と合わせ

検討して坑門工の位

置、構造を決定し、

荷重条件に対応した

断面毎に構造計算を

行い、配筋図その他

詳細図を作成する。〕

５ 構造計画  タイプ別に概略の構

造計算を行い標準断

面図を作成する。 

〔トンネルタイプ別

に各１断面を対象

に、標準設計等を利

用して構造計算を行

い、支保工、覆工等

の諸元を概定する。

構造計算を実施す

るタイプ別の代表断

面について、標準断

面図を作成する。〕 

  

実施断面による詳細

な構造計算に基づき

詳細図を作成する。

〔トンネルタイプ別

に各施工断面につい

て構造計算を行な

い、支保工、覆工等

の諸元を決定する。 

トンネル実施断面

における設計巻厚

線、コンクリート打

継目、支保工規格と

建込み間隔等を記入

する詳細図を作成す

る。〕  

６ 平面、縦横断面  概略タイプ別区分を

記入した図面を作成

する。 

〔縮尺の標準は、縦

1/200、横 1/1,000 と

し、測点間隔は 100

ｍとする。〕 

地質縦断及びトンネ

ルタイプを記入した

詳細図を作成する。

〔縮尺の標準は、縦

1/100、横 1/500とし、

測点間隔は 50ｍとす

る。〕 

７ 取付土工図   坑門工及び取付け区

間の土工図、土留工

等の図面を作成す

る。 

８ トンネル施設設計 

８－１ 内装設備 

   

８－２ 照明設備    
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作 業 項 目 
標  準  作  業  内  容 

 基 本 設 計 実 施 設 計 

８－３ 換気設備    

８－４ 受配電設備    

９ 数量計算  トンネルタイプ別に

概略数量計算を行

う。 

〔トンネルタイプ別

に、掘削土量、覆工

コンクリート、支保

工、型枠、グラウト

量、鉄筋量（コンク

リート量に対する割

合から算出）等の概

略数量を算出する。〕

本体工及び仮設工を

含む詳細な数量計算

を行う。 

〔数量算出要領に基

づき数量計算を行

う。〕 

10 施工計画  概略の施工計画を立

案する。 

工程計画を含む詳細

施工計画を立案す

る。 

〔仮設構造物の設

計、仮設備施設の設

計および最終案に至

る比較設計は、別途

実施するが、当業務

で実施する場合は、

歩掛計上のうえ検討

内容を本仕様書で指

示する。〕 

11 特記仕様書作成  主要な特記仕様書を

作成する。 

特記仕様書一式を作

成する。 

12 概算工事費積算  類似例の単価又は複

合単価により概算工

事費を算定する。 

主要な単価を作成し

概算工事費を算定す

る。 

13 照査 

 

 照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

照査計画に基づき、

業務の節目毎に照査

を実施し、照査報告

書の作成を行う。 

14 点検とりまとめ  成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 

成果資料の点検、と

りまとめを行い、報

告書を作成する。 
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３－９ 暗渠排水設計 
 

１ 基本事項 

  設計に当たっては提示の設計条件（別紙設計示方書）と資料（平面図、求積図等）に

基づき設計するものとする。 

 

２ 作業項目 

 （イ）水理計算 

  ａ 暗渠排水 ··················· 管渠、渠間の決定 

  ｂ 付帯明渠、補水渠 ··········· 断面決定 

 （ロ）渠線配置設計 

    地形、土質、土地境界、近傍の既設排水路等を確認し、付帯明渠、補水渠、集水

渠、吸水渠等の渠線配置を設定し作図するものとする。 

 （ハ）数量計算 

    渠線配置設計により、吸水渠、集水渠等の管径、管種毎の延長並びに落口工の数量

を受益者毎、ホ場番号（地番）毎に集計する。又、付帯明渠、補水渠については、延

長及び土積量を受益者毎或いは、ホ場番号（地番）毎に算出する。疎水材及び被覆材

は、土壌調査報告書等を検討し材料を算定する。 

 （ニ）求 積 

    受益者氏名、ホ場番号（地番）毎に施工計画面積を三斜法、又は同等以上の精度に

より算出し、図示するものとする。 

 （ホ）照査とりまとめ 

 

３ 提出すべき成果品 

 （イ）原 図 

  ａ 暗渠排水設計区域図（縮尺 1/5,000） 

  ｂ 渠線配置図（縮尺 1/1,000 又は 1/2,000） 

  ｃ 集水渠縦断図（縮尺 縦 1/100、横 1/1,000） 

  ｄ 付帯明渠、補水渠、縦断図（縮尺 縦 1/100、横 1/1,000） 

  ｅ 求積図（縮尺 1/1,000 又は 1/2,000）････ 受益者氏名、ホ場番号（地番）毎に算出

数値を記入。 

 （ロ）材料計算書 
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暗渠排水設計示方書 

１ 設計条件 

(1) 水田、汎用田の計画排水量標準値は 50mm１日排除 

(2) 畑、草地等の計画排水量標準値は 30mm１日排除 

(3) 透水係数 

(4) 地下水位 

(5) 埋設深 

(6) 管種 

(7) 水理公式 

(8) 土壌の粒度分布 

 

２ 提示の資料 

 （イ）位置図（縮尺 1/25,000 又は 1/50,000）地形図（縮尺 1/5,000） 

 （ロ）平面図（縮尺 1/1,000 又は 1/2,000） 

 （ハ）求積図（縮尺 1/1,000 又は 1/2,000） 

 （ニ）個人別面積計算書 

 （ホ）記録写真帳 

 （ヘ）土壌調査報告書 

 

３ 設計要領 

 １）吸水渠 

（イ） 配置形式は、排水面と圃場との勾配が取れない場合は縦走式を標準とする。 

   丘陵地、傾斜地は、横走式、斜走式を標準とする。 

（ロ） 内径は最小 60mm 以上とし、敷設勾配はおよそ 1/100～1/800 の範囲で最大流量時で 

の流速はおよそ 0.2m/S 以上、0.6m/S 未満とする。 

（ハ） 畝方向と吸水線は斜めに交差することを標準とする。 

（ニ） 平均埋設深は 1.0ｍ程度、上流端最小埋設深は、以下の示す埋設深を目安とする。 

  ○ 水田 50 ㎝～60 ㎝程度 

  ○ 汎用田、畑、草地 60 ㎝～80 ㎝程度 

（ホ） 間隔はおよそ 7.5ｍ～10.0ｍを下限値の範囲とするが、土壌の透水性、地形、土 

地利用状況、類似地区の事例を参考に決定する。 

 ２）集水渠 

（イ） 集水渠の内径は 80mm 以上とし、設計流量流下時の流速は、概ね 0.3m/S 以上

1.0m/S 未満の範囲とする。 

（ロ） 排水口の高さは以下に示す高さが必要とする。 

  ○ 幹線排水路、河川、湖沼を排水面とする場合、平水位より概ね 0.1ｍ以上、最小 

0.05 ｍ 

  ○ 小排水路を排水面とする場合、河床より概ね 0.2ｍ以上、最小 0.1ｍ 

 ３）附帯明渠 

   附帯明渠の断面は最低敷幅 0.5ｍ、法勾配 1：1.0～1.5 とし、深さは集水渠放水口

埋設深＋0.3ｍ以上低くするものとする。 
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 ４）補水渠 

断面は敷幅 0.5ｍ、法勾配 1：1.0～1.5、深さ 0.8ｍ程度を標準とするが地下浸入水

等がある場合は別途考慮できるものとする。 

 

４ 図面の標示について 

  暗渠排水の設計平面図には設計の内容が容易に理解できるよう、特に次の事項に配慮

し標示すること。 

（イ）暗渠排水設計区域（一点鎖線）面積、受益者名、地番 

（ロ）土質柱状図（透水係数） 

（ハ）配置渠線･･････吸水渠、集水渠または附帯明渠、補水渠、マンホール等 

（ニ）渠線配置の標示例 

 

吸  水  渠 

 

 

集  水  渠 

 

 

附 帯明渠排水  

お よび補水渠  

 

 

補水渠（暗渠） 

 

 

 

その他･･････特異な過湿、湛水範囲、農家意見の要点 

設計勾配およびその区間長、排水口地点河床標高 

 

（ホ）附帯明渠等の開水路 各線または区分。設計勾配およびその区間長。 

（ヘ）その他･･････特異な過湿、湛水範囲、農家意見の要点 

 

５ 面積の単位について 

  面積は ha で表し、小数第３位を四捨五入して２位止めとする。 

 

６ 図面の作成要領 

 

 

 

 

 

タイトルは監督職員の指示によること。 
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３－１０ 工事数量計算業務 
 

３－１０－１ 要  旨 

  この業務は、工事発注のための数量計算の作成業務を行うものである。 

 

３－１０－２ 現地調査 

  受注者は、作業着手前に、対象工事の実施設計業務報告書（以下「実施設計業務報告

書」という。）に基づき、入念に現地調査を行うものとする。 

 

３－１０－３ 作業項目と内容 

  工事数量計算業務の作業項目及び作業内容は、別表－１１の工事数量計算業務作業項

目内訳表によるものとする。 
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別表－１１  

工事数量計算業務作業項目内訳表 

作 業 項 目 標  準  作  業  内  容 

１ 現況調査 

 

対象工事の実施設計報告書（以下「実施設計業務報告書」という。）

に基づき現地を確認する。 

２ 設計関係資料把握 実施設計業務報告書から本業務の作業（工事）範囲の確認、照合

作業を行う。 

a. 実施設計業務報告書（数量計算書を除く） 

b. 設計図 

c. 数量計算書 

３ 設計図作成 実施設計業務報告書の設計図（仮設図含む）を修正し、工事発注

図面を作成する。ここでいう修正とは、工区割りによる修正、施

工範囲の明示、図面タイトル修正をいう。 

４ 数量計算書作成 実施設計業務報告書の数量計算書を発注予定工事毎にとりまと

める。 

 

５ 仮設計画書作成 実施設計業務報告書の仮設工事計画の簡易な補足及び修正を行

う。 

 

６ 特記仕様書作成 提示する類似の工事の例を見本として、特記仕様書（工事数量表

を含む）を作成する。 

７ 積算資料及び施工単

価条件資料の作成 

各工種において、積算した内訳（施工歩掛、施工機械の選定等）

資料及び施工単価条件の選定資料等を作成する。 

８ 特別単価作成 単価を作成する際、農業土木工事費積算基本資料等が定められて

いない工種で、各歩掛を組み合わせて構成した方が適切な場合に

は、特別単価の作成を行う。 

９ 標準積算システム 

入力 

事務（業）所において、標準積算システムを利用して積算書を作

成する。 

10 点検とりまとめ 成果資料の点検及びとりまとめを行い、報告書を作成する。 

 




